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第１章 総合振興計画の概要 

 

１ 総合振興計画の趣旨 

 

本市は、平成 22(2010)年３月 23日に、久喜市、菖蒲町、栗橋町及び鷲宮町の合併によっ

て誕生しました。 

平成 25(2013)年３月には、10年間の本市の進むべき方向性を示す市政運営の指針として

「久喜市総合振興計画（以下「前計画」という。）」を策定し、将来像を「豊かな未来を創造

する個性輝く文化田園都市 ～ 人と愛 水と緑 市民主役のまち ～」と掲げ、更なる飛躍、

発展を遂げるため、各種施策に取り組んできました。 

現在、少子高齢化・人口減少社会が進行している状況にあって、本市を取り巻く社会経済

環境は大きく変化しており、気候変動による災害の発生や新たな感染症の脅威に対する安

全・安心への取組み、更なる地方創生の推進等、取り組むべき課題は複雑化・多様化し、行

政が果たす役割は大きいものとなっています。このようなことから、将来に向けて持続可能

な行政施策を展開していく必要があります。 

そのような中、前計画が令和４(2022)年度に目標年次を迎えることから、改めて本市を取

り巻く社会経済環境の変化等を踏まえ、引き続き誰もが「住んでみたい」、「住んでよかっ

た」、「今後も住み続けたい」と思えるまちづくりを推進することを目的に、これからの 10

年を見据えたまちづくりの指針として、「第２次久喜市総合振興計画（以下「本計画」とい

う。）」を策定するものです。 

 なお、本計画は、更なる地方創生の推進を図る観点から、「第３期久喜市総合戦略」を含

めた一体的な計画として策定します。 

 また、本計画では、前計画に引き続き、久喜市自治基本条例に基づいて、市民参加と協働

をまちづくりの重要なテーマと位置付け、市民と行政による協働・共創のまちづくり*1を進

めていくこととします。 

 

  

                                                      

1 協働・共創のまちづくり：まちづくりにあたり、行政だけでなく、市民や民間事業者、各種団体等が、協働し合い、

共に自分たちが暮らすまちの未来を創っていくこと。 
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２ 総合振興計画の構成と計画期間 

 

 本計画は、「基本構想」、「基本計画」及び「実施計画」で構成します。 

 

（１）基本構想 

総合的かつ計画的にまちづくりを進めるための基本的な構想であり、まちづくりの基本

的な考え方となる理念や、その理念に基づき本市が目指すべきまちの姿を示す将来像等、政

策の大きな方向性を示します。 

計画期間は、令和５(2023)年度から令和 14(2032)年度までの 10か年とします。 

 

（２）基本計画 

基本構想で示した将来像を実現するための基本的な施策の方向性や目標を定める計画で

す。 

基本計画は、基本構想の計画期間 10か年において、前期と後期に分けて策定するものと

し、前期基本計画の計画期間は令和５(2023)年度から令和９(2027)年度までの５か年、後期

基本計画は令和 10(2028)年度から令和 14(2032)年度までの５か年とします。 

 

（３）実施計画 

基本計画に定めた施策の具体的な事業内容等を示し、予算編成の指針となる計画です。 

計画期間は３か年とし、社会経済環境の変化等に応じて毎年度見直しを行うものとしま

す。（ローリング方式） 

 

図表 総合振興計画の構成及び計画期間イメージ 

 

 

 

 

  

基本構想 

（理念、将来像） 

基本計画 

（目標、施策） 

実施計画 

（具体的事業・取組み） 

10か年 

(R5(2023)～R14(2032)年度) 

５か年 

 

 

５か年 

 

３か年計画・毎年度見直し 

(R5(2023)～R9(2027)年度) (R10(2028)～R14(2032)年度) 
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３ まち・ひと・しごと創生総合戦略との一体化 

 

国では、平成 26(2014)年 11 月に「まち・ひと・しごと創生法」を制定し、人口減少の

克服と地方創生の観点から、第１期(2015～2019年度)から第２期(2020～2024年度)にわた

る「まち・ひと・しごと創生総合戦略*1」を策定し、運用しています。 

まち・ひと・しごと創生は、国と地方が一体となって取り組む必要があることから、本市

においても、「久喜市総合戦略」を平成 27(2015)年度に、「第２期久喜市総合戦略」を令和

元(2019)年度に策定し、これらに基づき、地方創生の取組みを推進してきました。 

総合戦略に定める施策は、地域経済の活性化や移住・定住の促進、結婚・出産・子育ての

支援等、総合振興計画と方向性が一致していることから、本計画は総合戦略と一体的なもの

として策定しています。 

 具体的には、本計画における基本計画の部分を総合戦略として位置付け、基本目標・施策・

重要業績評価指標(KPI)を一体化しました。このような位置付けをすることにより、本市が

進む方向性を明確に示し、将来像の実現に向けた取組みをさらに効果的に行っていくこと

を目指します。 

 

図表 一体的策定のイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

                                                      

1 まち・ひと・しごと創生総合戦略：日本の人口の現状を踏まえ、人口減少の克服や社会全体の活力の維持・向上を実

現するため、今後の目標や施策の方向性等を提示した計画のこと。 

基本構想 

 

 

 

基本計画 

 

 

 

実施計画 

 

 

 

基本目標、施策、重要業績評価指標(KPI) 等 

事業・取組み、活動指標 等 

総合戦略（人口減少対策、 

地方創生関連に相当） 

基本理念、将来像、将来人口、将来都市構造 等 

総合振興計画 
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４ SDGs（持続可能な開発目標）の推進 

 

（１）SDGsの理念 

平成 27(2015)年９月に国連において、「持続可能な開発目標（Sustainable Development 

Goals。以下「SDGs」という。）」として、17 のゴール（目標）と 169 のターゲットが掲げ

られた「持続可能な開発のための 2030 アジェンダ」が採択されました。SDGsは、「誰一人

取り残さない」社会を実現するため、発展途上国のみならず、先進国も含め世界中の人々が

取り組む普遍的なもので、2030年を期限とした国際目標です。 

 

＜「社会」「経済」「環境」＋「協働」＞ 

SDGsを達成するためには、「社会」「経済」「環 

境」の３つの側面を包括的に捉え、それぞれの課 

題を統合的に解決することが重要とされています。 

加えて、多様な主体の協働（パートナーシップ） 

により、SDGsの実現を目指します。 

 

 

 

 

 

＜SDGsの 17のゴール（目標）＞ 

 

あらゆる場所のあらゆる形態の貧困を終わらせる。 

 

飢餓を終わらせ、食糧の安定供給及び栄養状態の改善を実現し、持続可能な

農業を促進する。 

 

あらゆる年齢のすべての人々の健康的な生活を確保し、福祉を促進する。 

 

すべての人に包摂的かつ公平な質の高い教育を確保し、生涯学習の機会を促

進する。 

 

ジェンダー平等を達成し、すべての女性及び女児が主体的に決定・行動する

ことにより、様々な意思決定過程に関わる力をつける（エンパワーメント）。 

 

すべての人々の水と衛生の利用可能性と持続可能な管理を確保する。 

図表：SDGsウェディングケーキ 

（出典：Stockholm Resilience Centre資料をもとに作成） 
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すべての人々の安価かつ信頼できる持続可能な近代的エネルギーへのアク

セスを確保する。 

 

包摂的かつ持続可能な経済成長及びすべての人々の完全かつ生産的な雇用

と働きがいのある人間らしい雇用（ディーセント・ワーク）を促進する。 

 

強靭（レジリエント）なインフラ構築、包摂的かつ持続可能な産業化の促進

及びイノベーションの推進を図る。 

 

国内及び各国間の不平等を是正する。 

 

包摂的で安全かつ強靭（レジリエント）で持続可能な都市及び人間居住を実

現する。 

 

持続可能な生産消費形態を確保する。 

 

気候変動及びその影響を軽減するための緊急対策を講じる。 

 

持続可能な開発のために海洋・海洋資源を保全し、持続可能な形で利用する。 

 

陸域生態系の保護・回復・持続可能な利用の推進、持続可能な森林の経営、

砂漠化への対処並びに土地の劣化の阻止・回復及び生物多様性の損失を阻止

する。 

 

持続可能な開発のための平和で包摂的な社会を促進し、すべての人々に司法

へのアクセスを提供し、あらゆるレベルにおいて効果的で説明責任のある包

摂的な制度を構築する。 

 

持続可能な開発のための実施手段を強化し、協働の取組み（グローバル・パー

トナーシップ）を活性化する。 

 

（２）総合振興計画における SDGsの理念の取り込み 

あらゆる主体の参加と協力が必要とされる SDGsにおいては、地方自治体の取組みも重要

な役割を果たします。また、SDGs の推進は、地方創生やまちづくりにも好影響を与え、将

来像の実現に資すると考えられます。 

このことから、本市の最上位計画である本計画に SDGsの理念を取り入れ、あらゆる主体
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との協力により様々な取組みを進めることで、誰一人取り残さない、持続可能なまちづくり

を目指します。 

具体的には、基本計画の各施策分野において、施策と 17のゴール(目標)及び 169のター

ゲットとを明確に関連付けることで、SDGs の視点を取り入れて、各施策の取組みを進めて

いきます。 

 

（３）久喜市 SDGs取組方針 

SDGs の推進のためには、市民をはじめとしたすべての関係者が自分事と捉えて行動する

ことが非常に重要です。そのようなことから、本市では、SDGs の浸透や普及啓発、市政へ

の SDGsの反映等、SDGs推進に向けた「久喜市 SDGs取組方針」を策定しました。 
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５ 行政改革の推進 

 

本市では、平成 24(2012)年３月に「選択と集中による市民の目の高さの市政の実現」を

基本目標とする「久喜市行政改革大綱」を、平成 29(2017)年３月に「持続可能な行政運営

の実現」を基本目標とする「第２次久喜市行政改革大綱」を策定し、行政改革の推進に取り

組んできました。 

今後、少子高齢化と人口減少社会の進行に伴い、市税収入の大幅な増が見込めない中、社

会保障関係費や公共施設の老朽化対策等の財源を確保する必要があること等、様々な課題

がある一方で、行政に対する市民ニーズは年々高度化・多様化しており、行政運営にあたっ

ては、市民ニーズを的確に捉え、限られた財源の中で効率的かつ効果的に行政サービスを提

供していく必要があります。 

これらのことを踏まえた上で、本計画においても「第２次久喜市行政改革大綱」の基本目

標に掲げた「持続可能な行政運営の実現」の概念を引き継ぎ、行政改革の取組みを推進して

いきます。 

具体的には、基本目標の一つに行政改革を位置付け、基本計画において実施の方向性を明

示するとともに、毎年度見直しを実施する実施計画には行政改革に関する取組みを示すこ

とで、社会経済環境の変化や新たな市民ニーズ等を捉えた行政改革を進めていきます。 

 

 

図表 一体的な運用のイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

総合振興計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基本構想 

基本計画 

実施計画 

基本目標に行政改革を位置付け 

 

基本計画の施策に行政改革に 

関する実施の方向性を明示 

 

実施計画に関連する取組みを掲載 

一体的に運用することで、 

施策の推進と行政改革の整合性を図る 
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６ 総合振興計画の進行管理 

 

本計画を着実に推進するため、PDCAサイクル(Plan：計画、Do：実行、Check：評価、Action：

改善)に基づく進行管理を行います。 

基本計画に定める各施策の取組状況については、行政評価システムにより、本市の内部評

価に加え、外部機関(審議会等)の意見を取り入れることにより、評価の客観性や透明性を高

めるとともに、その結果を各施策の取組みに反映します。 

基本計画では、施策に重要業績評価指標(KPI 
*1
)を設定し、目標を数値で表します。また、

実施計画では、事業にさらに細分化した指標(活動指標*2
)を設定し、目標を数値で表します。

そのほか、実施計画には、各施策の中から今後３か年で実施していく事業や取組みを示しま

すが、社会経済環境の変化や新たな市民ニーズ等を捉えて毎年度見直しを行います。 

 

図表 PDCAサイクル 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

                                                      

1 KPI：Key Performance Indicatorsの略語。目標の達成度合いを評価するために設定された数値指標のこと。 
2 活動指標：事業として活動した直接的な結果を表す指標のこと。アウトプット指標とも呼ばれる。 

Plan 

Do 

Action 

Check 

【計画】 

【実行】 【評価】 

【改善】 

総合振興計画

の進行管理 

社会経済環境の変化や市民ニーズ等 

審
議
会
等
に
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審
議
、
幅
広
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と
協
働 
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機
関
等
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民
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報
公
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重要業績評価指標(KPI)等による成果の確認 
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 【コラム】行政評価とは？  

  

本市では、市民の視点に立った簡素で効率的な行財政を確立するため、行政評価システム

を推進しています。 

行政評価システムとは、行政活動(市の業務や働き等すべての取組み)の結果について、

「何をどれだけしたか」ではなく、市民の皆様にとって「どれだけの成果が得られたか」と

いう視点から改めて見つめ直し、行政サービスの改善を進めていくための仕組みです。 

この仕組みに基づき、行政活動を第三者としての市民の立場で、あるいは、職員自らが成

果や効率という観点から評価し、その結果をもとに見直し・改善をしています。 

 

（参考）前計画の進捗状況 

本市では、行政評価を実施し、ホームページ等で結果を公表しています。本市の行政評価

のうち施策評価は、総合振興計画の施策を単位として評価し、計画の施策目的をどの程度達

成しているかという観点から毎年度確認することで、予算や事業の実施方法に反映してい

ます。 

図表 施策評価結果（令和３(2021)年度実施施策） 

達成度 施策数（全 44施策） 割合 

目標・予定を上回る成果・進捗である ７ 15.9％ 

目標・予定に概ね沿う成果・進捗である 15 34.1％ 

目標・予定を下回る成果・進捗である 22 50.0％ 

※令和３(2021)年度の施策評価結果は、新型コロナウイルス感染症の影響により、年間を通して事業の中止等が発生し

たことから、『目標・予定を下回る成果・進捗である』の施策数及び割合が多くなっています。 

＊成果指標の進捗状況は、一覧表にて『資料編』に掲載しています。 
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第２章 総合振興計画の前提（背景） 

 

１ 日本を取り巻く時代潮流 

 

本計画においては、各基本目標や施策に SDGsの考え方を取り入れて推進していくことか

ら、前提となる時代潮流の把握においても、SDGsの視点を活用することが重要となります。 

SDGsの特徴として、あらゆる人々が協働の下、「社会・経済・環境」の三側面を調和させ、

統合的に取り組むことが重要であるため、時代潮流については「社会・経済・環境・協働」

の視点で整理し、把握しました。 

 

【社会（Social）】 

（１）少子高齢化・人口減少社会への対応 

 少子高齢化・人口減少社会では、生産年齢人口の減少による経済の停滞や、社会保障
費の増加、コミュニティの維持が困難になるなど、多くの課題に直面しています。 

 国や地方自治体においては、東京一極集中の是正や、子どもを産み育てやすい環境の
整備に関する様々な取組みが進んでいますが、更なる強化が必要となっています。 

 交流人口*1や関係人口*2の増加への取組みや、外国籍・高齢者の労働人口の増加等、

人口構造の変化にも対応していく必要があります。 

 

（２）多様性と包摂性のある共生社会の実現 

 高度経済成長期を経て、我が国では多くの人が物質的な豊かさを享受できるように
なりました。経済的・社会的な豊かさのほか、精神的な豊かさや生活の質の重要性が

高まり、個々の価値観やライフスタイルの多様化が進んでいます。 

 誰もが自分らしく生きられる包摂性のある社会の構築に向けて、障がいの有無、年齢、
人種、性別や性自認等、多様な他者への理解促進が求められています。 

 男女格差の大きさを国別に比較した世界経済フォーラム(WEF)による「ジェンダー

ギャップ指数 2022」では、日本は 146か国中 116位となっています。男女共同参画

社会の実現のため、男女の固定的な役割意識を変えるとともに、主に政治・経済分野

での国際的格差是正の取組みが重要となっています。 

 外国籍の住民が増える中、異文化理解に加え、多文化共生社会の構築が必要となって
います。 

 孤立を防ぐための地域での支え合いや、災害発生時の共助等、地域コミュニティ活動
は重要ですが、核家族の増加や社会経済状況の変化により、コミュニティ意識の希薄

化が進んでいます。 

 

                                                      

1 交流人口：観光、レジャー等でその地域を訪れる人々のこと。 
2 関係人口：地域に居住・移住する「定住人口」や、観光に来た「交流人口」ではなく、地域と多様に関わる人々のこ

と。 
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（３）心豊かな人材を育む教育と人生 100年時代における学び 

 予測困難な社会においては、知識及び技能を生きて働くものとして習得し、未知の状
況にも対応できる思考力・判断力・表現力等を身に付け、学んだことを人生や社会に

生かそうとする学びに向かう力・人間性を育むことが重要です。時代の変化に応じ、

GIGA スクール構想*1による ICT
*2を効果的に活用した個別に最適化された学び*3やプ

ログラミング教育を含めた STEAM化された学び*4が推進されています。 

 人生 100年時代*5において、必要なときに必要な学びを通じて成長し、資質・能力等

を伸ばす学びの場が必要なことから、多様な学習ニーズへの対応が求められていま

す。 

 

（４）新たな感染症への対応を含む医療体制の充実 

 高齢化社会において医療費が増加する中、健康寿命*6の延伸のため、日常的ヘルスケ

アや、スポーツ、コミュニティ活動等を通じた心身の健康維持や、地域医療体制強化

の必要性が高まっています。 

 新型コロナウイルス等の新たな感染症に対しては、医療体制の充実と、迅速な対応を
可能にする協力体制の構築が必要となっています。 

 感染症の拡大は、経済活動や日常生活に多大な影響を与えており、ICTの有効活用を

含む新しい生活様式の導入により、感染症対策と経済活動を両立させることが必要

です。 

 

（５）国土強靭化、防災・減災による安全・安心の確保 

 近年、気候変動の影響等により大規模な自然災害が多発していることや、東日本大震
災から節目の 10年が経過したことから、改めて防災・減災への意識が高まっていま

す。 

 国は、大規模災害の発生時に人命を守り、被害を最小限に抑え、迅速な復興を目指す
「国土強靱化*7計画」に基づき、河川の改修や施設の耐震化といったハード面と、「自

助・共助・公助」や地域での備え等のソフト面の両面から対策を進めています。 

 

 

 

 

                                                      

1 GIGAスクール構想：文部科学省による、全国の児童・生徒 1人に 1台のコンピューターと高速ネットワークを整備す

る取組みのこと。 
2 ICT：Information and Communication Technology の略語。コンピューターやデータ通信に関する技術を総称的に表

す語。情報通信技術のこと。 
3 個別に最適化された学び：一人ひとりの理解状況や能力・適性に合わせて、多様な子どもたちを誰一人取り残すこと

なく育成すること。 
4 STEAM化された学び：Science（科学）、Technology（技術）、Engineering（工学）、Art（芸術）、Mathematics（数

学）の略語。各教科等での学習を実社会での問題発見・解決に生かしていくための教科等の横断的な学びのこと。 
5 人生 100年時代：平均寿命の延伸により、従来の人生設計にとらわれない柔軟かつ多彩な生き方を考える必要がある

時代のこと。 
6 健康寿命：日常的に介護等を必要とすることなく、自立した生活を送ることができる年数のこと。 
7 国土強靱化：大規模自然災害時に、人命を守り、経済社会への被害を最小限にとどめ、迅速に回復する「強さとしな

やかさ」を備えた国土、経済社会システムを平時から構築すること。 
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【経済（Economic）】 

（６）経済情勢・企業活動の動向 

 長く続く我が国の経済の停滞に加え、グローバル経済においては、リーマンショック
や新型コロナウイルス感染症に代表されるように、一国の経済状況等が世界全体に

大きな影響を与えるため、経済情勢の予測はますます困難になっています。 

 経済活動は、インターネットを活用した多用なサービスの展開へと変化を遂げてお
り、ICTを基盤とした先端技術の活用や、AIや IoT

*1等のデジタル技術を活用した付

加価値の創造が重要となります。 

 企業においては、利益の追求とともに、ESG：環境(Environment)、社会(Social)、ガ

バナンス(Governance)の観点から、社会的責任を果たすことが求められています。ま

た、社会課題の解決を目指すソーシャルビジネスや、地域課題の解決に特化したコ

ミュニティビジネスが広がっています。 

 労働環境に関しては、子育てや介護をしながら働きやすい環境を整備し、生活と仕事
との調和を目指す「ワーク・ライフ・バランス」や、職場における男女平等や多様性

の尊重が求められています。 

 情報ネットワーク等の進展や新型コロナウイルス感染症の影響により広がったリ
モートワークは、働き方だけでなく、地方移住や二地域居住が注目されるなど、人々

の暮らし方にも変化をもたらしています。 

 人生 100年時代において、産業構造や雇用の在り方の変化に対応するため、働きなが

ら新たな知識・技能を習得するリカレント教育に注目が集まっています。 

 

（７）デジタル社会への対応 

 国が提唱する Society5.0
*2においては、経済、社会、医療、教育等、あらゆる分野で

デジタル技術を活用し、インターネット空間と現実世界の融合により経済成長と社

会課題の解決を目指しています。また、新型コロナウイルス感染症の影響により、接

触の機会が限定されている状況において、デジタル技術活用の必要性は更に高まっ

ています。 

 DX(デジタル・トランスフォーメーション) 
*3の推進は、企業や行政における業務の効

率化にとどまらず、新たな価値の創造や市民の利便性の向上に繋がるものと期待さ

れています。 

 自動運転技術をはじめとして、地域全体を AI やビッグデータ*4で相互連携して利便

性・住民福祉を高めるスーパーシティ構想*5が進んでいます。 

                                                      

1 IoT：Internet of Thingsの略語。全てのモノがインターネットとつながり、相互に情報交換や制御ができる仕組み

のこと。 
2 Society5.0：狩猟社会、農耕社会、工業社会、情報社会に続く新たな社会を指し、サイバー空間（仮想空間）とフィ

ジカル空間（現実空間）を高度に融合させたシステムにより、経済発展と社会的課題の解決を両立する、人間中心の社

会のこと。 
3 DX（デジタル・トランスフォーメーション）：高速インターネットやクラウドサービス、AI（人工知能）等情報技術

によって、ビジネスや生活、組織、社会を変容させること。 
4 ビッグデータ：ICTの発達により、収集・蓄積・分析が可能になった膨大でリアルタイムに変化するデータのこと

で、ビジネスや医療等、様々な分野で活用されている。 
5 スーパーシティ構想：AIやビッグデータを活用し、自動運転、行政手続き、キャッシュレス、遠隔医療、遠隔教育

等、暮らしを支える様々な最先端のサービスを実装し、社会のあり方そのものを変えていく都市構想のこと。 
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 デジタル社会の進展は、コミュニケーション方法にも大きな影響を与えています。
SNS等により、若年層を中心に個人間の自由で双方向のコミュニケーション方法が拡

大する一方で、インターネット上の犯罪や、個人情報の漏洩、虚偽報道(フェイク

ニュース)等、新たな問題も発生しています。 

 

【環境（Environmental）】 

（８）脱炭素社会（ゼロカーボンシティ*1）の実現 

 平成 27(2015)年、フランスのパリ第 21 回国連気候変動枠組条約締約国会議(COP21)

において、地球温暖化対策の新たな国際枠組みとして、パリ協定が締結されました。

この協定は、世界の平均気温の上昇を産業革命前と比較して、1.5℃に抑える努力を

追求することや、21 世紀後半に温室効果ガスの排出を実質ゼロにすることを目標と

しており、すべての国が協力して取り組む必要があります。 

 国の 2050年カーボンニュートラル宣言により、脱炭素社会への取組みが大幅に加速

しています。CO2排出規制に加え、再生可能エネルギー産業への投資の増加等、循環

型経済の推進に向けて、官民一体となった産業変革が進んでいます。 

 環境に関する消費者の価値観や企業の行動規範も大きく変容しています。消費者の
間では、エシカル消費*2やシェアリングエコノミー*3等が広がっており、レジ袋の有

料化、食品ロス対策等、身近な生活から地球環境問題への関心が高まっています。企

業においても、社会的責任として、環境保護への取組みが重要視されています。 

 

【協働（Partnership）】 

（９）地方創生と SDGs（持続可能な開発目標）の取組み 

 国は令和元(2019)年度に、第２期「まち・ひと・しごと創生総合戦略」を策定し、

Society5.0や SDGs、多様な人材活用の視点等が加わったことにより、地方創生は新

たな段階へ進んでいます。 

 社会課題が複雑化する中、事業者同士、事業者と行政、NPO*4や地域団体、大学等、多
様な主体が協働していくことが不可欠であり、全国各地で事例が増えています。 

 平成 27(2015)年に国連で採択された SDGsは、日本社会においても浸透が進んでいま

す。2030年の期限に向け、2020年からは「行動の 10年」が始まり、普及・浸透の段

階から、行動・実践の段階へ入っています。地方自治体においても、SDGs を推進す

る自治体を選定する「SDGs未来都市*5」制度等、まちづくりにおける SDGsの取組み

が進んでいます。 

 

                                                      

1 ゼロカーボンシティ：2050年までに、二酸化炭素排出量実質ゼロに取り組むことを表明した地方公共団体のこと。 
2 エシカル消費：消費者それぞれが各自にとっての社会的課題の解決を考慮したり、そうした課題に取り組む事業者を

応援しながら消費活動を行うこと。 
3 シェアリングエコノミー：場所・モノ・技能等を個人間で貸借や共有する、新しい経済の仕組み。 
4 NPO：Non-Profit Organization の略語。営利を目的としないで、福祉の増進や文化・芸術振興、環境保全等様々な

課題に、市民が自主的、自発的なボランティア活動や社会貢献活動を行う団体のこと。 
5 SDGs未来都市：地方創生 SDGsの達成に向け、優れた SDGsの取組みを提案する地方自治体を「SDGs未来都市」とし

て選定する内閣府主導の制度。 
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（１０）健全な財政運営と行財政改革の推進 

 経済の停滞による税収の減少や、高齢化による社会保障費の増加等により、国、地方
自治体ともに厳しい財政状況が続いています。 

 将来世代のために健全な財政運営を進めるには、選択と集中による効率的・効果的な
政策の推進や、PDCA サイクルに基づく計画の進行管理、適切な評価に基づく政策の

立案等、課題に柔軟に対応できる行財政改革が必要です。 

 高度経済成長期に多く建設された公共施設の老朽化が進む中、人口減少社会におい
ては、住民の利便性とともに財政状況も考慮した公共施設等の維持管理や適正な配

置が求められています。 
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２ 本市の概況 

 

本市は、関東平野のほぼ中央にあたる埼玉県東北部に位置し、都心まで 50㎞圏内にあり

ます。隣接自治体は 10 市町あり、面積は 82.41 ㎢、市域は東西約 15.6km、南北約 13.2km

です。地形は概ね平坦で、やや西高東低の緩やかな勾配をなしており、国内では希少な河畔

砂丘等の微高地があります。また、利根川、中川、青毛堀川、元荒川、葛西用水路、見沼代

用水といった多くの河川等に恵まれています。 

市内には、南北方向に久喜インターチェンジを擁する東北縦貫自動車道（以下「東北道」

という。）、国道４号及び国道 122 号が縦断し、東西方向に白岡菖蒲インターチェンジを擁

する首都圏中央連絡自動車道（以下「圏央道」という。）及び国道 125 号が横断しています。

また、鉄道は、JR 宇都宮線、東武伊勢崎線及び東武日光線の３路線が通り、市内に５つの

駅を有しており、道路や鉄道の結節点として交通の利便性に恵まれています。 

高度経済成長期以降、本市は、主要な道路や鉄道駅を中心とした住宅開発が進んだことに

より、東京都心のベッドタウンとして発展してきました。 

 平成 22(2010)年３月 23日、久喜市、菖蒲町、栗橋町及び鷲宮町の１市３町の合併により

誕生した本市では、平成 23(2011)年 12月に久喜市自治基本条例を制定し、協働のまちづく

りの推進を図っています。また、平成 27(2015)年 10月に埼玉県内の圏央道が全線開通した

ことにより、交通の利便性が更に高まっており、県東北部の中心都市として一層の発展が期

待されています。 

図表 本市の位置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



序論 

18 

３ 人口動態の推移 

 

 本市の人口は 151,669人（令和４(2022)年１月１日時点）で、埼玉県人口の 2.1％を占め、

県内 40市中 11番目の人口規模となっています。年少人口(15歳未満)は 16,536人（10.9％）

で、県全体の年少人口割合（11.9％）より若干低く、平成 14(2002)年以降減少傾向がみら

れます。一方、高齢者人口(65歳以上)は 47,295人（31.2％）で、県全体の高齢化率 26.7％

を上回っています。世帯数は年々増加しており、令和４(2022)年の１世帯当たり人数は 2.24

人となっています。 

 近年の人口増減をみると、平成 27(2015)年以降は社会増が続いていますが、自然減の拡

大により、本市の人口は全体では減少傾向にあります。 

 

図表１ 人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表２ 自然動態（出生・死亡）及び社会動態（転入・転出）の状況 
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４ 就業構造の推移 

 

 本市の令和２(2020)年の就業人口は 78,038人となっています。 

第一次産業（農林漁業）は 1,781 人で 2.3％、第二次産業（鉱業、建設業、製造業）は

19,729人で 25.3％、第三次産業（卸売・小売業、サービス業等）は 56,528人で 72.4％で

あり、埼玉県全体と比較すると、第一次産業と第二次産業の割合が高くなっています。 

 

図表 産業別就業人口の推移 

 
平成 17 

（2005）年 

平成 22 

（2010）年 

平成 27 

（2015）年 

令和２ 

（2020）年 

【参考】埼玉県 

令和２（2020）年 

人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％ 

総就業者人口 76,970 100.0 75,036 100.0 74,872 100.0 78,038 100.0 3,831,603 100.0 

 第一次産業 2,759 3.7 1,871 2.6 1,757 2.5 1,781 2.3 56,645 1.5 

 第二次産業 21,067 27.9 19,034 26.9 18,451 26.3 19,729 25.3 881,149 23.0 

 第三次産業 51,691 68.4 49,965 70.5 50,054 71.2 56,528 72.4 2,893,809 75.5 

資料：国勢調査 
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５ 市民の意識と期待 

 

 本計画の策定にあたり、市民の考えや意見を反映させるため、市民意識調査及び中学生ア

ンケートを実施しました。 

 

図表 市民意識調査及び中学生アンケートの調査概要 

 市民意識調査 中学生アンケート 

調査対象 
久喜市在住の満 16歳以上の男女

5,000人 

市立中学校に在籍する２年生の生徒 

1,205人 

調査方法 郵送による調査票の配布及び回収 
タブレット端末を利用し 

電子調査票の配布及び回収 

調査期間 
令和 3(2021)年 4月 16日～ 

令和 3(2021)年 5月 10日 

令和 3(2021)年 5月 12日～ 

令和 3(2021)年 5月 21日 

回収率 

回答者数 
47.4％（2,370人） 97.3％（1,172人） 

 

 

（１）市民意識調査結果の概要 

①市政全般の取組みの満足度と今後力を入れてほしい取組み 

満足度の高い取組みの上位３項目は、「ごみ処理体制の充実」（28.6％）、「道路・公共交通

の整備」（18.4％）、「上下水道の整備」（16.5％）となっています。 

 一方、今後市に力を入れてほしい取組みの上位３項目は、「地域医療体制の充実」（30.9％）、

「高齢者福祉の充実」（26.6％）、「道路・公共交通の整備」（20.0％）となっています。 

 

図表 満足度の高い取組みと今後力を入れてほしい取組みの上位５項目 

 

 

 

 

 

調査項目名 割合（％） 調査項目名 割合（％）

1 ごみ処理体制の充実 28.6 地域医療体制の充実 30.9

2 道路・公共交通の整備 18.4 高齢者福祉の充実 26.6

3 上下水道の整備 16.5 道路・公共交通の整備 20.0

4 住環境・市街地の整備 15.1 子育て支援の充実 20.0

5 清潔なまちづくりや公害対策の推進 14.8 学校教育の充実 18.0

満足度の高い取組み上位５項目 今後力を入れてほしい取組み上位５項目
順位
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②久喜市のイメージ 

 全体の７割以上が、「暮らしやすいまち」「安心できるまち」と回答しています。一方、「文

化的なまち」「活気があるまち」については半数以上が『そう思わない』と回答しており、

「ゆとりがあるまち」については５割ずつの回答になっています。 

 

 

③居住地域の生活環境の満足度 

 生活環境で満足度の高い上位３項目は、「ごみの収集・処理の状況」、「買い物の利便性」、

「上下水道の整備状況」となっています。 

 満足度の低い下位３項目は、「水害・地震等の災害に対する安全性」、「救急医療体制・医

療施設の整備状況」、「消防施設の整備状況（防火水槽、消火栓など）」となっています。 
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緑や水辺など自然環境の豊かさ

災害時の避難場所や避難路

水害・地震等の災害に対する安全性

消防施設の整備状況（防火水槽、消火栓など）

救急医療体制・医療施設の整備状況

交通の安全性（ガードレール・信号など）

交通の利便性（鉄道・バスなど）

ごみの収集・処理の状況

街路灯や防犯灯などの防犯施設

上下水道の整備状況

生活排水路や農業用排水路の整備状況

通勤・通学の利便性

買い物の利便性

（n=2,370）

満足 まあ満足 どちらとも言えない やや不満 不満 無回答
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④久喜市の強み 

上位項目には、「都市へのアクセスの良さ」、「道路・鉄道の交通利便性」、「災害の少なさ」

が挙げられています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤移住・定住のために力をいれること 

上位項目には、「買い物の利便性向上や市内公共交通機関の整備など日常生活をしやすく

する」、「子どもを産み、育てやすい環境を整備する」、「保健・福祉の行政サービスを充実さ

せる」が挙げられています。 
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40.4 

35.7 

23.2 

22.1 

17.4 

16.7 

8.1 

7.9 

6.8 

4.1 

3.4 

3.2 
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1.6 

1.2 

2.4 

0 10 20 30 40 50

都心へのアクセスの良さ

道路・鉄道の交通利便性

災害の少なさ

治安の良さ

買い物のしやすさ

住環境の良さ

豊かな田園風景

お祭り・イベントの多さ

充実した医療・福祉の体制

子育てのしやすさ

農業が盛ん

教育環境の良さ

健康づくり・スポーツ活動の活発さ

歴史・文化的資源の豊富さ

その他

就業のしやすさ

無回答

（n=2,370）

複数回答、単位：％

住宅を整備し、移住しやすくする

移住を希望する人への相談体制や、

移住した人への支援策を充実させる

歴史・文化、暮らしやすさなど地域の魅力を発信する

近隣自治体と協力して、移住・定住を促進する

イベントを開催する

その他

無回答

買い物の利便性向上や市内公共交通機関の整備など

日常生活をしやすくする

子どもを産み、育てやすい環境を整備する

保健・福祉の行政サービスを充実させる

産業を誘致して、雇用を増やす

道路や公園を整備する

子どもの学習環境を充実させる

62.2 

53.1 

38.0 

25.2 

23.6 

16.3 

15.4 

13.4 

8.6 

3.7 

2.4 

1.6 

0 20 40 60 80

（n=2,370）

複数回答、単位：％
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（２）中学生アンケート結果の概要 

①今後力を入れてほしいこと 

上位項目には、「公園や体育館などを充実させること」、「遊べる場所やイベントを充実さ

せること」、「自然環境の保護の取組みを充実させること」、「ショッピングセンターやレ

ジャー施設などの商業施設を充実させること」が挙げられています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②10年後の久喜市の未来像 

上位項目には、「いじめや差別がない、思いやりのあるまち」、「災害や事故、犯罪が少な

い、安全・安心なまち」、「きれいな街並みや公園が整備され、暮らしやすいまち」、「自然が

豊かで、環境にやさしいまち」が挙げられています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

音楽や美術などの文化・芸術活動を充実させること

その他

無回答

交通事故や犯罪を少なくするための取組みを充実させること

高齢者や障がい者が安心して過ごせるように、福祉を充実させること

祭りや久喜市が舞台のアニメなどを活用し市外の人に久喜市を知ってもらうこと

徒歩や自転車で安心して通行できる道路を充実させること

若い人に住んでもらうため、働く場所や住まいを確保すること

健康づくりの場所や病院などを充実させること

市外の人が楽しめるイベントや観光施設を充実させること

災害からまちを守るため、防災や消防の取組みを充実させること

梨やいちごなどの特産物を活用し農業を発展させること

市内の人同士や、市外の人、外国の人などとの交流を充実させること

学校や図書館などの教育施設を充実させること

市内や市外へ移動するための公共交通（鉄道・バスなど）を充実させること

スポーツができる公園やグラウンド体育館などを充実させること

子どもが遊べる場所や楽しめるイベントを充実させること

ごみの減量やリサイクル、自然環境の保護の取組みを充実させること

ショッピングセンターやレジャー施設など商業施設を充実させること

39.2 

36.6 

36.0 

35.9 

30.9 

23.3 

22.4 

21.1 

18.7 

17.9 

17.9 

16.6 

16.2 

15.8 

15.4 

14.4 

7.6 

2.1 

8.9 

0 10 20 30 40 50 60（n=1,172）複数回答、単位：％

無回答

高齢者や障がい者など、すべての人が健康で安心して暮らせるまち

子どもがすこやかに育ち、学校の教育環境も充実したまち

市民がみんなで協力し、一緒にまちづくりを進めるまち

道路や公共交通が便利で、移動しやすいまち

市外から多くの人が観光や買い物に来るなど、交流が盛んなまち

歴史や伝統文化、芸術活動などを大切にするまち

いじめや差別がない、思いやりのあるまち

災害や事故、犯罪が少ない、安全・安心なまち

工業、商業、農業、サービス業などが盛んで、働く場所がたくさんあるまち

その他

きれいな街並みや公園が整備され、暮らしやすいまち

自然が豊かで、環境にやさしいまち

44.8 

37.5 

36.3 

34.4 

20.3 

19.1 

17.6 

13.9 

11.2 

9.1 

8.3 

2.5 

7.8 

0 20 40 60 80（n=1,172）複数回答、単位：％
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（３）SDGsに対する市民の意識 

①「SDGs」という言葉の認知度 

「SDGs」という言葉を『知っている』と回答した市民は 45.8％で、半数に達していませ

ん。一方で、中学生では 58.8％が『知っている』と回答し、半数以上となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②SDGsの 17のゴール（目標）のうち、最も力を入れて取り組みたいもの 

 市民の中では、上位項目に、「すべての人に健康と福祉を」、「貧困をなくそう」、「住み続

けられるまちづくりを」が挙げられています。一方で、中学生の中では、上位項目に、「貧

困をなくそう」、「すべての人に健康と福祉を」、「飢餓をゼロに」が挙げられています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

12.0 

24.6 

33.8 

34.2 

22.7 

10.8 

27.5 

25.2 

4.0 

5.2 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

市民（n=2,370）

中学生（n=1,172）

よく知っている 少し知っている ほとんど知らない 全く知らない 無回答

20.1 

11.4 

9.6 

6.5 

4.7 

7.5 

7.1 

4.7 

3.3 

4.3 

2.0 

3.0 

2.8 

1.4 

0.8 

1.4 

1.1 

8.5 

12.0 

15.8 

4.6 

9.0 

8.7 

1.5 

1.6 

6.3 

8.7 

4.5 

8.4 

2.7 

1.1 

1.7 

2.5 

0.3 

0.6 

10.0 

0 5 10 15 20 25

すべての人に健康と福祉を

貧困をなくそう

住み続けられるまちづくりを

飢餓をゼロに

平和と公正をすべての人に

気候変動に具体的な対策を

つくる責任つかう責任

人や国の不平等をなくそう

安全な水とトイレを世界中に

質の高い教育をみんなに

ジェンダー平等を実現しよう

エネルギーをみんなにそしてクリーンに

働きがいも経済成長も

陸の豊かさも守ろう

海の豊かさを守ろう

産業と技術革新の基盤をつくろう

パートナーシップで目標を達成しよう

無回答

市民（n=2,370）

中学生（n=1,172）
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参照：株式会社ユーザーローカル 

 テキストマイニングツールを使用 

 

 【コラム】中学生目線の「久喜市の自慢」！！  

 

＜※ワードクラウド分析＞ 

※自由記述の回答に出現する頻出単語を分析、頻出度に応じて単語の大小を示した図。 

＜※共起キーワード分析＞ 

※自由記述の回答に出現する単語のパターンを分析、類似した言葉を線で結んだ図。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【意見の例】 

久喜提燈祭りを将来に残したい。／地域の人が挨拶を年齢関係なくしていて愛が溢れる街

／鷲宮神社の神楽を守る。／ショッピングモールや遊べる場所がたくさんあり飽きない‼ 

「祭り・提燈」「自然・豊か・歴史」⇔「将来・残す」 「鷲宮神社」「伝統」「神楽」 

⇔「続ける」「守る」 
【災害】⇔【少ない】 
【凡例】 

青字：名詞 

緑字：形容詞 

赤字：動詞 
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６ 時代潮流を踏まえた本市の現状とまちづくりの主要課題 

 

 第２章「１ 日本を取り巻く時代潮流」を踏まえ、本市の現状とまちづくりの主要課題を

以下のとおり整理します。なお、それぞれの項目は、第２章「１ 日本を取り巻く時代潮流」

と同様に、SDGsの理念である「社会・経済・環境・協働」と関連付けています。また、内容

をよりわかりやすくするため、８つの分野にカテゴリーを分けて整理しています。 

 

（１）社会（Social）【人権・教育・文化分野】       

【現状】 

本市では、人種・性別・出身・国籍等、様々な人権問題に対応するため、啓発活動、教育

学習機会等の提供を図っています。 

市内の小・中学校では、確かな学力、豊かな人間性、体力の向上と心身の健康づくりを目

指して、積極的な ICT 活用等により、特色ある教育活動を展開しています。また、令和３

(2021)年には、久喜市立学校給食センターを開設し、安全・安心な学校給食の提供と地産地

消の推進を図っています。 

 さらに、本市では、市民大学や高齢者大学をはじめ、多様な生涯学習や文化芸術活動を展

開しているほか、本市出身の偉人で「日本の公園の父」と言われる本多静六博士に関しての

市民への周知、国内のほか国外に向けた情報発信も積極的に行っています。 

【主要課題】 

○世界的に人種や性別等に捉われない多様性のある社会が求められる中、同和問題（部落差

別）をはじめとした様々な人権問題への正しい知識と理解を深め、多様性を認め合い、相

互理解や交流を促すことが必要です。 

○在住外国人の増加に対応し、外国籍市民が暮らしやすいまちにすることが求められてい

ます。 

○予測困難な社会に対応できる人材を育むため、主体的・対話的で深い学び*1、GIGAスクー

ル構想、時代の変化に応じた学習の推進等、教育内容の充実を図ることが必要です。併せ

て、いじめや不登校等の問題への対応も求められています。 

○学校の小規模化に対応するため、小・中学校の適正規模・適正配置*2の推進が求められて

います。 

○良好な教育環境を整備するため、教育施設、設備の充実や計画的な改修が必要です。 

○人生 100年時代において、生きがいをもって暮らせるよう、市民のニーズを踏まえた生涯

学習機会や発表の場を提供することが求められています。 

○先人がこれまで積み上げてきた貴重な文化・歴史資源については、将来のために、可能な

                                                      

1 主体的・対話的で深い学び：学ぶことに興味や関心を持ち、自己の学習活動を振り返って次につなげる「主体的な学

び」、子ども同士の協働、教職員や地域の人との対話等により、自己の考えを広げ深める「対話的な学び」、知識を相互

に関連付けてより深く理解したり、問題を見いだして解決策を考えたりする「深い学び」の総称のこと。 
2 小・中学校の適正規模・適正配置：児童生徒が集団の中で一人ひとりの資質や能力を伸ばしていくという学校の特質

や、地域コミュニティの核である学校の特性を踏まえ、それぞれの地域の実情に応じて、適正な規模を維持するために

小・中学校を適正に配置すること。 
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限り本来の状態で保存・継承していくことが必要です。 

 

（２）社会（Social）【健康・医療・福祉分野】       

【現状】 

本市では、高齢化の進行により医療費が増加する中、市民の健康寿命の延伸を目指し、子

どもから高齢者までライフステージに応じた取組みを展開しています。令和２(2020)年３

月には、「健幸(けんこう)・スポーツ都市」を宣言し、スポーツ等を通じた市民の心身の健

康づくりを促進しています。新型コロナウイルス感染症の感染拡大に対しては、感染予防対

策等を市民に広く周知しています。 

市内には、救急医療や高度医療を行う中核病院、小児の二次救急病院のほか、多くの病院

や診療所があり、安全・安心な医療体制が整っています。さらに、地域医療ネットワークシ

ステム「とねっと*1」等、広域での医療機関の連携も進めています。 

子育て支援については、「子育て世代包括支援センター*2」における妊娠期から子育て期

までの切れ目ない支援、一時預かりや病児保育等の様々な保育ニーズに対応したサービス

の提供、地域における親子の交流の場づくりを進めています。また、保育所の増設等により、

令和３(2021)年の待機児童数はゼロとなっています。 

また、高齢化が進行する中、高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らせるよう、各種サー

ビスの提供や在宅医療と介護の連携を推進するほか、高齢者の生きがいづくりや社会参加

を支援しています。 

【主要課題】 

○市民の心身の健康維持と医療費の適正化のため、ライフステージに応じた、適切な食事や

運動等について情報提供するとともに、若い世代等の健康づくり等に関心が低い傾向に

ある市民への意識付けが必要です。また、市民生活を脅かす新たな感染症等の感染拡大を

抑制することが求められています。 

○地域完結型医療*3を実現し、広域の医療支援体制を確保するため、更なる医療機関の連携

推進や市民に対する普及啓発が必要です。 

○複雑化・複合化する市民からの要望に対応し、相互に支え合いながら、安心して暮らせる

地域共生社会の実現を目指し、高齢者・障がい者・子ども等、世代や分野を越えた包括的

な支援を担う重層的支援体制*4の構築が求められています。 

○子どもを産み育てやすいまちを目指して、子育てに関する多様なニーズに適切に対応す

るとともに、子育て家庭が孤立しないよう、地域全体で子どもと子育て家庭を支えていく

                                                      

1 とねっと：利根保健医療圏（久喜市、行田市、加須市、羽生市、蓮田市、幸手市、白岡市、宮代町、杉戸町）内の地

域の病院、診療所等を安全なネットワークで結び、患者の情報を共有するシステムのこと。 
2 子育て世代包括支援センター：妊娠期から子育て期にわたる切れ目ない支援を提供するワンストップ拠点のこと。保

健師等の母子保健に関する専門職員が、妊娠・出産・子育てに関する相談に応じたり、地域の保健医療・福祉関係機関

と連絡調整等を行う。 
3 地域完結型医療：個別の医療機関がそれぞれ全ての医療ニーズに対応するのではなく、医療機関がそれぞれの得意分

野を生かし、地域全体で切れ目なく必要な医療を提供する体制のこと。 
4 重層的支援体制：様々な地域福祉のニーズに対応するため、対象者ごとの支援体制を越えて、すべての地域住民を対

象とし、包括的に支援を行う体制のこと。 
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必要があります。また、子どもを安心して産み育てることができるよう、市内への産科医

療機関の誘致が求められています。 

○誰もが住み慣れた地域で暮らし続けられるよう、在宅医療と介護の連携推進、認知症高齢

者への対応、医療的ケア児*1への対応等、日常生活や社会参加を支援する体制の充実が求

められています。 

 

（３）社会（Social）【安全・安心分野】          

【現状】 

 全国各地で地震や水害等の自然災害が頻発し、激甚化しています。令和元年東日本台風で

は、本市を流れる利根川が氾濫危険水位を超え、市として初めて避難情報を発令するなど、

人的被害はなかったものの、災害応急対応の課題が浮き彫りとなりました。 

 地域における防犯対策としては、防犯灯や防犯カメラの設置推進等の犯罪が起きにくい

環境づくりを進めるとともに、警察や地域の関係団体との連携による防犯体制づくりに加

え、ランニングパトロール隊を結成し、市民による見守り体制を強化しています。また、市

の公用車へドライブレコーダーを配備し、行政による防犯体制も強化しています。 

 交通安全対策としては、各種交通安全教室等の啓発活動の推進、見通しの良い道路や交通

安全施設の整備を進めています。 

【主要課題】 

○東日本大震災や令和元年東日本台風の教訓を生かし、市民の防災意識の向上を図るとと

もに、災害に強い市街地の形成や、利根川堤防強化事業の推進、雨水排水機能の強化、防

災体制や被災者支援の充実等が必要です。 

○地域における犯罪を未然に防止するため、市民の防犯意識を高めるとともに、地域の防犯

体制の強化、犯罪が起きにくいまちづくりが必要です。また、消費生活に関するトラブル

への対応も求められています。 

○交通事故を出来る限りなくすため、交通安全の普及・啓発、交通安全施設の整備充実が必

要です。 

 

（４）社会（Social）【都市基盤・交通分野】        

【現状】 

 本市は、南北方向に東北道、国道４号及び国道 122号等の幹線道路が縦断し、東西方向に

圏央道及び国道 125号が横断しており、交通利便性に恵まれています。さらに、久喜駅東側

において、圏央道スマートインターチェンジの設置に関する検討を進めています。 

 公共交通としては、市内を JR宇都宮線、東武伊勢崎線及び東武日光線が縦断し、久喜駅、

                                                      

1 医療的ケア児：医学の進歩を背景として、NICU（新生児特定集中治療室）等に長期入院した後、引き続き人工呼吸器

や胃ろう等を使用し、たんの吸引等の医療的ケアが日常的に必要な児童のこと。 
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東鷲宮駅、栗橋駅、鷲宮駅及び南栗橋駅を有しており、鉄道利便性に恵まれています。また、

市内循環バスやデマンド交通*1
(くきまる)、くきふれあいタクシー(補助タク*2

)を運行して

います。 

住環境では、計画的な住宅地としての土地利用や、空家等の適正管理・活用を進めていま

す。公園については、適正な維持管理を行うとともに、現在、「(仮称)本多静六記念 市民

の森・緑の公園」や、栗橋駅西地区における整備を進めています。 

安全・安心な水道水の供給や生活排水等の適正な処理を行うことにより、市民が快適で住

みやすい環境づくりを進めています。 

【主要課題】 

○本市の交通利便性を生かし、長期的視点に立った計画的なまちづくりが必要です。 

○市内駅周辺における計画的な土地利用や賑わいづくり、住環境の更なる整備・改善が必要

です。 

○市内の円滑な移動を支える道路網の充実、多数存在する橋梁の長寿命化を図るとともに、

歩行者や自転車が安全に通行するための道路整備が必要です。 

○市民の生活を支える交通手段について、利用者ニーズを踏まえ確保することが必要です。 

○高齢化を踏まえ、誰もが安心して利用できる公共交通のあり方の検討が必要です。 

○快適な憩いの場を提供するため、公園施設の長寿命化や利用者ニーズへの対応、市民との

協働による公園の維持・管理体制の確保が必要です。 

○安全・安心な水道水を安定供給するため、老朽化施設の更新や耐震化が必要です。また、

衛生的な生活環境の創設のため、公共下水道の整備や合併処理浄化槽の普及促進が必要

です。 

 

（５）経済（Economic）【産業分野】            

【現状】 

本市では、特産品の梨やいちごをはじめ、米や野菜及び花き等を生産する都市近郊農業*3

が行われています。また、市内外に対する農産物の PR、学校給食における地場産野菜の使

用推進、市内生産者の６次産業*4化、環境に配慮した農業の推進も図られています。 

商業分野では、久喜駅、栗橋駅及び鷲宮駅等を中心とした既存商業地区での商店街の運営、

幹線道路沿いでの大規模商業施設の出店が進められています。 

工業分野では、久喜菖蒲工業団地、清久工業団地、清久工業団地周辺地区、鷲宮産業団地、

菖蒲北部地区、菖蒲南部産業団地等の産業拠点に加え、新たに、高柳地区における産業基盤

整備が進められています。 

                                                      

1 デマンド交通：利用登録をした人が、電話等の予約により、自宅等から目的地、目的地から自宅等まで、乗り合いに

より移動する運行形態の輸送サービスのこと。 
2 補助タク：公共交通の補完・充実を図り、75歳以上の高齢者や障がい者等交通弱者の移動手段の確保と日常生活の利

便性の向上のため、地方自治体が運行する登録型のタクシーサービス。 
3 都市近郊農業：大消費地に近い農業地域、都市の生産緑地、市民農園等において営まれる農業のことで、都市型農業

は住民に新鮮で安全な農産物を供給している。 
4 ６次産業：農業や水産業等の第１次産業が第２次産業としての食品加工、第３次産業としての流通販売にも業務展開

し、新たな付加価値を生み出す取組みのこと。 
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市内の雇用や労働環境については、久喜市ふるさとハローワークを設置し、就職相談や情

報提供等、求職者への支援が行われています。 

【主要課題】 

○本市の地勢を生かし、消費者ニーズに対応するため、農業の担い手育成やブランド化の推

進とともに、商業や観光等の他産業との連携による農業の振興を図る必要があります。 

○賑わいと活力のある商店街とするため、空き店舗の活用やインキュベーション施設*1の整

備等、起業・創業がしやすい環境づくりが必要です。 

○地域の労働力を確保するため、女性や高齢者の就業支援、企業と求職者のニーズのマッチ

ングに加え、多様で柔軟な働き方の一層の推進が求められます。 

○産業基盤の整備と企業誘致による新たな雇用の創出が必要です。 

○人生 100年時代における学び直しの場として、リカレント教育*2の充実が必要です。 

 

（６）環境（Environmental）【環境保全分野】       

【現状】 

 本市は、河川や用排水路、池沼、湿地等の水辺、農地、屋敷林、河畔砂丘等の緑豊かな景

観を有しています。 

 こうした自然環境を保全し、次世代に継承するため、本市では、市民や事業者の理解と協

力のもと、水質汚濁や大気汚染等の公害への対応や良好な景観づくり、環境負荷を低減する

循環型社会の形成を進めています。また、公共施設での太陽光発電の推進や、市内循環バス

や学校給食センターの配送トラックへ電気自動車を導入するとともに、令和３(2021)年４

月には、令和 32(2050)年までに温室効果ガスの排出量実質ゼロを目指す「ゼロカーボンシ

ティ」を宣言し、市全体で地球温暖化防止の取組みを推進しています。 

【主要課題】 

○環境に対する消費者の価値観や企業の行動規範の変容を捉え、豊かな緑や美しい生活環

境を実感できるよう、市民等の協力のもと、緑化やまちの美化、水質保全、公害対策等の

推進が必要です。 

○美しいまちを次世代に残すため、ごみの適正処理のほか、ごみの減量やリサイクルの推進

が必要です。 

○脱炭素社会を目指す世界的な動きに対応し、地球温暖化に歯止めをかけ、持続的な発展を

図るため、市民・事業者・団体・行政が一体となって、ゼロカーボンシティの実現に向け

た取組みを進める必要があります。 

  

                                                      

1 インキュベーション施設：創業初期段階の起業者を支援するため、通常よりも安価な賃料の事務所の提供や、事業の

立ち上げに関するアドバイスを提供する施設のこと。 
2 リカレント教育：学校教育からいったん離れたあとも、それぞれのタイミングで学び直し、仕事で求められる能力を

磨き続けていくために社会人が行う学びのこと。 
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（７）協働（Partnership）【協働分野】           

【現状】 

 本市では、久喜市自治基本条例のもと、協働のまちづくりを推進しています。市内では、

町内会や自治会、様々なテーマの市民団体やボランティア等に加え、各地で地区コミュニ

ティ協議会が設立され、豊かで住みよい地域社会づくりを目指した活動が展開されていま

す。 

 また、市内の県立高等学校や本市と包括連携協定を結んでいる高等教育機関や事業者等

と連携し、地域の活性化に向けた、多彩な活動を展開しています。 

さらに、シティプロモーション*1を推進し、久喜の魅力を戦略的に内外へ情報発信するこ

とで、市のイメージ向上や交流人口・定住人口の増加、企業誘致等を図っています。 

【主要課題】 

○地域コミュニティやテーマ型コミュニティ等の活動等、市全体のまちづくりに、より多く

の市民が主体的に参加できるよう、裾野の拡大を図るとともに、まちづくり情報を積極的

に発信することが必要です。 

○少子高齢化により、地域コミュニティの担い手が少なくなる中、市外との交流等を通じて、

地域を活性化することも必要です。 

○SDGs の達成のためには、市民や行政のみならず、市内事業者や高等教育機関等のあらゆ

る主体との連携や相互協力が不可欠です。 

○人口減少社会にあって、コミュニティを維持するためには、地域の魅力を高め、効果的に

発信して、市外からの来訪者や人口流入を増やすとともに、市民の本市に対する誇りや愛

着心を高め、住み続けたいと思えるまちづくりを進めることが必要です。 

 

（８）協働（Partnership）【行政運営・行政改革分野】      

【現状】 

 本市では、少子高齢化に伴い人口が減少し、税収の大幅な増が見込めない中、限られた資

源を有効に活用するため、組織機構を見直し、効率的・効果的な行政運営を進めています。 

 デジタル社会の進展に対応するため、国の自治体 DX推進計画に基づき、行政手続きのオ

ンライン化による行政サービスの向上や Wi-Fi 等の情報インフラ整備、マイナンバーや AI

を活用した業務の効率化を図っています。 

また、市民サービスの向上のため、総合窓口*2化やコンビニ交付サービス等を推進してい

ます。さらに、健全な財政基盤の確保や公共施設アセットマネジメント*3を推進し、持続可

                                                      

1 シティプロモーション：地方自治体が地域の特色や魅力等を様々なツールで広く発信することによって、知名度や好

感度を上げ、定住・交流人口の増加や企業誘致等につなげていくこと。 
2 総合窓口：住民異動等の手続きについて、関連する全ての手続きを一度に完了できるように整備された窓口のこと。 
3 公共施設アセットマネジメント：老朽化した施設の統廃合や余剰施設の複合的な活用等を行い、一定の行政サービス

を維持しつつ、長期的な財政支出の削減を図る取組みのこと。 
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能な行財政運営の実現を目指すとともに、近隣市町と連携したイベントの実施や公共施設

の相互利用を進めています。 

【主要課題】 

○社会情勢の変化に伴う市民ニーズや行政課題に対応し、将来にわたり発展していくため、

柔軟な組織機構、職員の政策形成能力の向上、簡素で効果的な行政評価システムの構築等、

行政改革の推進が必要です。 

○行政のデジタル化により、市民の利便性向上を図るとともに、業務の効率化が求められて

います。そのためには、情報格差の解消や情報セキュリティ対策の徹底が必要です。 

○人口の減少により税収の大幅な増が見込めない中、健全な財政基盤を確保するため、事業

のスクラップ・アンド・ビルド*1、予算の選択と集中、公共施設の配置の適正化や長寿命

化等による公共施設アセットマネジメントが必要です。 

                                                      

1 スクラップ・アンド・ビルド：事業の新設を行う場合において、歳出予算の肥大化を防ぐため既存の事業の廃止・見

直しをすること。 
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第１章 将来像 

 

１ 基本理念 

 

本計画では、SDGsの理念をもとに、まちづくりの基本的な考え方を設定します。 

 

＜SDGsの視点＞社会・経済・環境の三側面のバランスを重視する 

SDGsの理念である「社会・経済・環境の三側面を包括的に捉える」視点に基づき、「協働」

の観点も踏まえ、行政分野に捉われず、地域の課題を統合的に解決し、持続可能なまちづく

りを推進します。 

 

（１）みんなが輝くまちをつくる【社会】 

まちづくりの主役は、一人ひとりの市民です。生涯を通じて自分らしさを最大限発揮して、

すべての市民がお互いを尊重し、みんなで支え合う、安心できるあたたかいコミュニティを

つくっていきます。 

 

（２）みんなが豊かなまちをつくる【経済】 

地域資源と地理的特性を生かした、活力ある産業を育てます。また、働きやすく利便性の

高い環境の中で、賑わいと交流を広げることで、心も豊かになるまちを目指します。 

 

（３）みんなが自然と共生するまちをつくる【環境】 

人々が輝き、豊かな生活を送るためには、それらを支える自然環境が守られている必要が

あります。本市固有の豊かな自然を守り、育て、共生しながら、未来の世代へつなげていき

ます。 

 

（４）みんなが協働してまちをつくる【協働】 

SDGsの達成のためには、国や行政だけで

なく、一人ひとりの参加と行動が不可欠で

あるため、SDGsの理念のうち「協働」を重

視し、市民・事業者・行政等のあらゆる主

体の協働により、新しい時代に対応する豊

かな地域社会の実現を目指します。 

 

 

 

  

みんなが
協働してま

ちをつくる

みんなが
輝くまちを
つくる

みんなが
自然と共生
するまちを
つくる

みんなが
豊かなまち
をつくる

社会 

経済 協働 環境 
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２ 将来像 

 

 本計画の基本理念に基づき、目指すまちの将来像を設定します。 

 

 

 

 

 

 

 

「人が笑顔」は、子どもから高齢者まで、誰もが個性を発揮し、明るく幸せで笑顔あふ

れる様子を表しています。 

「街が元気」は、農商工業が盛んで、働く場があり、人々の賑わいや企業の活気ある様

子を表しています。 

「自然が豊か」は、緑や水と共生し、身近に自然を感じながら快適に暮らす様子を表し

ています。 

「久しく喜び合う住みやすいまち」は、こうした人・街・自然の魅力によって、み

んなが末永く喜びを分かち合える住みやすいまちを築いていくことを表しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

＜将来像＞ 

人が笑顔 

 

 

街が元気 

 

 自然が豊か 

久しく喜び合う 

住みやすいまち 
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３ 将来人口 

 

本市の人口は、国勢調査によると平成 17(2005)年をピークに、緩やかな減少が続いてい

ます。今後もこの傾向が続き、同時に、更なる少子高齢化が進むと予測されています。 

将来像『 人が笑顔 街が元気 自然が豊か 久しく喜び合う住みやすいまち 久喜 』

の実現のためには、地域経済の活性化、移住・定住の促進、結婚・妊娠・出産・子育て支援・

教育等を推進して、持続可能で魅力のある久喜市を創っていく必要があります。 

このため、本基本構想では、移住・定住の促進や、子育て支援の充実等を通じて一定規模

の人口を維持することを目指し、令和 14(2032)年の目標人口を 141,000人とします。 

 

図表 計画期間における人口の推移（見通し） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

※各年 10月１日時点 
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ベース推計（現状のまま推移した場合） 将来人口推計（出生率向上と転出抑制・転入促進が実現された場合）

基本構想の計画期間（令和5（2023）～令和14（2032）年）

政策効果
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 ≪目標人口設定の考え方≫  

 少子高齢化の進行により、現在、本市の人口も緩やかな減少傾向にあります。これまでの

本市の人口の推移を見ると、令和２(2020)年 10月１日の国勢調査人口は 150,582人であり、

改訂前の久喜市人口ビジョンで推計した同時点の人口の 149,728 人を上回っています。ま

た、令和４(2022)年１月１日時点の住民基本台帳人口は 151,669人であり、前計画において

目標人口として設定した令和４(2022)年の 150,900人を上回る見込みです。この結果は、本

市においてこれまで取り組んできた子育て支援の充実や教育環境の充実、優良企業の誘致、

地域での雇用の確保等により、一定の定住促進が図られたことによるものと捉えています。 

 一方で、本市では、社会動態（転入・転出）において増加の状況にはあるものの、５か年

年の合計特殊出生率の平均値が直近のデータで 1.13と低水準であり、自然動態（出生・死

亡）において減少の状況にあります。 

 そのようなことから、本市では、今後の取組みの方向性として一定規模の人口を維持し、

持続可能な地域社会をつくるために、これまでの本市の状況を踏まえ、合計特殊出生率を堅

実に上昇させていくとともに、転入を促進し転出を抑制していくことで、人口を維持してい

くことが必要です。 

 今後、子どもを安心して産み育てられ、教育しやすい環境の充実や、若い世代向けの優良

な住環境の整備、優良企業の誘致による地域での安定した働き場所の確保、本市が「住みや

すいまち」であることを市外に情報発信するなど、合計特殊出生率を改善させ、移住・定住

施策を更に推進していくことを踏まえ、本計画の目標人口を設定しています。 

 

図表 将来人口の推移（見通し） 

 令和２年 

(2020年) 

令和 12年 

(2030年) 

令和 22年 

(2040年) 

令和 32年 

(2050年) 

令和 42年 

(2060年) 

令和 52年 

(2070年) 

実績値 推計値 

ベース推計(A) 150,582人 141,334人 126,798人 111,230人 95,116人 78,590人 

将来人口推計(B) 150,582人 142,920人 131,895人 121,239人 110,768人 100,711人 

差＜(B)-(A)＞ 0人 1,586人 5,097人 10,009人 15,652人 22,121人 

※ ベース推計 ：現状のまま推移した場合 将来人口推計：出生率向上と転出抑制・転入促進が実現された場合 

＜参考＞本市の合計特殊出生率の推移 

 平成 28年 

(2016年) 

平成 29年 

(2017年) 

平成 30年 

(2018年) 

令和元年 

(2019年) 

令和２年 

(2020年) 

５か年 

平均 

合計特殊出生率 1.11 1.17 1.09 1.06 1.24 1.13 

出典：埼玉県「埼玉県の合計特殊出生率」   

＜参考＞本市の自然動態（出生・死亡）及び社会動態（転入・転出）の推移 

 平成 28年度 

(2016年度) 

平成 29年度 

(2017年度) 

平成 30年度 

(2018年度) 

令和元年度 

(2019年度) 

令和２年度 

(2020年度) 

５か年 

累計 

自然動態 △509 人 △575 人 △614 人 △675 人 △783人 △3,156人 

社会動態 301人 273人 307人 131人 40人 1,052人 

出典：久喜市「統計くき」 
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４ 将来都市構造 

 

６つの「都市核」と「住居系ゾーン」「産業系ゾーン」「農業系ゾーン」を位置付け、地域

特性を十分に踏まえるとともに、その特性を生かした均衡ある発展を目指します。 

また、高速道路及び市内の基幹的な道路網並びに鉄道を「広域交流軸」と位置付け、利便

性の高い良好な都市環境の創出を図っていきます。 

 

【都市核】 

 鉄道駅をはじめとした公共交通の拠点地域を、「都市核」と位置付けます。この「都市核」

では、商業・オフィス機能、生活関連サービス機能、行政機能等が集積した便利で賑わいの

ある拠点として、地域特性を生かした市街地の形成を図ります。 

 

【住居系ゾーン】 

 良好な住居地の形成を図るべき地域を、「住居系ゾーン」と位置付けます。この「住居系

ゾーン」では、道路等の都市基盤を計画的に整備するとともに、地域の資源や景観に配慮し、

災害にも強い、便利で快適な住宅系市街地の形成を図ります。 

 

【産業系ゾーン】 

 産業が集積する地域を、「産業系ゾーン」と位置付けます。この「産業系ゾーン」では、

企業誘致等を進め、周辺環境と調和した産業活力の基盤となる地域を形成します。また、交

通利便性の高い産業立地に有利な地域等において、新たな産業系市街地の形成を図ります。 

 

【農業系ゾーン】 

 緑豊かな田園風景は、本市の大きな特徴です。保全すべき優良な農地や、河川等の水辺、

樹林地等が広がる地域を、「農業系ゾーン」と位置付けます。この「農業系ゾーン」では、

農業生産基盤や農村集落の整備を図るとともに、農地や水辺等の保全を図ります。 

 

【広域交流軸】 

東北道や圏央道といった高速道路及び市内の基幹的な道路網並びに鉄道を、「広域交流軸」

と位置付けます。この「広域交流軸」では、広域的な道路交通・鉄道交通の利便性の向上を

図るとともに、広域的な交通結節点としての優位性を踏まえた土地利用等を進めます。 
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図表 将来都市構造の概念図 
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５ 基本目標 

 

 本市の将来像の実現に向けて、本計画では、次の８つの基本目標を掲げます。 

 なお、本計画の基本目標の設定にあたっては、SDGsの理念である「社会・経済・環境・協

働」を前提として、SDGsの 17のゴール(目標)の達成のため、地方自治体(市町村)レベルの

範囲で、８つの分野に分けて整理しています。 

 

１ みんなが認め支え合い夢や希望が実現でき人材きらめくまちをつくる 

                  

すべての人が尊重され、多様性を認め合う社会を実現し、国際社会に対応した地域社会を

目指します。また、本市の将来を担う子どもたちが能力と個性を発揮できる教育環境を整え

るとともに、生涯にわたり学び続けられる環境づくり、地域の歴史や文化に根差した学びの

しやすいまちづくりを進めます。 

 

２ いつまでも健やかに生き生きと幸せに暮らせるまちをつくる 

                  

市民がスポーツ等を通じて健康を維持・増進するとともに、子どもがのびのびと育ち、子

どもを産み育てやすい環境を整えます。また、高齢者や障がい者を含め、誰もが安心して暮

らせるまちとし、地域共生社会の実現を目指します。 

 

３ いつまでも安全・安心な暮らしの環境が整っているまちをつくる 

              

地震や台風等の自然災害に強いまちづくりを進めるとともに、市民と行政が協力して、地

域の防災・防犯対策、交通安全対策に取り組むことにより、市民が安全で安心に暮らせるま

ちを目指します。 

 

４ 豊かな自然と調和し便利で快適な住み心地よいまちをつくる 

                

埼玉県東北部の中心都市として、計画的なまちづくり、市内の道路網の整備、都市基盤施

設の整備等を通じて、本市の特性を生かした、快適で住みやすいまちづくりを進めます。ま

た、公共交通の利便性の向上を図り、誰一人取り残さないやさしさにあふれるユニバーサル

デザイン*1のまちづくりに取り組みます。 

  

                                                      

1 ユニバーサルデザイン：年齢、性別、能力の違いなどに関わらず、全ての人が暮らしやすい街や、利用しやすい施

設、製品、サービス等を作っていこうとする考え方。 

社会 

社会 

社会 

社会 
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５ 産業が元気で魅力と活力にあふれ働きがいのあるまちをつくる 

          

 地域資源を生かした農業の振興と、まちの活気や賑わいの創出のための中小企業支援に

加え、本市の優れた交通条件を生かした産業集積を進めて雇用を創出し、働きやすい環境づ

くり、働きがいを感じられるまちづくりを進めます。 

 

６ 水や緑と共生しやすらぎが生まれ地球環境にやさしいまちをつくる 

             

水や緑、花等の豊かな自然環境や田園風景の保全と創造を図り、市民一人ひとりが自然に

親しみ、守り、育てるまちづくりを進めます。また、水質汚濁や大気汚染、不法投棄等の公

害の防止によって地域の生活環境を維持するとともに、ごみの排出削減等の循環型社会の

構築、市全体での地球温暖化防止を目指します。 

 

７ 市民一人ひとりが主役！絆を大切にし協働・共創のまちをつくる 

         

市民の主体的なコミュニティ活動を支援し、市民参加の裾野を広げることにより、市民主

役のまちづくりを進めます。また、まちの魅力を積極的に発信し、移住・定住を促進すると

ともに、市内外の交流や産官学の連携を活発化し、市民と行政の協働により、未来のまちを

共に創り上げていきます。 

 

８ 持続可能でスマートな行政を運営し市民生活を支えるまちをつくる 

                  

 限られた資源を有効に活用し、効率的で効果的な行財政運営を図り、公共施設アセットマ

ネジメントや DXによる行政のデジタル化を進めます。また、自治体間の連携や健全な財政

基盤の確保等により、持続可能で安定した行財政運営の実現を目指します。 

 

  

経済 

環境 

協働 

協働 
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第２章 総合振興計画の実現に向けて 

 

１ 施策の体系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７ 市民一人ひとりが主役！絆を大切にし協働・ 

共創のまちをつくる 

３ いつまでも安全・安心な暮らしの環境が整っている 
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１ みんなが認め支え合い夢や希望が実現でき 

人材きらめくまちをつくる 

２ いつまでも健やかに生き生きと幸せに暮らせる 

まちをつくる 

４ 豊かな自然と調和し便利で快適な住み心地よいまち 

をつくる 

６ 水や緑と共生しやすらぎが生まれ地球環境に 

やさしいまちをつくる 

８ 持続可能でスマートな行政を運営し市民生活を 

支えるまちをつくる 

《基本目標》 《将来像》 

５ 産業が元気で魅力と活力にあふれ働きがいのある 

まちをつくる 

社会 

経済 

環境 

協働 
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1-1．互いを認め合い一人ひとりの人権を尊重

する 

1-2. すべての人々が暮らしやすい共生社会を

つくる 

1-3．心豊かな人材を育む学校教育を充実し夢

と希望の実現を支える 

1-4．地域に根差した生涯にわたる学びを進め

郷土の歴史文化を大切にする 

2-1．市民の健康を守り充実した地域医療体制

を推進する 

2-2．スポーツを通じて健康で幸せに暮らせる

環境をつくる 

2-3．地域のみんなで支え合い社会保障制度で

暮らしを支える 

2-4．子どもがのびのびと育つ安心の子育て環

境をつくる 

2-5．シニアが元気に生き生きと輝ける社会を

つくる 

2-6．障がいのある人が安心して暮らせる社会

をつくる 

4-1．良好な景観を守り質の高い都市機能・住環

境を整備する 

4-2．安全で快適な道路の整備と公共交通の利便

性を高める 

4-3．憩いとやすらぎの空間を充実する 

4-4．安全・安心な水道水の供給と衛生的な生活

環境をつくる 

6-1．生物多様性の保全と快適な自然環境の創造

により自然との共生社会をつくる 

6-2．廃棄物の適正処理と効果的な資源循環を推

進する 

6-3．地球環境問題に対応したゼロカーボンシ

ティを目指す 

《施策》 

3-1．災害への備えと対応を強化し安心して暮ら

せる環境をつくる 

3-2．地域の防犯体制を充実し安心して暮らせる

まちを目指す 

3-3．みんなが交通ルールやマナーを守り交通事

故のないまちを目指す 

8-1．時代に順応した行政改革を推進する 

8-2．DXによる行政のデジタル化を推進し市民の

利便性を高める 

8-3．持続可能で健全な財政運営と透明性の高い

行政運営を確立する 

5-1．自然の恵みを生かし豊かで持続可能な農業

を守り育てる 

5-2．まちの賑わいを支える商工業を振興し経済

の活性化を図る 

5-3．誰もが働きがいを感じられる雇用と働きや

すい環境をつくる 

7-1．地域コミュニティと協働のまちづくりを

推進し絆を深める 

7-2．地域間や国外との幅広い交流を促し出会

いを大切にする 

7-3．多種多様なステークホルダーと連携する 

7-4. 広く久喜を PRして賑わいを創出しまちの

魅力を高める 
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２ 施策の目標（取組方針） 

 

 ８つの基本目標に位置付けた施策ごとに、まちづくりの目標（取組方針）を示します。 

 

（１）みんなが認め支え合い夢や希望が実現でき人材きらめくまちをつくる       

     

1-1．互いを認め合い一人ひとりの人権を尊重する 

 すべての人が尊重され、差別や偏見のない明るい地域社会を実現するため、同和問題（部

落差別）をはじめとした様々な人権問題に対応し、人権教育や啓発活動を進めます。 

 

1-2. すべての人々が暮らしやすい共生社会をつくる 

 性別に関わらず、誰もが個性と能力を発揮できるよう、家庭や学校、社会における意識改

革、政策・方針決定の場における男女共同参画等を推進します。また、多文化共生社会を実

現するため、相互理解を深め、外国籍市民が暮らしやすい環境を整えます。 

 

1-3．心豊かな人材を育む学校教育を充実し夢と希望の実現を支える 

 本市の子どもたちが自らの力で夢や希望を実現できるよう、幼児期も含め、一人ひとりに

個別に最適化された学びと協働的な学びの充実を図るとともに、学校・家庭・地域が一体と

なり、子どもたちの成長と学びを支援します。 

また、安全で快適な教育環境の整備、学校の適正規模・適正配置を進めるとともに、おい

しい学校給食を提供します。 

 

1-4．地域に根差した生涯にわたる学びを進め郷土の歴史文化を大切にする 

 市民が生涯にわたり生きがいを持って暮らせるよう、地域で学ぶ機会や、学びの成果を地

域社会で発揮する環境を整えます。 

また、本市の貴重な文化財等を保存・活用し、郷土への愛着を深め、次世代に継承します。 

 

 

（２）いつまでも健やかに生き生きと幸せに暮らせるまちをつくる          

     

2-1．市民の健康を守り充実した地域医療体制を推進する 

 市民の心身の健康づくりを支援するため、ライフステージごとの課題に応じた健康づく

りや食育を推進し、意識啓発と市民の主体的な行動を促します。 

また、地域で市民が安心して医療を受けられるよう、各種保険事業の適切な運営や市内の

医療提供体制の確保、広域での医療連携を進めます。 
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2-2．スポーツを通じて健康で幸せに暮らせる環境をつくる 

 市民の健康の維持増進や心身のリフレッシュのため、スポーツやレクリエーションの機

会を充実し、市民の主体的な参加を促します。 

 

2-3．地域のみんなで支え合い社会保障制度で暮らしを支える 

 市民が相互に支え合い、地域で孤立することなく安心して暮らせるよう、包括的な支援体

制を整えます。 

また、地域のセーフティネットとして、経済的に困っている方等への相談体制の強化や生

活保護の適切な運用に努めます。 

 

2-4．子どもがのびのびと育つ安心の子育て環境をつくる 

 子どもを産み育てやすく、子どもが健やかに育つまちを実現するため、多様な子育てサー

ビスの提供、各種相談体制の充実のほか、地域全体で子どもを見守り、子育て家庭を支える

環境づくりを進めます。 

 

2-5．シニアが元気に生き生きと輝ける社会をつくる 

 高齢者(シニア)が住み慣れた地域で安心して生活できるよう、地域包括ケアシステムを

推進し、住まいや医療、介護等の生活を一体的に支えます。 

また、高齢者がいつまでも生きがいを持って生活できるよう、経験や知識を活用し、地域

社会で活躍できる機会を提供します。 

 

2-6．障がいのある人が安心して暮らせる社会をつくる 

 障がいの有無に関わらず、誰もが平等に自分らしく生活できるよう、差別や偏見をなくし、

個々のニーズに対応した福祉サービスを提供するとともに、地域参画や就業を支援します。 

 

 

（３）いつまでも安全・安心な暮らしの環境が整っているまちをつくる        

    

3-1．災害への備えと対応を強化し安心して暮らせる環境をつくる 

 地震や台風等の自然災害に強いまちとするため、市民の防災意識を高めるとともに、地域

における共助を推進します。本市においては、防災設備や備蓄の充実、雨水排水機能や防災

体制の強化、事業者等との応援体制の充実を図ります。また、埼玉東部消防組合や利根川栗

橋流域水防事務組合との連携により、消防・水防・救急体制の充実を図ります。 

 

3-2．地域の防犯体制を充実し安心して暮らせるまちを目指す 

 安心して暮らせるまちを目指し、警察や防犯協会等の関係機関・団体と連携し、地域の防

犯体制や市民による見守り体制を強化します。また、多様な消費生活のトラブルに対応でき

るよう、相談体制の充実、自立した消費者の育成を図ります。 
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3-3．みんなが交通ルールやマナーを守り交通事故のないまちを目指す 

 交通死亡事故のないまちを実現するため、市民の交通安全意識を高めるとともに、歩行者

や自転車が安心して通行できる道路・交通環境を整備します。 

 

 

（４）豊かな自然と調和し便利で快適な住み心地よいまちをつくる          

     

4-1．良好な景観を守り質の高い都市機能・住環境を整備する 

 美しい田園風景等の本市の特色ある景観や良好な街並みを保全するとともに、長期的な

視点に立ち計画的な土地利用を推進します。 

また、駅周辺地域の整備による交通混雑の解消や、空家等の適正管理と活用による良好な

住環境の整備を図ります。 

 

4-2．安全で快適な道路の整備と公共交通の利便性を高める 

 市内の安全で円滑な移動を実現するため、幹線道路や生活道路の整備、市内に多数ある橋

梁の長寿命化を推進するとともに、歩行者や自転車の安全を確保します。久喜駅東側におけ

る圏央道のスマートインターチェンジ設置については、国や関係機関との協議を進めます。 

 また、高齢者等の交通弱者の増加に対応するため、市内循環バスやデマンド交通(くきま

る)、くきふれあいタクシー(補助タク)の利用促進、利用者ニーズを踏まえた必要な見直し

を図ります。 

 

4-3．憩いとやすらぎの空間を充実する 

 市民が気軽に自然と触れ合えるよう、身近な公園施設の整備及び維持管理を行うととも

に、水辺環境の保全や市民参加による緑化の推進を図ります。 

 

4-4．安全・安心な水道水の供給と衛生的な生活環境をつくる 

 水道水を安定的に供給するため、計画的に水道施設の更新・耐震化を行うとともに、効率

的な事業運営を図ります。また、衛生的で快適なまちづくりのため、公共下水道の計画的な

整備、農業集落排水処理施設の維持管理に努めるとともに、合併処理浄化槽の普及と適正な

管理を促します。 

 

（５）産業が元気で魅力と活力にあふれ働きがいのあるまちをつくる         

     

5-1．自然の恵みを生かし豊かで持続可能な農業を守り育てる 

 地域の特色を生かした農業を守り育てるため、優良農地の保全や農業生産基盤の強化、担

い手の確保・育成を図ります。 
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また、消費者ニーズへの対応や、農業への関心を高めるため、安全・安心で付加価値の高

い農業の推進として、農産物のブランド化、観光との連携、地産地消の推進を図ります。 

 

5-2．まちの賑わいを支える商工業を振興し経済の活性化を図る 

 まちの賑わいと活力を維持・創出するため、起業や創業しやすい環境づくりにより、中心

市街地の活性化を図るとともに、新たなコミュニティの場となる商店街づくりを進めます。 

また、地域経済を支える中小企業の経営基盤を強化するとともに、本市の交通利便性を生

かして新たな産業基盤を整備し、企業誘致を推進します。 

 

5-3．誰もが働きがいを感じられる雇用と働きやすい環境をつくる 

 市民が地域で希望する働き方を実現できるよう、雇用機会の確保、多様で柔軟な働き方の

推進を図り、特に若者や女性、障がい者、高齢者の就業を支援します。 

 

 

（６）水や緑と共生しやすらぎが生まれ地球環境にやさしいまちをつくる       

      

6-1．生物多様性の保全と快適な自然環境の創造により自然との共生社会をつくる 

 本市の豊かな水辺や緑を守るため、自然の保全と創造を図り、市民が自然環境の大切さを

実感し、環境意識を高める機会づくりを進めます。 

また、自然と共生する快適な生活環境をつくるため、市民や事業者等と協力し、環境美化

や公害防止対策を推進します。 

 

6-2．廃棄物の適正処理と効果的な資源循環を推進する 

 ごみの適正処理を引き続き進めるほか、循環型社会の実現に向け、市民や事業者等と協力

し、ごみの減量化と効果的な資源化を推進するとともに、廃棄物の発生抑制に向けた啓発を

進めます。 

 

6-3．地球環境問題に対応したゼロカーボンシティを目指す 

 ゼロカーボンシティを実現するため、市民・事業者・団体・行政が一体となって、再生可

能エネルギーや省エネルギー等の普及に取り組みます。 

 

 

（７）市民一人ひとりが主役！絆を大切にし協働・共創のまちをつくる        

    

7-1．地域コミュニティと協働のまちづくりを推進し絆を深める 

 地域の課題を市民主体で解決し、豊かで住みよい地域を実現するため、町内会や自治会、

地区コミュニティ協議会、NPOやボランティア団体等の市民によるまちづくり活動を支援し
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ます。 

また、市民・事業者・関係団体・行政が共に本市の未来を創り上げる協働・共創のまちづ

くりを推進するため、様々な事業や計画策定過程等への市民参加を進めます。 

 

7-2．地域間や国外との幅広い交流を促し出会いを大切にする 

 本市外の視点を取り入れ、国際社会に対応できる地域とするため、学校教育や生涯学習の

機会において、友好都市や姉妹都市をはじめ国内外の他地域との相互交流を推進します。 

 

7-3．多種多様なステークホルダーと連携する 

 複雑化かつ多様化するまちづくりの課題に対応するため、事業者や高等教育機関等のあ

らゆる主体と連携・協力して取り組みます。 

 また、PPP/PFI
*1の手法等を活用した官民連携によるまちづくりを推進します。 

 

7-4. 広く久喜を PRして賑わいを創出しまちの魅力を高める 

 市外から人を呼び、まちの賑わいを創出するとともに、市民が住み続けたいと思えるまち

を実現するため、各種イベントや祭り、本市が舞台のアニメ等の観光資源を生かし、多様な

情報発信媒体を通じて、戦略的なシティプロモーションを展開します。 

 

 

（８）持続可能でスマートな行政を運営し市民生活を支えるまちをつくる       

     

8-1．時代に順応した行政改革を推進する 

 急速な社会情勢の変化に対応し、効率的で効果的な行政運営を行うため、行政のヒト・モ

ノ・カネ等の限られた資源を有効に活用し、課題の優先順位を見極めながら、市民満足度の

向上に資する取組みを推進します。 

また、多様な市民ニーズや広域的な課題に的確に対処するため、近隣自治体や関係機関等

との広域連携を進めます。 

さらに、次世代へ安全、安心かつ魅力的な公共施設を引き継ぐために、公共施設アセット

マネジメントを推進します。 

 

8-2．DXによる行政のデジタル化を推進し市民の利便性を高める 

 デジタル社会の進展に対応した行政のデジタル化を実現するため、自治体 DX を推進し、

行政サービスの向上や業務の効率化を図るとともに、情報格差の解消や情報セキュリティ

対策を強化します。 

 

                                                      

1 PPP/PFI：PPPは、Public Private Partnershipの略語。官民が連携して公共サービスの提供を行う仕組みのこと。

PFIは、Private Finance Initiativeの略語。公共施設等の建設、維持管理、運営等を民間の資金、経営能力及び技術

的能力を活用して行うことであり、PPPの代表的な手法である。 
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8-3．持続可能で健全な財政運営と透明性の高い行政運営を確立する 

 人口の減少により税収の大幅な増が見込めない中、健全な財政基盤を確保するため、自主

財源の確保、受益者負担の適正化を図るとともに、事業のスクラップ・アンド・ビルドを推

進し、行政経費の削減を図ります。 

 また、市民に開かれた信頼される行政運営を推進するため、情報の積極的な公開と個人情

報の保護に努めます。 
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第２次久喜市総合振興計画 基本計画 

（案） 
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基本計画の見方 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■５年後のまちの姿 

５年後の令和９（2027）年度に目指

す、望まれる久喜市の姿を示します。 

■現状と課題 

施策に関連する全国や県の現状と課題、 

本市の現状や施策の背景、課題を示しま

す。併せて、記載内容に関するデータの図

表や写真等を示します。 

■関連する SDGsの主なゴールとターゲット 

「５年後のまちの姿」の実現により達成さ

れる SDGsの主なゴールとターゲットを示し

ます。 

なお、ゴール 17 のターゲット 17 は、すべ

ての施策に共通するものと考え、ここには

示さず、「協働・共創のまちづくり指針」（次

頁右上）で位置付けます。 
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■施策の方向性 

施策ごとに取り組むべき施策の方向性（方針）

を示します。 

また、「協働・共創のまちづくり指針」には、

市民や団体、事業者等が協働して取り組むべ

きことを示します。 

 

■関連する分野別計画 

施策ごとに関連する分野別計画の名称

と期間を示します。 

本計画では、SDGs の理念に基づき、多様な

主体の協働（パートナーシップ）の視点を重

視します。「協働・共創のまちづくり指針」

は、SDGsのゴール 17の 

ターゲット 17（17.17）に 

該当するものです。 

■重要業績評価指標（KPI） 

施策の方向性や SDGsローカル指標を勘案し、

「５年後のまちの姿」が実現したかの成果を

指標で数値化して示します。 

また、総合戦略の指標としても活用します。 

(※現状値について、新型コロナウイルス感染

症の影響を受け、通常値と大きく乖離してい

る場合は、コロナ前の通常値も併記します。) 
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＜基本目標１＞ 

みんなが認め支え合い夢や希望が実現でき 

人材きらめくまちをつくる 
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関連図表や写真等 

１－１．互いを認め合い一人ひとりの人権を尊重する 

 ５年後のまちの姿 

地域社会が一体となって取り組むことで、市民一人ひとりの人権問題に対する正しい理

解と認識が深まり、互いの人権が尊重され、年齢や性別、国籍等による差別や偏見のない明

るい地域社会が実現しています。 

また、市民一人ひとりが平和の尊さを実感することができる豊かな地域社会が実現して

います。 

◇関連する SDGsの主なゴールとターゲット 

ゴール 

    

ターゲット 
4.7 

4.a 

5.1 

5.3 

10.2 

10.3 

16.1 

16.b 

 

 現状と課題 

 我が国では依然として、同和問題（部落差別）をはじめ年齢や性別、国籍等による様々な
差別や偏見が存在するほか、国際化や情報化等に伴うインターネットを悪用した人権や

プライバシーの侵害等、人権問題は複雑化・多様化しています。 

 市民に差別の現実と人権問題についての正しい理解と認識を周知するとともに、様々な
人権問題に迅速に対応するため、学校・事業者及び関係機関等との連携強化が必要です。

また、生活上の各種相談や各種事業を継続的に実施するとともに、道路整備等の生活環境

の改善が必要です。 

 人権教育を推進するため、学校や家庭、地域、事業者等と連携を図り、多くの市民の参加
のもとで、より効果的に人権意識を高めるための事業の展開が必要です。 

 久喜市「人間尊重・平和都市」宣言を踏まえ、市民の人権意識の高揚を図ることが必要で
す。 

 

  

 

 

 

関連図表や写真等 

人権教育（オンライン生徒会総会） 

※R2 年度は新型コロナウイルス感染拡大予防のため中止 

出典：人権推進課資料 

人権教室 
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 施策の方向性 

 

 

 

 

 

（１）人権を尊重する意識を高めます 

同和問題（部落差別）をはじめとした様々な人権問題に対する正しい理解と認識を深め、

人権意識の高揚、差別意識の解消を図るため、人権啓発事業の開催や、家庭・地域・事業者

に対する啓発等、互いの人権が尊重されるまちづくりを推進します。 

 

（２）様々な人権問題に迅速に対応します 

インターネットを悪用した人権侵害等の新たな社会問題を含めた人権問題に迅速に対応

するため、国や県及び人権擁護委員と連携したきめ細かな相談活動ができる体制の整備や、

人権相談、周知・啓発、人権擁護活動等の一層の充実を図ります。 

 

（３）福祉と教育の向上、環境整備を推進します 

 地域住民の交流の拠点である隣保館（しょうぶ会館）や教育集会所において、福祉の向上

や人権啓発等の各種事業を継続的に行います。このほか、道路整備等により対象地域と周辺

地域の一体性を保つよう道路整備等、生活環境の改善を推進します。 

 

（４）学校・家庭・地域等における人権教育を推進します 

 児童生徒の人権感覚を育む教育や教職員の資質・能力の向上を図るための研修の実施、

PTA等を対象とした人権教育研修会や事業者を対象とした人権教育講座の開催等、各種事業

を推進することにより、人権問題に対する正しい理解と認識を深め、差別意識の解消、人権

意識の高揚を図ります。また、教育集会所の集約化を図るとともに、教育集会所事業の内容

を充実させ、地域住民の人権意識の高揚、地域住民の相互交流を推進します。 

 

（５）平和都市宣言を推進します 

 「人間尊重・平和都市」宣言を踏まえた取組みを推進し、すべての人間が尊重された真の

平和の実現を目指します。 

 

重要業績評価指標（KPI） 
現状値

（R3(2021)） 

目標値

（R9(2027)） 

人権について、すべての人に関わる大切な問題であると思った人の割合  90.7％ 100.0％ 

 

 

 

協働・共創のまちづくり指針 

 すべての市民が、それぞれの個性を大切にし、明るい地域社会の実現に取り組みます。 

 関係機関や団体が連携し、地域の様々な人権問題に対応します。 

関連する分野別計画 

久喜市人権施策推進指針（令和５(2023)年度改訂） 

第３期久喜市教育振興基本計画（令和５(2023)年度～令和９(2027)年度） 

第２次久喜市生涯学習推進計画（令和５(2023)年度～令和９(2027)年度） 

17.17 
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１－２．すべての人々が暮らしやすい共生社会をつくる 

 ５年後のまちの姿 

学校・家庭・地域等の社会における意識改革、政策・方針決定の場における男女共同参画

が推進され、性別に関わらず、誰もが個性と能力が発揮できています。 

また、外国籍市民と市民との間で相互理解が深まり、国籍や文化の違いを超えた、多文化

共生社会が実現しています。 

◇関連する SDGsの主なゴールとターゲット 

ゴール 

     

ターゲット 
1.3 

1.b 

4.3 

4.5 

5.1 5.2 

5.4 5.5 

10.2 10.3 

10.7 

16.1 16.10 

16.b 

 

 現状と課題 

 「誰一人取り残さない社会」を実現するためには、ジェンダー*1平等をはじめ、多様性を

認め合うことが重要です。我が国のジェンダーギャップ指数をみると、諸外国と比べて政

治・経済分野における女性の参画が大きく遅れています。また、国際化が進展する中、外

国籍市民も含めすべての人が、その個性と能力を最大限に発揮できる社会づくりが求め

られています。 

 本市では、男女共同参画社会の実現に向けた取組みに加え、令和３(2021)年度に「久喜市

パートナーシップ宣誓制度」を導入するなど、性の多様性を尊重し、性的少数者の生きづ

らさの解消に繋げる取組みを進めています。 

 本市では、審議会への女性登用率や市議会の女性議員比率、市職員の女性管理職比率は、
県内でも高水準にあるものの、引き続き政策・方針決定過程への女性参画の推進が重要で

す。 

 本市の外国籍市民の割合は約２％(令和４年１月１日時点)で増加傾向にあり、各種手続

きにおける対応や生活・就労・教育等の様々な場面における多言語対応等が充実した、外

国籍市民が暮らしやすい多文化共生社会の実現が求められています。 

  

  

  

  

 

  

 

  

 

 

 

 

 

 

出典：人権推進課資料、久喜市議会議員名簿、女性活躍推進法に基づく女性の職業選択に資する情報の公表 

　 年

資料：久喜市「住民基本台帳人口」（各年１月１日現在）
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 施策の方向性 

 

 

 

 

 

（１）性別に関わらず誰もが活躍できる地域をつくります 

男女共同参画に関する様々な取組みを行うほか、性的少数者に対する理解促進を図りま

す。また、家庭や地域、教育の場や職場等の様々な場面において、性別に関わらず、誰もが

参画し、個性と能力を発揮できる体制を整えます。 

 

（２）男女共同参画社会を推進します 

 男女が互いに人権を尊重し、誰もが個性と能力を十分に発揮できる、自分らしく輝いて暮

らせる男女共同参画社会の実現に向けての意識づくりを推進します。また、DV 等の暴力の

根絶を目指します。 

 

（３）外国籍市民が暮らしやすい環境を整えます 

各種行政手続きに関する窓口での対応や生活情報の発信について、多言語対応の充実を

図ります。また、外国籍市民へ向けた日本語教室を開催し、学習機会の提供に加え、地域住

民との交流を促進して相互理解を図ります。 

さらに、姉妹都市であるアメリカ合衆国オレゴン州ローズバーク市との都市交流を推進

し、ホームステイ等の市民の相互交流事業を実施することで、グローバルな視点を持った人

材育成を推進します。 

 

重要業績評価指標（KPI） 
現状値

（R3(2021)） 

目標値

（R9(2027)） 

市の審議会等における女性委員の登用率 37.3％ 50.0％ 

日本語教室の参加者数 

494人 

※コロナ影響 

1,495人 

(R元年度) 

1,530人 

 

 

 

 

  

協働・共創のまちづくり指針 

 すべての市民が、自分らしく、自らの意志で自己実現できることを大切にします。 

 すべての市民が、様々な分野で活躍できるよう、意識啓発や環境整備を図ります。 

関連する分野別計画 

第３次久喜市男女共同参画行動計画（令和５(2023)年度～令和９(2027)年度） 

17.17 

1 ジェンダー：生まれついての性別ではなく、社会通念や慣習の中でつくりあげられた「男性像」「女性像」のこと。

社会的性別。 



第２部 基本計画 

60 

１－３．心豊かな人材を育む学校教育を充実し夢と希望の実現を支える 

 ５年後のまちの姿 

「久喜市版未来の教室*1」における一人ひとりに個別最適な学びと STEAM化された学びに

より、誰一人取り残されることのない教育が行われ、子どもたちが持続可能な社会の創り手

として、自らの力で未来を切り拓く力を身に付けることができています。 

また、安全・安心で快適な教育環境が整い、おいしい学校給食が提供されています。 

◇関連する SDGsの主なゴールとターゲット 

ゴール 

     

ターゲット 2.1 
3.4 

3.6 

4.1 4.2 

4.6 4.a 
10.2 

16.2 

16.b 

 

 現状と課題 

 我が国では、近年、子どもたちの意欲や関心、集中力、自制心、運動能力の低下等が指摘
されています。また、少子化や核家族化により、子どもたちにとって人間関係を築くこと

が難しくなってきています。そのため、深い思考や対話、体験等を通じて、道徳性や社会

性を養うことが必要です。 

 本市では、「第２期久喜市教育振興基本計画」に基づき、「未来をひらく 心豊かな久喜の

人づくり」を基本理念に、学校教育においては１人１台のタブレット端末の整備や SDGs

実現に向けた ESD教育*2の実践等に取り組んできました。 

 幼児が生活や遊び等の体験を通じて、学びを得て、健やかに成長するため、幼児期の発達
段階に応じた教育が必要です。また、未来の予測が困難な時代においては、子どもたちが

学習内容を人生や社会のあり方と結び付けて深く理解し、多様な他者と協働し、創造的に

問題を解決していくための資質・能力を身に付けることが必要です。 

 子どもたちを取り巻く環境が変化する中、教育活動の展開や児童生徒の安全確保等にお
いて、学校・家庭・地域が一体となって取り組むことが一層求められます。 

 少子化に伴う児童生徒数の減少を踏まえ、小・中学校の小規模化への対応や、昭和 40～

50年代に建設され老朽化した校舎等の適切な維持管理や施設の改修が必要です。 

 食物アレルギーのある児童生徒が増加する中、より安全で安心な学校給食の提供が必要
です。 

 

  

 

 

 

関連図表や写真等 

 

 

 

関連図表や写真等 

ESD 教育の例（災害図上訓練の様子） 出典：学校基本調査 統計表 
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 施策の方向性 

 

 

 

 

 

（１）質の高い幼児教育を行います 

家庭と連携し、基本的な生活習慣の習得とともに、自ら考えて遊び、生活する力の育成を

支援します。また、特別な支援を要する幼児の特性に対応するなど、質の高い幼児教育を行

います。 

さらに、子どもたちが安心して小学校の生活に移行できるよう、幼児と小学生の交流や教

員間の連携を強化します。 

 

（２）子どもたちに未来を切り拓く力を育みます 

現実の教室とオンライン上の仮想空間が高度に融合した学びの場である「久喜市版未来

の教室」において、一人ひとりに個別最適な学びと STEAM化された学びの充実を図ります。

また、学びの連続性を確保するため、幼稚園・保育所・認定こども園から中学校卒業までの

12年間を一体として捉えた教育を推進します。 

さらに、社会の創り手としての意識を育む ESD教育や主権者教育に取り組みます。 

 

（３）豊かな感性と他者を尊重する心を養います 

学校の教育活動全体を通じて道徳教育や人権教育の充実を図るとともに、読書環境や体

験活動、キャリア教育*3 の充実を図り、「久喜の子ども、５つの誓い*4」を推進します。ま

た、いじめや不登校、非行・問題行動等の未然防止、早期発見・早期対応のため、教職員や

各種相談員等を中心に学校全体で取り組むとともに、学習や家庭教育・子育て相談等を必要

とする児童生徒とその保護者に対する相談体制を充実します。 

さらに、障がいの状況や一人ひとりの教育的ニーズに応じたきめ細やかな支援ができる

よう、インクルーシブ教育*5を推進するほか、日本語の理解が困難な児童生徒への対応を図

ります。 

 

（４）絆を深め、地域社会と連携した教育を推進します 

学校・家庭・地域が一体となった教育活動や学校運営を展開するため、コミュニティ・ス

クール*6の充実を図るとともに、地域学校協働活動を推進します。また、教職員の資質や指

導力の向上を図るため、キャリアステージ*7や個々の特質・関心に応じた体系的な研修を実

施するとともに、各種健康診断を通じて心身の健康の保持増進及び疾病の予防を図ります。 

 

 

 

協働・共創のまちづくり指針 

 子どもたちの豊かな心を育む体験活動等の学校における教育活動に協力します。 

 児童生徒の登下校時の安全を確保するため、地域全体で見守ります。 
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（５）児童生徒の安全確保と、安全教育を推進します 

地域や関係機関と連携し、学校内への不審者の侵入防止や、児童生徒の登下校時の安全確

保を図ります。また、子どもたちが安全な生活を送るための資質・能力を身に付け、安全で

安心な社会づくりに積極的に貢献できるよう、安全教育の充実を図ります。 

 

（６）学校の適正規模・適正配置と学校施設等の整備を推進します 

児童生徒のより良い教育環境の整備充実と教育の質の更なる向上のため、小・中学校の適

正規模・適正配置を推進するとともに、教育活動に必要な教材や備品の整備、学校 ICTの環

境整備を図ります。また、学校施設の適切な維持管理及び計画的な整備に加え、再生可能エ

ネルギー設備や省エネルギー機器の導入を推進します。 

 

（７）児童生徒の健康づくりを推進します 

運動機会と学校保健の取組みの充実を図るとともに、学校給食や学校ファームの取組み

を通じて食育を推進します。また、食物アレルギー対応の充実を図るとともに地産地消を推

進し、安全で安心なおいしい学校給食を提供します。 

 

重要業績評価指標（KPI） 
現状値

（R3(2021)） 

目標値

（R9(2027)） 

学力・学習状況調査における学力を伸ばした児童生徒の割合  

国語 63.4% 

算数・数学 66.1% 

英語 78.5% 

国語 100.0% 

算数・数学100.0% 

英語 100.0% 

「学校に行くのは楽しいと思う」児童生徒の割合 
小学校 88.9% 

中学校 85.3% 

小学校 90.0% 

中学校 90.0% 

学校給食がおいしいと感じている児童生徒の割合 
92.3％ 

(R4年度) 

100.0％ 

 

 

 

  

関連する分野別計画 

第３期久喜市教育振興基本計画（令和５(2023)年度～令和９(2027)年度） 

1 久喜市版未来の教室：汎用的な能力を持つ人材を育てることを目的に、ICTを活用した「個別最適な学び」と、様々

な分野を横断的に学び、応用することで、想像力や創造的方法で問題解決を図る「STEAM化された学び」を軸とする

市独自の取組み。 
2 ESD教育：Education for Sustainable Developmentの略語で「持続可能な開発のための教育」と訳される。現代

社会の問題を自らの問題として主体的に捉え、解決に向け身近なことから行動する、持続可能な社会の創り手を育む

教育のこと。 
3 キャリア教育：一人ひとりの社会的・職業的自立に向け、必要な基盤となる能力や態度を育てることを通じてキャ

リア発達を促す教育のこと。 
4 久喜の子ども、５つの誓い：「一読、十笑、百吸、千字、万歩」の実践を通じて総合的な人間力の育成を目指すた

め、市独自に５つの誓いとして制定した教育目標のこと。 
5 インクルーシブ教育：障がいのある子どもも、障がいのない子どもも、共に同じ場所で教育を受けることで、「共

生社会」の実現を目指すもの。 
6 コミュニティ・スクール：学校運営協議会が設置された学校のこと。本市では、平成 29（2017）年 4 月に市内全

ての小・中学校に学校運営協議会を設置し、コミュニティ・スクールに移行している。 
7 キャリアステージ：職務における若手、中堅、ベテラン、管理職等のキャリア段階に応じた区分のこと。 
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１－４．地域に根差した生涯にわたる学びを進め郷土の歴史文化を大切にする 

 ５年後のまちの姿 

地域で学ぶ機会や、学びの成果を地域社会で発揮する環境が整備され、子どもから高齢者

まで、すべての市民が生涯にわたり、生きがいをもって暮らしています。 

また、文化財の学術的な調査等により、保存と活用が地域で一体的に推進され、子どもた

ちをはじめとする市民の郷土への愛着が深められています。 

◇関連する SDGsの主なゴールとターゲット 

ゴール 

   

ターゲット 
4.7 

4.a 
11.4 12.8 

 

 現状と課題 

 人生 100年時代においては、必要なときに必要な学びを通じて成長し、資質・能力等を伸

ばすために、環境の整備や多様な学習ニーズへの対応が求められています。 

 本市では、生涯学習出前講座や生涯学習人材バンク*1の活用、市民大学、高齢者大学等、

市民ニーズに応じた多彩な学習機会を提供していますが、更なる活用や参加者数の増加

に向けて情報発信が必要です。また、市民が学習の成果を地域で発揮できる機会の提供も

求められています。 

 本市では、文化芸術団体等と協力し、文化芸術の鑑賞や発表の機会を提供していますが、
今後は、幅広い世代が文化芸術に触れて関心を持てるような機会の充実が必要です。 

 効果的な文化財調査によって得られた成果を、刊行物等を通じて市民に還元していく取
組みが求められています。また、文化財の活用を推進するため、所有者等の活動に対する

支援のほか、関係団体と連携して、正しい情報が効果的に発信できるような協力体制が必

要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

関連図表や写真等 

 

 

 

 

 

 

関連図表や写真等 

高齢者大学(音楽芸能祭) 国指定重要無形民俗文化財「鷲宮催馬楽神楽」 
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 施策の方向性 

 

 

 

 

 

 

 

（１）生涯にわたり学び続けるための環境をつくります 

生涯学習施設を基軸として、市民の多様なニーズに対応した学習内容や発表機会を設け、

生涯にわたる学びを充実します。このほか、多様な主体が連携・協働し、ともに学び合うこ

とで地域における豊かな学びを推進し、生きがいを感じることのできる生涯学習環境を整

備します。また、市民の多種多様な学習情報のニーズに応えるため、質の高い図書館サービ

スの提供を図るとともに、読書活動を推進します。 

さらに、放課後子ども教室では、様々な体験を通じて、子どもたちが心豊かで健やかに育

まれるよう、運動や文化芸術、交流活動等の機会を提供します。 

 

（２）年代を問わず文化芸術に親しむ機会を充実します 

文化芸術の発展に向け、文化芸術団体の活動の支援や、関連団体と連携した多様な文化振

興事業を企画・実施するとともに、文化芸術活動の成果発表や鑑賞の機会を幅広い世代へ提

供します。 

 

（３）文化財の保存・継承を通じて郷土愛を育みます 

貴重な文化財を次世代に継承するため、保存や後継者育成等の活動を支援します。また、

文化財調査によって得られた成果は、可能な限り刊行物等を通じて積極的に発信するとと

もに、所有者等や関係団体とも連携して活用します。 

さらに、市民が郷土の歴史や文化を再発見・再認識できるよう、郷土資料館での展示の実

施や、展示解説図録の刊行等を充実します。 

 

重要業績評価指標（KPI） 
現状値

（R3(2021)） 

目標値

（R9(2027)） 

生涯学習関連の講座・教室の参加者数 

4,930人 

※コロナ影響 

15,208人

(H30年度) 

16,000人 

人口１人当たりの図書(電子書籍含む)貸出冊数 4.93冊 5.62冊 

 

 

 

協働・共創のまちづくり指針 

 地域における学びを通じて得た知識や技能を、地域に還元します。 

 文化芸術に関心を持ち、講演や学習会等に積極的に参加して、心豊かな取組みを盛
り上げます。 

 貴重な文化財を保存し、次世代に継承します。 
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関連する分野別計画 

第３期久喜市教育振興基本計画（令和５(2023)年度～令和９(2027)年度） 

第２次久喜市生涯学習推進計画（令和５(2023)年度～令和９(2027)年度） 

1 生涯学習人材バンク：生涯学習に関する豊富な経験や資格を持つ個人や団体の人材情報を登録し、市民が生涯学習

を始めるときの情報提供をする仕組みのこと。 
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＜基本目標２＞ 

いつまでも健やかに生き生きと幸せに暮らせ

るまちをつくる 
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２－１．市民の健康を守り充実した地域医療体制を推進する 

 ５年後のまちの姿 

 市民が主体的に健康づくりや食育に取り組み、住み慣れた地域で健やかに安心して暮ら

し続けることができる元気なまちづくりが進められ、健康寿命が延伸されています。 

また、限られた医療資源を広域で有効活用する地域完結型医療を推進し、市民生活を脅か

す感染症への対策を含めた医療提供体制を確保することにより、市民の命と暮らしが守ら

れています。 

◇関連する SDGsの主なゴールとターゲット 

ゴール 

  

ターゲット 
3.3 3.4 

3.5 3.a 
10.4 

 

 現状と課題 

 新型コロナウイルス感染症の世界的流行は、医療体制だけでなく、社会全体に大きな変化
をもたらしました。感染予防意識の醸成等、市民一人ひとりの健康への意識改革が改めて

求められています。 

 本市は、令和２(2020)年に「健幸(けんこう)・スポーツ都市」を宣言しました。健康寿命

の延伸のためには、健康づくりや食育に関心が低い層に対する支援を強化するとともに、

ひきこもり等のこころの健康問題や自殺予防に対する関連部署・機関との連携、相談支援

の更なる充実が必要です。 

 多様化・高度化が進む市民の医療ニーズに対応するため、市民、医療機関、行政等が情報
を共有し、相互理解を深めることによる地域完結型医療の体制強化が必要です。 

 国民健康保険事業は、高齢化や医療技術の高度化による医療費の増加等により財政運営
が厳しい状況にあります。このため、県との協働により、医療費の適正化や国民健康保険

税の滞納額の縮減に努めるなど、事業の健全運営を図ることが必要です。 

 健診・医療情報等のデータ分析により抽出された健康課題に対して、効果的な保健事業を
展開するデータヘルス*1の推進が必要です。 

 

 

 

 

  

 

 

 

関連図表や写真等 

 

 

 

関連図表や写真等 

出典：埼玉県衛生研究所「健康指標総合ソフト」 健康づくり・食育推進大会 
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 施策の方向性 

 

 

 

 

 

 

 

（１）健康意識の醸成と予防により市民の健康を守ります 

地産地消や食文化の伝承といった食育、各ライフステージ*2における健康づくりや、がん

検診、歯科健診等の各種健(検)診を推進するとともに、事業者や民間団体と連携し、健康に

関心の低い層や働き盛りの若年層に対する働きかけに努めます。また、新型コロナウイルス

感染症の経験を踏まえ、感染症に対する市民の感染予防意識を高めるとともに、ワクチン接

種を推進します。 

さらに、こころの健康や自殺対策について関係機関と情報共有を図り、相談窓口の連携強

化に努めます。 

 

（２）かかりつけ医を中心とした地域医療体制を強化します 

良質な医療を適切に受けられるよう、市民、医療機関、行政等がそれぞれの役割を認識し

連携することにより、地域完結型医療の推進を図ります。また、医療体制の強化のため、関

係機関と連携を図るとともに、医療制度や救急医療等について市民に分かりやすく伝わる

よう、情報提供の充実に努めます。 

 

（３）医療を支える保険制度を円滑に運営します 

 国民健康保険制度の健全な運営のため、医療費の適正化と国民健康保険税の安定的な確

保に取り組むとともに、特定健康診査の実施や人間ドック・がん検診の助成による疾病の早

期発見と予防に努め、データヘルスによる健康の保持・増進を図ります。また、埼玉県後期

高齢者医療広域連合と連携し、後期高齢者医療制度の円滑な運営を図ります。 

 

重要業績評価指標（KPI） 
現状値

（R3(2021)） 

目標値

（R9(2027)） 

65歳健康寿命 

男 18.19年 

女 20.66年 

(R2年度) 

男 18.93年 

女 21.38年 

がん検診延べ受診者数 31,138人 37,000人 

 

 

 

 

協働・共創のまちづくり指針 

 自らの健康管理に努め、各種健（検）診を受診します。 

 感染症にうつらない、うつさないための予防行動を心掛けます。 

 日頃から地域医療に係る情報を収集し、かかりつけ医を持つように努めます。 

 事業者として、多くの人が利用する施設の受動喫煙防止対策を進めます。 

17.17 
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関連する分野別計画 

第２次久喜市健康増進・食育推進計画（平成 29(2017)年度～令和５(2023)年度）  

久喜市自殺対策計画（平成 31(2019)年度～令和５(2023)年度） 

久喜市新型インフルエンザ等対策行動計画（平成 26(2014)年度策定） 

久喜市国民健康保険保健事業実施計画（データヘルス計画）（平成 29(2017)年度～令和５(2023)年度） 

第３期久喜市特定健康診査等実施計画（平成 30(2018)年度～令和５(2023)年度） 

1 データヘルス：医療保険者が電子的に保有された健康医療情報を活用した分析を行った上で実施する、加入者の健

康状態に即したより効果的・効率的な保健事業のこと。 
2 ライフステージ：出生から、学校卒業、就職、結婚、出産、子育て、定年退職等の人生の節目によって変わる生活

（ライフサイクル）に着目した区分のこと。 
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２－２．スポーツを通じて健康で幸せに暮らせる環境をつくる 

 ５年後のまちの姿 

スポーツやレクリエーションの機会が豊富に確保され、年齢や障がいの有無に関わらず、

市民の主体的な参加が進み、健康で幸せに暮らせる環境が整備されています。 

また、様々なスポーツ大会・イベントが開かれるなど、本市が「健幸(けんこう)・スポー

ツのまち」であることが広く認知され、人々の交流や賑わいが増加しています。 

◇関連する SDGsの主なゴールとターゲット 

ゴール 

    

ターゲット 3.4 4.a 8.9 11.7 

 

 現状と課題 

 国の「第３期スポーツ基本計画」の中では、スポーツは、「人々が感じる「楽しさ」「喜び」
に根源を持つ身体活動であり、心身の健全な発達、健康・体力の保持増進、精神的な充足

感の獲得、自律心等の精神の涵養
かんよう

等、あらゆる「自発的な意思」に基づき行われるもの」

として捉えられています。 

 本市では、「健幸(けんこう)・スポーツ都市」を宣言し、スポーツや運動等を通じて誰も

が心身ともに健康となり、笑顔あふれる躍動するまちを目指しています。また、「久喜市

スポーツ推進計画」では、スポーツを「する」「みる」「ささえる」「つくる・はぐくむ」

といった多様なスポーツへの関わり方を通じて、市民が「いつでも・どこでも・だれでも・

いつまでも」、生涯にわたってスポーツ・レクリエーションに親しむことができる「生涯

スポーツ推進のまち・久喜市」を目指しています。 

 誰でもスポーツを楽しめるよう、年齢や体力に応じてスポーツやレクリエーションに親
しめる環境づくりを進めるとともに、共生社会の実現に向けて障がい者や高齢者等の

様々な人々がスポーツに参加できる環境整備が必要です。 

 「健幸(けんこう)・スポーツ都市」としての認知度を高め、これをまちのブランド力とす

るため、注目されるイベントや流行に合った効果的な情報発信が必要です。 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

関連図表や写真等 

 

 

 

関連図表や写真等 

ふれあいスポレク・フェスタ（スカットボール） 久喜マラソン大会 
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 施策の方向性 

 

 

 

 

 

（１）スポーツ・レクリエーションに親しむ機会や環境を整えます 

年齢や体力、障がいの有無に関わらず、様々な人々がスポーツ・レクリエーションに参加

し、健康増進や体力向上につなげることができるよう、既存のスポーツ種目に関わらず、多

種多様なスポーツに親しめる環境づくりと参加する機会を提供します。また、体育館や運動

場等のスポーツ施設は、省エネルギー化を踏まえ適切に整備・維持管理し、学校や事業者等

と連携して利用しやすい環境づくりを図るほか、専用のスポーツ施設も整備します。 

さらに、新たなごみ処理施設に併設する余熱利用施設(温水プール等)を「(仮称)本多静六

記念 市民の森・緑の公園」と一体で整備し、賑わいの場を創出します。 

 

（２）スポーツ・レクリエーションを通じて交流を促進し人材を育成します 

健康づくりや生活を豊かにできるよう、関係団体と連携し、情報発信やイベント・交流の

充実を図ります。また、市民ニーズに合わせたスポーツ活動の充実を図るため、活動団体の

支援・育成に努めます。 

 

（３）「健幸（けんこう）・スポーツ都市」としてのブランド力を高めます 

注目度の高いスポーツ大会・イベントを実施することにより、「健幸(けんこう)・スポー

ツ都市」としての本市の知名度を高め、交流人口を増やして、まちの賑わいに繋げます。ま

た、団体や事業者等が実施する集客力の高いスポーツ大会・イベントについても、後援又は

共催等により支援を行います。 

 

重要業績評価指標（KPI） 
現状値

（R3(2021)） 

目標値

（R9(2027)） 

市内スポーツ施設利用者数 

630,782人 

※コロナ影響 

961,212人 

(H30年度) 

1,000,000人 

以上 

主要なスポーツイベント・大会への参加者数 

11,760人 

※コロナ影響 

26,875人 

(H30年度) 

27,500人 

 

 

  

協働・共創のまちづくり指針 

 誰もが参加でき、安全・安心なスポーツを通じて交流を深めます。 

 スポーツ・レクリエーション活動に参加し、スポーツのまち久喜を盛り上げます。 

関連する分野別計画 

第３期久喜市教育振興基本計画（令和５(2023)年度～令和９(2027)年度） 

第２期久喜市スポーツ推進計画（令和４(2022)年度～令和８(2026)年度） 

17.17 
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２－３．地域のみんなで支え合い社会保障制度で暮らしを支える 

 ５年後のまちの姿 

地域のセーフティネット*1 として、経済的に困っている方等への相談体制の強化や生活

保護等の適切な支援、経済的自立に向けた就労支援、貧困の連鎖の解消に向けた子どもたち

への学習支援に加え、包括的な支援体制が整備されることで、市民が相互に支え合い、みん

なが地域で孤立することなく安心して暮らしています。 

行政による適切な支援と市民相互の支え合いを地域福祉の両輪として、地域共生社会が

実現しています。 

◇関連する SDGsの主なゴールとターゲット 

ゴール 

     

ターゲット 
1.1 1.2 

1.3 1.4 

2.1 

2.2 

4.3 

4.4 
8.6 

10.1 

10.4 

 

 現状と課題 

 我が国では、少子高齢化、単身世帯の増加、地域のつながりの希薄化等、社会構造が変化
する中、ダブルケア*2、ヤングケアラー*3、8050問題*4ひきこもり等、人々の地域生活を

巡る問題・課題は複雑化・複合化しています。また、支援を必要とする市民ニーズの多様

化に伴って、より包括的な福祉サービスを提供するための体制整備が求められています。 

 本市では、「第３次地域福祉計画・地域福祉活動計画」に基づき、市民一人ひとりがお互
いを認め合い、助け合いながら、安心して暮らすことができる地域共生社会の実現に向け

て施策を展開しています。 

 経済的に困っている方に対し、状況に応じた生活の安定と自立に向けた支援の充実が必
要です。また、貧困が世代を超えて親から子へと受け継がれてしまう貧困の連鎖の解消が

求められます。 

 

  
 

 

 

関連図表や写真等 

 

 

 

関連図表や写真等 

民生委員・児童委員協議会（地区定例会の様子） 

街頭啓発の様子（社会を明るくする運動） 
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 施策の方向性 

 

 

 

 

 

（１）地域福祉推進体制を充実します 

総合相談窓口の整備や関連部署が連携した課題解決の取組み等、トータルケア*5 の実現

を目指した相談体制を確立し、より適切な支援を行います。また、地域における支え合いを

推進するため、地域福祉の担い手の育成や、地域活動団体の活動場所の確保等、多様な市民

の居場所となる交流機会の拡充のほか、見守りが必要な市民が安全に暮らせるよう関係機

関との連携強化を図ります。 

 

（２）生活困窮者の自立を支援します 

生活保護制度の適切な運用に加えて、関係機関と連携して、各世帯の状況に合わせた求職

活動や就労に向けた基礎能力を形成するための支援を行うなど、生活困窮者自立支援制度

の拡充を図ります。また、貧困の連鎖を断ち切り格差を解消するため、学習支援を行い、居

場所の確保や学習内容の理解度向上に努めます。 

 

（３）国民年金制度への理解を促進します 

国民年金制度に関する相談や問い合わせに対して年金事務所等の関係機関と連携を図る

とともに、市民への周知の徹底に努めることで、年金制度への理解向上を図ります。 

 

重要業績評価指標（KPI） 
現状値

（R3(2021)） 

目標値

（R9(2027)） 

包括的な相談窓口で受けた複雑化・複合化した相談のうち、

支援につながった割合 

－ 

（R5年度から実

施予定のため） 

100.0％ 

経済的自立により生活保護が廃止となった世帯数 32世帯 37世帯 

 

 

 

 

 

  

協働・共創のまちづくり指針 

 日々の生活の中であいさつを心掛け、助けが必要な人には手を差し伸べます。 

 地域での課題や福祉に関心を持ち、支え合いの和を広げます。 

関連する分野別計画 

第３次地域福祉計画・地域福祉活動計画（令和５(2023)年度～令和９(2027)年度） 

久喜市高齢者福祉計画・第８期介護保険事業計画（令和３(2021)年度～令和５(2023)年度） 

第２次久喜市障がい者計画（平成 30(2018)年度～令和 5(2023)年度） 

17.17 

1 セーフティネット：社会的・経済的な危機に備えるための相談体制や社会保障等の仕組み・支援制度のこと。 
2 ダブルケア：子育てと介護を同時に担わなければならない状態のこと。 
3 ヤングケアラー：本来大人が担うと想定されているような家事や家族の世話等を日常的に行っている 18 歳未満の

若者のこと。 
4 8050問題：「80代」の親が、長年ひきこもる「50代」の子どもの生活を支えなければならない問題のこと。 
5 トータルケア：複雑化する福祉の問題に対し、様々な主体が協働しながら、地域全体で支援を行うこと。 
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２－４．子どもがのびのびと育つ安心の子育て環境をつくる 

 ５年後のまちの姿 

 多様な子育てサービスの提供や子育て支援施設の整備、各種相談体制の充実のほか、地域

全体で子どもを見守り、子育て家庭を支える環境づくりが進み、安心して子どもを産み、子

どもが健やかに育つことができるまちが実現しています。 

 また、子どもたちが社会の一員としてたくましく自立できるよう、体験活動や交流活動を

通じて未来を切り拓く生きる力を育みながら、夢や希望を持ち健全に成長できる環境が実

現しています。 

◇関連する SDGsの主なゴールとターゲット 

ゴール 

     

ターゲット 
1.3 

1.b 

2.1 

2.2 

3.1 3.2 

3.5 3.7 
4.2 16.2 

 

 現状と課題 

 令和２(2020)年に生まれた全国の子どもの数は約 84万人で、調査開始以来、最少の数と

なっています。都市化、核家族化の進行、働き方の変化等により、市民の保育ニーズは多

様化しており、子どもや家庭の状況に応じたきめ細かい支援が必要とされています。 

 総合的に子育て家庭を支援できるよう、ワンストップで子育てに関する相談や支援が受
けられる機能の強化が求められています。また、子育て家庭の孤立を防ぐため、市民やボ

ランティア等とも連携した、社会全体での子育て家庭の支援が必要です。さらに、子ども

の貧困に対する総合的な支援も必要です。 

 社会情勢の急速な変化による価値観の多様化等から、青少年を取り巻く環境は大きく変
化しています。特に、インターネット上の不適切な情報の氾濫、SNSに関連する犯罪やい

じめの増加等、青少年を取り巻く状況には、様々な問題があり、対策が求められています。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

関連図表や写真等 

 

 

 

関連図表や写真等 

出典：埼玉県「合計特殊出生率」、久喜市「統計くき」 
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 施策の方向性 

 

協働・共創のまちづくり指針 

 「安心して楽しく子育てをする」を基本に、子育てに関する情報や支援を活用します。 

 フードバンク*1や子ども食堂への協力、ファミリー・サポート・センター事業*2への登

録等、地域による子どもや子育て家庭への見守りや支援に努めます。 

 事業者は、子育て家庭への配慮に努め、働きやすい環境づくりに努めます。 

 

（１）妊娠・出産・子育てを通じた切れ目のない支援を強化します 

「子ども家庭総合支援拠点*3」と「子育て世代包括支援センター」の機能を充実させ、子

育て支援体制の強化を図り、妊娠期から安心して子どもを産み育てられる環境づくりを推

進します。また、妊産婦及び乳幼児の健康診査や、母子訪問指導等の充実を図るとともに、

子ども医療費の助成等の経済的支援を行います。 

さらに、共働き世帯の増加や就労形態の多様化等、時代の変化に合わせた様々な保育ニー

ズに対応した支援を行うとともに、気軽に相談できる環境をつくることで、子育ての不安の

解消に努めます。 

 

（２）地域全体で子育てを支援する環境を整えます 

民生委員・児童委員、子育てボランティア、市民、団体、事業者等と連携し、子育てに関

する相談・交流ができる場や子どもの居場所づくりを進め、社会全体で子育て家庭を支えて

いく地域を形成します。また、児童相談所等の関係機関との連携と情報の共有化により、貧

困や虐待等を早期に発見して迅速な対応を行い、家庭環境に関わらず子どもが希望を持つ

ことができる社会の実現を図ります。 

 

（３）青少年の成長を支える環境をつくります 

 新たな種類の犯罪やトラブルへの対応強化等、家庭・学校・地域が連携して、青少年が健

全に成長できる環境をつくります。また、地域の中での体験活動や世代間交流を促進し、豊

かな人間性や社会性を育成します。 

 

重要業績評価指標（KPI） 
現状値

（R3(2021)） 

目標値

（R9(2027)） 

合計特殊出生率*4
 

1.24 

(R2年) 

1.31 

保育所等待機児童数 0人 0人 

ファミリー・サポート・センター会員数 883人 1,000人 

 

 

 

 

関連する分野別計画 

第２期久喜市子ども・子育て支援事業計画（令和２(2020)年度～令和６(2024)年度） 

17.17 
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1 フードバンク：安全に食べられるにも関わらず、包装の破損や過剰在庫、印字ミス等の理由で通常の販売が困難な

食品を、NPO等が企業等から引き取り、必要としている施設や団体、生活困窮者へ無償で提供すること。 
2 ファミリー・サポート・センター事業：子育ての手助けをしてほしい方とお手伝いができる方が会員として登録

し、地域における子育ての援助活動を支援する事業。 
3 子ども家庭総合支援拠点：子ども及びその家庭並びに妊産婦の福祉に関し、実情の把握、情報の提供、相談、調査、

指導、関係機関との連絡調整、その他必要な支援を行うための拠点。 
4 合計特殊出生率：一人の女性が生涯に産む子どもの平均的な数。15～49 歳の女性の年齢別出生率を合計して算出

する。 
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２－５．シニアが元気に生き生きと輝ける社会をつくる 

 ５年後のまちの姿 

住まいや医療、介護等を一体的に支援する地域包括ケアシステム*1 が確立され、高齢者

(シニア)が住み慣れた地域で安心して生活を送っています。 

また、高齢者の豊かな経験や知識を活用し、地域社会で活躍できる機会が拡充され、高齢

者がいつまでも生きがいを持って生活できる社会が実現しています。 

◇関連する SDGsの主なゴールとターゲット 

ゴール 

    

ターゲット 2.2 3.8 
10.2 

10.4 
16.1 

 

 現状と課題 

 全国的に高齢化が進み、団塊の世代が 75歳以上に到達する令和７(2025)年以降は医療・

介護へのニーズが高くなることが見込まれるため、高齢者が住み慣れた地域で自分らし

い生活が続けられるよう、高齢者のニーズに合わせたサービスの充実が必要です。 

 本市では、「久喜市高齢者福祉計画・第８期介護保険事業計画」に基づき、「高齢者がいつ
までも住み慣れた地域で健幸で安心して暮らせるまち」を目指しています。今後、高齢者

の尊厳の保持や自立生活の支援、適正な介護保険サービスの提供を維持するため、地域包

括ケアシステムの仕組みの深化・推進が必要です。また、認知症になっても自分らしい生

活を送るための支援が求められます。 

 介護へのニーズが求められる一方、担い手となる介護人材の不足が見込まれるため、介護
専門職の確保や、地域で活躍する元気な高齢者等の人材が、より一層求められます。 

 高齢者をはじめ、今後高齢期を迎える市民が、いきいきと元気に暮らせるよう、生きがい
づくりや社会参加の促進、高齢者のフレイル*2予防・介護予防の推進を図るとともに、安

心して暮らせるよう、地域福祉の推進や介護保険事業の円滑な運営が必要です。 

 人生 100年時代に、高齢者を含めたすべての人に活躍の場があり、元気に活躍し続けられ

る社会の構築が求められます。 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

関連図表や写真等 

介護予防はつらつ運動教室 

　 年

出典：総務省「国勢調査」（年齢不詳を除く）
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 施策の方向性 

 

 

 

 

 

（１）地域包括ケアシステムの拡充を図ります 

市内にある地域包括支援センター*3を中心に、住まい・医療・介護・予防・生活支援を一

体的に提供する地域包括ケアシステムの拡充を図ります。特に、在宅医療・介護の連携を推

進するとともに、認知症等の正しい知識と理解を深めるための普及啓発活動や相談体制と

権利擁護施策の充実を図り、認知症の方や家族を支援します。 

さらに、介護者(ケアラー)が相談しやすい環境を充実させるとともに、ケアラーが認知さ

れ必要な支援につながるよう努めます。また、介護に対するイメージの向上を図り、介護人

材を確保します。 

（２）高齢者の日常生活を支え健康づくりの機会をつくります 

高齢者が安心して暮らせる福祉サービスの充実を図ります。また、高齢化に伴うサービス

の需要増加に対応するため、利用者に対し質と量を確保した適切なサービスを提供するほ

か、可能な限り要介護状態とならないための介護予防を推進します。 

（３）生きがいづくりと活躍機会の拡充を図ります 

市民ボランティア団体や久喜市シルバー人材センター等と連携し、交流機会の拡充や地

域での活躍の場の充実を図ります。また、地域の中で高齢者が孤立しないための日常生活や

地域での活動を支える仕組みづくりを進めます。 

（４）適正な介護保険サービスを提供します 

 高齢者人口や介護保険サービスのニーズを中長期的に捉え、必要なサービスを提供する

ための体制整備等を推進します。また、介護給付の適正化や介護人材の確保等、持続可能な

介護保険制度の取組みを進めます。 

重要業績評価指標（KPI） 
現状値

（R3(2021)） 

目標値

（R9(2027)） 

地域包括支援センターの相談件数 36,334件 37,500件 

65 歳以上 75 歳未満の要支援・要介護認定*4を受けてい

ない人の割合 

95.9％ 96.4％ 

 

  

協働・共創のまちづくり指針 

 高齢になっても生きがいを持ち、自ら希望する場所で活躍し続けます。 

 世代を超えた交流の場に積極的に参加し、交流の和を広げます。 

関連する分野別計画 

第３次地域福祉計画・地域福祉活動計画（令和５(2023)年度～令和９(2027)年度） 

久喜市高齢者福祉計画・第８期介護保険事業計画（令和３(2021)年度～令和５(2023)年度） 

17.17 

1 地域包括ケアシステム：介護が必要な状態になっても、住み慣れた地域で、自分らしい生活を人生の最後まで続け

ることができるよう、高齢者を地域で支える仕組みのこと。 
2 フレイル：年齢とともに心身の活力が低下し、虚弱の状態になること。 
3 地域包括支援センター：高齢者が住み慣れた地域で、安心してその人らしい生活を継続できるよう、高齢者の様々

な相談や権利擁護等を行う機関のこと。 
4 要支援・要介護認定：介護保険制度において、家事や身支度等の日常生活に支援が必要になった状態（要支援状態）

や、寝たきりや認知症等で常時介護を必要とする状態（要介護状態）であるかどうかを認定すること。 
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２－６．障がいのある人が安心して暮らせる社会をつくる 

 ５年後のまちの姿 

 障がいの特性についての理解が進み、個々のニーズに対応した福祉サービスが提供され

るとともに、障がいのある人に対する差別や偏見、物理的な障壁が少なくなり、地域参画や

就業の機会が拡大し、障がいの有無に関わらず、誰もが平等に自分らしく生活できる社会が

実現しています。 

◇関連する SDGsの主なゴールとターゲット 

ゴール 

     

ターゲット 4.5 8.5 10.2 
11.2 

11.7 
16.1 

 

 現状と課題 

 東京オリンピック・パラリンピック競技大会は、障がいのある人々への理解を深める契機
となり、社会的包摂(ソーシャル・インクルージョン) 

*1推進への機運が高まっています。 

 本市では、「久喜市障がい者計画」をはじめとする障がい者(児)施策に関する各計画に基

づき、情報提供体制の充実、各種サービスの拡充、就労機会の拡大、虐待の防止、社会参

加の促進やバリアフリー*2及びユニバーサルデザインの環境づくり等を推進しています。

今後も、関係機関との連携のもと、総合的な支援が必要です。 

 障がい者の重度化・高齢化や家族構成の変化等を踏まえ、障がい者の生活を地域全体
で支えるサービス提供体制を整備し、障がい者が地域で暮らし続けられるよう居住生

活を支援する、地域生活支援拠点の整備を進めています。 

 障がいへの理解やノーマライゼーション*3 の理念を浸透させるための各種啓発活動や、

障がいの有無に関わらず市民同士が触れ合う機会を創出し、誰もがお互いを尊重して安

心して暮らせる地域共生社会の実現が求められています。 

 「障害者差別解消法」により、不当な差別的取扱いの禁止と障がいの特性に合わせた合理
的配慮の提供が求められており、障がい者(児)の権利擁護の推進が必要です。 

 発達障がい児に対する適切な療育を提供する体制が求められているほか、「医療的ケア児
支援法」の制定により、医療的ケア児やその家族に対する支援が自治体の責務となってい

ます。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

関連図表や写真等 

 

 

 

関連図表や写真等

 
 

出典：障がい者福祉課資料 

障がい者の就労活動の様子 出典：障がい者福祉課資料 
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 施策の方向性 

 

 

 

 

 

（１）障がい者（児）が自分らしく暮らせる環境を整備します 

地域生活支援拠点の活用を進めるとともに、各種障がい福祉サービスの充実や就労・社会

参加の促進等、多様なニーズに応じた支援を進め、ノーマライゼーションの理念の実現を目

指します。 

 

（２）バリアフリー及びユニバーサルデザインの環境を整備します 

公共施設等におけるバリアフリー化等の施設整備を進めるとともに、ユニバーサルデザ

インについての共通の理解を深め、普及・活用を図ります。また、障がいがあっても、情報

の利用取得や意志疎通が円滑に行えるような施策を推進します。 

 

（３）障がい者（児）の権利擁護を推進します 

 共生社会の実現に向けて、障がいに対する差別や偏見をなくし、障がいのある人の権利を

尊重するため、各種啓発活動や虐待防止の取組みを推進するとともに、成年後見制度*4の周

知を図ります。 

 

（４）発達障がい児や医療的ケア児に対する支援体制の整備を推進します 

 保育機関や教育機関との連携による発達障がい児や医療的ケア児に対する支援体制の強

化や、サービス提供事業者の受け入れ体制の整備により、対象児に対し適切な支援を提供し

ます。 

重要業績評価指標（KPI） 
現状値

（R3(2021)） 

目標値

（R9(2027)） 

障がい者就労支援事業における新規就労者数 28人 35人 

保育所等巡回支援事業の事業満足度 100.0％ 100.0％ 

 

  

協働・共創のまちづくり指針 

 駅等の街中で障がいのある人が困っていたら、声を掛けて手助けします。 

 障がいに関する知識や理解を深め、様々な人に思いやりの気持ちを持って接します。 

関連する分野別計画 

第２次久喜市障がい者計画（平成 30(2018)年度～令和５(2023)年度） 

第６期久喜市障がい福祉計画（令和３(2021)年度～令和５(2023)年度） 

第２期久喜市障がい児福祉計画（令和３(2021)年度～令和５(2023)年度） 

17.17 

1 社会的包摂（ソーシャル・インクルージョン）：「全ての人々を孤独や孤立、排除や摩擦から援護し、健康で文化的

な生活の実現につながるよう、社会の構成員として包み支え合う」という理念。 
2 バリアフリー：障壁となるものを取り除き、生活しやすくすることを意味する用語。建物内の段差等、物理的な障

壁の除去と言う意味合いから、最近では制度的・心理的な障壁の除去といったより広い意味で用いられてきている。 
3 ノーマライゼーション：障がいのある人もない人も、互に支え合い、地域で生き生きと明るく豊かに暮らしていけ

る社会を目指す考え方。 
4 成年後見制度：認知症、知的障がい、精神障がい等の理由で判断能力の不十分な人々を、財産分与や悪質な契

約、商取引等から保護し、支援する制度のこと。 
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＜基本目標３＞ 

いつまでも安全・安心な暮らしの環境が整って

いるまちをつくる 
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３－１．災害への備えと対応を強化し安心して暮らせる環境をつくる 

 ５年後のまちの姿 

市民の防災意識や地域における共助意識の向上、防災体制の強化、防災設備や備蓄の充実、

他自治体や事業者等との相互応援体制の充実、利根川の堤防強化対策等により、地震や台風、

洪水等の自然災害に強く、安心して暮らせるまちが実現しています。 

◇関連する SDGsの主なゴールとターゲット 

ゴール 

    

ターゲット 1.5 9.1 
11.5 

11.b 

13.1 

13.3 

 

 現状と課題 

 東日本大震災や熊本地震といった大規模な地震のほか、毎年のように台風や集中豪雨等
による水害が発生し、大きな被害をもたらしています。国は、世界的な気候変動を踏まえ、

災害対応業務の効率化、省力化に資する様々な先進技術の活用等を進めるとともに、防

災・減災、国土強靱化に向けて取り組んでいます。 

 本市は、我が国有数の大河川である利根川をはじめ、多くの河川が流れていることから、
水害時には浸水が深く、また長く続くおそれがあるなど、自然災害のリスクを抱えていま

す。このことを踏まえ、適宜「久喜市地域防災計画」を改訂するとともに、令和３(2021)

年度に「久喜市国土強靭化地域計画」を策定して、自然災害への備えを強化しています。 

 大規模な災害から市民の生命や財産を守るためには、自助・共助・公助の役割分担のもと、
地域が一体となって防災・減災体制を強化していくことが求められます。今後も、自主防

災組織*1の育成、建築物の耐震化、広域応援体制の更なる強化等が必要です。また、地域

の事情に精通し、住民の安全・安心を守る担い手である消防団員の確保等が課題となって

います。 

 武力攻撃等の緊急事態に対しては、「国民保護に関する久喜市計画」に基づき、体制を整
備しています。 

 水害から市民を守るため、国・県等と連携した洪水浸水想定区域外への広域避難の実効性
の確保や、国・県管理の河川の早期整備が必要です。また、市管理の河川や水路の適切な

維持管理や都市化の進展に伴う浸水被害の防止に向けた取組みも重要です。 

 

 

 

  

 

 

 

関連図表や写真等 

 

 

 

関連図表や写真等 

出典：自主防災組織育成事業資料 利根川堤防付近の航空写真 
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 施策の方向性 

 

 

 

 

 

 

 

（１）地域一体となって防災・消防体制を強化します 

国・県、消防組合、市民・事業者、関係団体等との幅広い連携のもとに、円滑な避難所運

営、市民による救急・救助活動を支援する活動、消防団員の確保や装備の充実、災害時の医

療救護体制の構築、建築物の耐震化等を進めます。また、多くの市民が参加しやすい講座や

講演会、訓練を実施し地域における自助・共助を促進するとともに、マイ・タイムライン*2

の作成等を通じて、大規模災害時における早期の広域避難に対する理解を高めます。 

さらに、避難に関する情報を正確・確実に伝えるため、住民への災害情報伝達手段の多重

化・多様化を図ります。 
 

（２）公共施設・交通インフラの防災・減災対策を推進します 

 新たな施設の整備や既存施設の改修の際には、避難所としての機能等、防災面に配慮しま

す。また、圏央道等の緊急輸送道路へのアクセスを向上させ、道路ネットワークの充実を図

り、災害時における自衛隊や消防機関等の広域応援、救援物資の受け入れ体制を強化します。 
 

（３）治水対策を充実し水害リスクを軽減します 

国による利根川の堤防強化対策を促進するとともに、関係機関と連携し、堤防上に防災公

園を整備します。また、県管理の河川について早期整備を要望するとともに、市管理の河川

や水路の適切な維持管理に努めます。 

 さらに、既存市街地の浸水被害の防止に向けた河川等の整備を実施します。 
 

重要業績評価指標（KPI） 
現状値

（R3(2021)） 

目標値

（R9(2027)） 

自主防災組織の組織数 163組織 175組織 

消防団員の定員に対する充足率 80.5% 83.5% 

 

 

 

 

  

関連する分野別計画 

久喜市地域防災計画（令和３(2021)年度改訂） 

久喜市国土強靭化地域計画（令和３(2021)年度策定） 

久喜市建築物耐震改修促進計画（令和２(2020)年度改訂） 

国民保護に関する久喜市計画（令和元(2019)年度改訂） 

協働・共創のまちづくり指針 

 「自分の命は自分で守る」という意識をもって、災害に備えます。 

 日頃から防災意識を持ち建築物の耐震化や備蓄品の準備を進め、防災訓練等に積極
的に参加します。 

 災害発生時には、隣近所等と声を掛け合いながら避難します。 

17.17 

1 自主防災組織：区又は自治会等を単位として地域住民等が自主的に防災活動を行う組織のこと。 
2 マイ・タイムライン：住民一人ひとりの防災行動計画であり、台風の接近等による大雨によって河川の水位が上昇

する時に、自分自身がとる標準的な防災行動を時系列的に整理し、自ら考え命を守る避難行動のための一助とするも

の。 
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３－２．地域の防犯体制を充実し安心して暮らせるまちを目指す 

 ５年後のまちの姿 

警察や防犯協会等の関係機関・団体との連携のもと、地域の防犯体制や市民による見守り

体制が強化され、安心して暮らせるまちが実現しています。 

また、人や社会・地域・環境に配慮した消費行動(エシカル消費)の普及や相談体制の充実

等を通じ、自立した消費者が育成され、消費生活のトラブルから市民が守られています。 

◇関連する SDGsの主なゴールとターゲット 

ゴール 

  

ターゲット 
12.1 12.3 

12.5 12.8 

16.1 16.3 

16.4 

 

 現状と課題 

 我が国の刑法犯認知件数は平成 14(2002)年をピークに減少傾向となっていますが、特殊

詐欺、ストーカー、サイバー犯罪等、生活に身近な犯罪が増加している傾向にあります。 

 本市の刑法犯認知件数は減少傾向ですが、市民１人当たりの件数では近隣市より多い状
況です。内訳としては自転車盗が最も多く、次に侵入窃盗が続いており、これらへの防犯

対策が求められます。また、夜間における歩行者等の安全を確保できるよう、犯罪が起き

にくい環境整備が必要です。 

 地域コミュニティの希薄化等により、家庭や地域でトラブルを抱えた人が外部からは発
見されにくく、これまで以上に、家庭・地域、関係機関、行政等の連携による見守りの重

要性が増しています。 

 本市でも消費生活のトラブルは複雑化・多様化しており、消費者が分かりやすい方法で情
報提供を進めるとともに、相談体制の充実が必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

関連図表や写真等 

 

 

 

関連図表や写真等 

出典：市民生活課資料 出典：埼玉県警察本部資料 
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 施策の方向性 

 

 

 

 

 

 

（１）地域における防犯・安全対策を強化します 

警察や防犯協会等の関係機関・団体と連携して、地域防犯推進委員のほか、こどもレ

ディース 110 番の家*1 相談員やランニングパトロール隊*2 による地域の防犯(見守り)体制

を強化します。また、特殊詐欺等の犯罪被害を未然に防ぐため、地域安全・暴力排除推進大

会や街頭啓発活動等を推進し、市民の防犯意識の高揚を図ります。 

さらに、防犯灯の設置により夜間における歩行者等の安全・安心を確保するとともに、公

共施設や公用車への防犯カメラ等の設置により、犯罪が起きにくい環境を整備します。 

 

（２）消費者の自立を支援し、消費生活の充実を図ります 

県の消費生活センターと連携し、消費生活に関する必要な情報を提供するとともに、消費

者生活講座等の知識を習得する機会を提供します。また、エシカル消費の普及や消費者団体

の活動を支援し、自立した消費者の育成を図ります。 

さらに、多様化・複雑化する消費生活のトラブルに対応するため、消費生活相談員の確保

や資質向上により、相談体制を充実します。 

 

重要業績評価指標（KPI） 
現状値

（R3(2021)） 

目標値

（R9(2027)） 

人口千人あたりの刑法犯認知件数 5.4件 5.4件 

人口千人あたりの地域防犯(見守り)活動人数 11.3人 12.0人 

 

 

 

 

 

 

  

協働・共創のまちづくり指針 

 日頃から隣近所でのあいさつを心掛け地域のパトロール等へ積極的に参加します。 

 消費生活の正しい知識を習得し、トラブルが生じたときには消費生活センター等に
相談します。 

関連する分野別計画 

無し 

17.17 

1 こどもレディース 110番の家：地域全体で子ども・女性の安全を確保するため、緊急に避難できる家のこと。身の

危険を感じ避難してきた人の保護を目的としている。 
2 ランニングパトロール隊：本市内で定期的にランニングやジョギングを行っている人に、日頃の活動の範囲内で

「児童生徒の見守り」、「防犯灯の故障や道路の不具合箇所の通報」等、地域の安全・安心見守り活動をお願いする市

独自の取組み。 
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３－３．みんなが交通ルールやマナーを守り交通事故のないまちを目指す 

 ５年後のまちの姿 

様々な機会を通じて交通安全運動や交通安全教育が行われ、市民の交通安全意識が高

まっています。 

また、歩行者や自転車が安心して通行できる道路・交通環境が整備され、交通死亡事故の

ないまちが実現しています。 

◇関連する SDGsの主なゴールとターゲット 

ゴール 

  

ターゲット 3.6 11.2 

 

 現状と課題 

 令和２(2020)年の国内の交通事故死者数は 2,839人であり、戦後最少となっていますが、

歩行者・自転車の事故による死者数がその約半数を占めているほか、生活道路における死

傷事故での被害者は小学生と 75歳以上の高齢者が多くなっており、子どもや高齢者を交

通事故から守ることが大きな課題となっています。 

 本市の令和３(2021)年の交通事故死者数は３人で、交通事故発生件数は減少傾向ですが、

市内には自動車の交通量が多い道路があるため、引き続き警察等の関係機関と連携し、交

通安全対策を推進することが求められています。 

 本市の生活道路においても小学生と高齢者の事故が多い状況を踏まえ、子どもや高齢者
が事故に遭わないよう、交通ルールの遵守と交通マナーの実践のための交通安全教育の

実施が重要です。 

 通学路等の重要性が高い道路を優先して安全対策を実施していますが、幅員の狭い道路
では歩行者の安全確保が課題となっています。令和３(2021)年度に実施した通学路安全

総点検では、対策が必要な箇所が多く報告されており、関係機関が連携して安全確保に取

り組むことが必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

関連図表や写真等 

 

 

 

関連図表や写真等 

出典：埼玉県防犯・交通安全課資料 

 

道路パトロール 

9

1 1

5

3

0

2

4

6

8

10

H29

(2017)

H30

(2018)

R1

(2019)

R2

(2020)

R3

(2021)

交通事故による死者数
（人）

（年）



基本目標３ いつまでも安全・安心な暮らしの環境が整っているまちをつくる 

91 

 施策の方向性 

 

 

 

 

 

（１）交通安全意識を高め、事故のない環境づくりを進めます 

関係機関と連携し、交通安全運動等による啓発活動を行うとともに、学校・家庭・地域・

職場における交通安全教育を支援し、広く交通安全に対する意識を高めます。また、交通事

故に遭った市民の助け合いを目的とした市町村交通災害共済制度への加入を促進します。 

 

（２）安全・安心な道路・交通環境を整備します 

道路パトロール等により道路の不具合や危険箇所を早期に発見し、速やかに補修等を実

施します。また、道路標識や路面標示、防護柵等の交通安全施設を計画的に設置し、安全で

安心して通行できる道路交通環境を整備します。 

さらに、通学路安全総点検の結果を踏まえ、交通安全施設の計画的な修繕等を実施します。 

 

重要業績評価指標（KPI） 
現状値

（R3(2021)） 

目標値

（R9(2027)） 

交通事故死者数 3人 0人 

第５期埼玉県通学路整備計画に基づく通学路安全対策の実施率 0.0％ 100.0％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

関連する分野別計画 

第 11次久喜市交通安全計画（令和３(2021)年度～令和７(2025)年度） 

協働・共創のまちづくり指針 

 交通事故の危険性を認識し、日頃から交通ルールやマナーを守り行動します。 

 道路の危険箇所等を見つけたら、通報システム等を活用し市に連絡します。 

17.17 
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＜基本目標４＞ 

豊かな自然と調和し便利で快適な住み心地 

よいまちをつくる 
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４－１．良好な景観を守り質の高い都市機能・住環境を整備する 

 ５年後のまちの姿 

都市と田園の風景が調和した景観と良好な街並みが保全されています。また、都市に求め

られる様々な機能が集約された、持続可能な都市の実現に向けた取組みが進められていま

す。 

さらに、駅周辺地域におけるまちづくりや空家等対策の取組みにより、良好な住環境が整

備されています。 

◇関連する SDGsの主なゴールとターゲット 

ゴール 

 

ターゲット 
11.1  11.2 

11.3 11.a 

 

 現状と課題 

 少子高齢化や人口減少が進む中、地域の活力を維持するとともに、医療・福祉・商業等の
都市機能を確保して、人々が安心して暮らせる持続可能なまちづくりを進めることが重

要となっています。 

 都市・田園・河川等が織りなす景観は、これからも守り続けたい本市の大切な財産です。
一方で、市内のインターチェンジ周辺や主要な幹線道路の沿道等、交通利便性が高い地域

を中心に開発需要が高まっていることから、こうした良好な景観を保全するための対策

が必要です。 

 鉄道駅周辺等の市街地においては、交通混雑が発生しているほか、土地利用の高度化が図
られず、潜在価値が発揮できていない状況が見られます。また、駅前広場や都市計画道路

が未整備の箇所があるなど、都市基盤の整備が不十分な状況もみられます。こうした状況

を改善し、暮らしやすい魅力的なまちづくりを進めることが求められています。 

 既存の工業団地における空き用地が少ないため、新たな企業立地の需要に応えられてい
ない状況にあります。そのため、交通利便性の高さを生かした産業基盤の整備を進めるこ

とが求められています。 

 地域の生活環境に影響を及ぼす管理不全の空家等が問題となっている中、住みやすく快
適な住環境を創出するため、空家等対策を進めていくことが必要です。 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

関連図表や写真等 

 

 

 

関連図表や写真等 

南栗橋８丁目まちづくりイメージ図 

管理不全

77件（4.9%）

修繕等により

利活用可能

519件（33.2%）

利活用可能

967件

（61.9%）

令和２年度空家等実態調査結果による空き家数

総計

1,563件

出典：都市整備課資料 



基本目標４ 豊かな自然と調和し便利で快適な住み心地よいまちをつくる 

95 

 施策の方向性 

 

 

 

 

 

（１）緑豊かで良好な景観を守り続けます 

県の景観条例及び景観計画に基づき、建築行為等に対する指導を行い、市街地と農地や自

然が調和する景観を保全します。また、地区計画に基づく適切な指導を行い、良好な街並み

を保全します。 

 

（２）総合的な視点から質の高い都市をつくります 

環境に配慮しつつ、医療や商業等の様々な機能を併せ持つ都市の形成を図るとともに、各

地区の地域資源を生かした街並みを創出し、健康で快適に生活できるまちづくりを進めま

す。また、鉄道駅周辺の市街地においては、駅前広場や都市計画道路といった都市基盤の整

備を推進するとともに、これからの都市に求められる「コンパクト(集約)」、「スマート(技

術活用)」、「レジリエント(強靭)」の要素を取り入れたまちづくりを、産官学の連携や市民

との協働により進めます。特に、久喜駅東西口周辺においては、本市の中心拠点にふさわし

い市街地として、最適な交通環境を構築するとともに、多様な都市機能の集約を進めます。 

さらに、インターチェンジ周辺や主要な幹線道路の沿道等において産業基盤の整備を促

進します。 

 

（３）住みやすく快適な住環境をつくります 

温室効果ガスの排出削減等、ゼロカーボンシティの実現を目指すため、建物等の省エネル

ギー化・ゼロエネルギー化を促進します。また、より良好な住環境を創出するため、「改善、

活用・流通、予防」の視点から空家等対策を推進します。 

さらに、水害時に浸水等の被害が想定される市街化調整区域における新たな住宅開発を

抑制します。 

 

重要業績評価指標（KPI） 
現状値

（R3(2021)） 

目標値

（R9(2027)） 

次世代技術を取り入れた都市環境の整備面積 0.0ha 12.5ha 

空き家のサポート窓口における活用・流通実績数 0件 50件 

 

 

 

 

  

協働・共創のまちづくり指針 

 豊かな自然を守るため、清掃活動等を通じて景観保全に協力します。 

 地区計画により形成された良好な街並みの保全に協力します。 

関連する分野別計画 

久喜市都市計画マスタープラン（平成 25(2013)年度～令和 14(2032)年度） 

久喜市空家等対策計画（令和３(2021)年度策定） 

17.17 
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４－２．安全で快適な道路の整備と公共交通の利便性を高める 

 ５年後のまちの姿 

地域間や拠点間を結ぶ幹線道路や生活道路の整備、橋梁の長寿命化の推進、歩行者や自転

車の安全の確保により、安全で円滑な移動が実現しています。また、圏央道が４車線化され、

久喜駅東側でスマートインターチェンジの整備が進んでいます。 

さらに、民間事業者と市により公共交通が維持され、高齢化による交通弱者*1の増加にも

対応しています。 

◇関連する SDGsの主なゴールとターゲット 

ゴール 

   

ターゲット 3.6 9.1 
11.2  11.3 

11.7 
 

 現状と課題 

 安全で利便性の高い道路網は、人々の生活だけでなく、産業の活性化にも不可欠な都市基
盤です。また、高齢化に伴う交通弱者の増加も予測されるため、国は、まちづくりと連携

して面的な公共交通ネットワークを再構築し、「コンパクト・プラス・ネットワーク(地域

公共交通と連携した集約のまちづくり)」の実現を図っています。 

 本市の主要な道路骨格は、東北道や圏央道、国道４号・122号・125号、主要地方道さい

たま栗橋線等で構成され、国道 125 号バイパスの完成や圏央道の４車線化工事が進んだ

ことにより、さらに広域的な交通利便性が高まっています。この交通利便性を最大限に生

かすため、地域間や拠点間を結ぶ幹線道路の整備、久喜駅東側での圏央道スマートイン

ターチェンジの設置及び関連する道路の整備が必要です。 

 市内における交通渋滞の解消を図り、安心して通行できる道路環境となるよう国道や県
道の整備の促進が必要です。また、市民生活に密着した道路を適切に維持管理するととも

に、幅員の狭い道路の解消や道路環境の改善を図ることが必要です。 

 河川が多い地域特性から、道路の整備に伴う新たな橋梁の設置が必要です。また、既存の
橋梁は老朽化が進んでいるものもあり、橋梁の長寿命化の推進が必要です。 

 自転車は日常生活の移動手段のほか、レジャーや健康づくり、環境負荷の軽減にも繋がる
ことから、安全で快適に利用できる環境づくりが必要です。 

 本市では、市内循環バスやデマンド交通(くきまる)、くきふれあいタクシー(補助タク)を

運行していますが、今後も民間事業者と連携を図り、公共交通手段を維持していくことが

重要です。 

 

  

 

 

 

関連図表や写真等 

 

 

 

関連図表や写真等 

出典：久喜市舗装率調書 整備された道路（西堀・北中曽根線） 
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 施策の方向性 

 

 

 

 

 

 

（１）広域的交通利便性を最大限に生かすための道路整備を進めます 

各地区の拠点間を結ぶ、広域避難路としても有効な都市計画道路や幹線道路を整備し、移

動軸の形成を図ります。また、東北道や圏央道等による交通利便性を最大限に生かすため、

久喜駅東側における圏央道スマートインターチェンジの設置に向けた検討を行うとともに、

関連する道路整備を進めます。 

さらに、主要地方道川越栗橋線や主要地方道春日部久喜線、県道幸手久喜線等の歩道整備

を含めた道路拡幅及び交差点改良、県道久喜騎西線のバイパス整備等を促進します。 
 

（２）生活道路と橋梁の安全性を高めます 

道路の不具合や危険箇所の早期発見に努め、速やかな補修等を行うとともに、地域のニー

ズを踏まえ、快適な生活道路の整備を推進します。また、橋梁については、計画的に点検や

修繕を行い、長寿命化を図ります。 

 さらに、自転車の安全な活用を推進するため、自転車ネットワーク計画を策定します。 
 

（３）市内公共交通の利用を促します 

都市へのアクセスの良さや道路・鉄道の交通利便性を堅持・発展させるために、事業者と

の連携により、民間公共交通の利用を促します。また、市が運行する公共交通についても利

用を促し、交通弱者も含めた市民の移動手段の確保に努めます。 
 

重要業績評価指標（KPI） 
現状値

（R3(2021)） 

目標値

（R9(2027)） 

歩道整備延長 159,250ｍ 165,000ｍ 

舗装整備率 75.04％ 75.52％ 

市が運行する公共交通利用者数 

154,229人 

※コロナ影響 

166,125人 

(R元年度) 

190,500人 

 

 

 

  

協働・共創のまちづくり指針 

 身近な道路を美しく保つため、清掃等の道路美化活動に参加します。 

 買い物等での外出の際は、できるだけ公共交通機関を利用し、環境負荷の軽減にも
心掛けます。 

関連する分野別計画 

久喜市都市計画マスタープラン（平成 25(2013)年度～令和 14(2032)年度） 

久喜市橋梁長寿命化修繕計画（令和３(2021)年度見直し） 

久喜市地域公共交通計画（平成 25(2013)年度策定） 

17.17 

1 交通弱者：公共交通機関が使えない人、自家用車を運転できない人、移動に困難を感じている人等の総称。 
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４－３．憩いとやすらぎの空間を充実する 

 ５年後のまちの姿 

身近な公園施設が整備されるとともに、行政と市民の協働のもと、維持管理が適切に行わ

れ、市民の憩いとやすらぎの空間が実現しています。 

また、多様な生態系の保全に繋がる生物の生息・生育に配慮した水辺環境の保全や、市民

参加による緑化が実現しています。 

◇関連する SDGsの主なゴールとターゲット 

ゴール 

   

ターゲット 6.6 
11.3 

11.7 

15.1  15.2 

15.3 15.5 

 

 現状と課題 

 公園や緑地は、都市にとって貴重な憩いとやすらぎの空間であるだけでなく、防災機能を
はじめとした多様な機能を有しています。そのような中、公園施設の老朽化対策や維持管

理等が課題となっています。 

 本市は、恵まれた自然環境の中、市民の憩いとやすらぎの空間を充実させるため、更なる
公園整備に努め、現在、「(仮称)本多静六記念 市民の森・緑の公園」や、栗橋駅西地区で

の公園整備を進めています。また、公園利用者が快適に利用できるよう、既存の公園トイ

レの改修や更新が必要です。 

 公園施設は老朽化が進んでおり、久喜市総合運動公園の大規模改修や、その他の都市公園
の施設・遊具等の更新が必要です。 

 市民生活に密着した公園や緑地の管理には、市民参加が欠かせません。今後も、愛着ある
公園づくりに向けて、市民参加による維持管理を促していくことが重要です。 

 本市には、大小多くの河川や池沼があり、水辺環境に恵まれています。これらを生かし、
市民が憩える美しく潤いのある水辺の環境づくりが必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

関連図表や写真等 

 

 

 

関連図表や写真等 

南栗橋近隣公園（ウォータープラザ） 
出典：埼玉県公園スタジアム課資料 
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 施策の方向性 

 

 

 

 

 

 

（１）市民等に親しまれる公園を整備します 

本市の偉人を顕彰した「（仮称）本多静六記念 市民の森・緑の公園」や、栗橋駅西地区で

の公園整備等を進めます。また、老朽化に伴い公園施設を更新する際には、地域の特性や

ニーズ等を踏まえ、健康遊具やユニバーサルデザイン遊具*1等の整備を進めます。 

さらに、公園トイレが快適に利用できるよう、改修や更新を行います。 

 

（２）公園施設の計画的な長寿命化等の推進と、管理への市民参加を促します 

公園施設の長寿命化や、遊具の更新等を計画的に進めます。また、引き続き市民・団体の

理解と協力を得ることにより、市民参加による公園の維持管理を推進します。 

 

（３）良好な水辺環境を保全し、公共空間の緑化を推進します 

景観や多様な生態系に配慮した水辺環境の保全を、市民参加をはじめとした様々な手法

により推進します。また、レクリエーションや水に親しむ場の創出に努めます。 

さらに、緑の保全と創造のため、公園をはじめとした公共空間の緑化を推進し、一般家庭

への苗木配布等を進めるとともに、保存樹木・樹林等の緑の保全に努めます。 

 

重要業績評価指標（KPI） 
現状値

（R3(2021)） 

目標値

（R9(2027)） 

市民１人当たりの都市公園面積 
7.38㎡ 

(速報値) 

8.13㎡ 

公園の地元管理業務委託締結数 151公園 155公園 

 

 

 

 

 

 

  

協働・共創のまちづくり指針 

 身近な公園を美しく保つため、公園の美化活動や、維持管理活動に参加します。 

 河川・水路等の身近な水辺に関心を持ち、環境保全活動を行います。 

 地域の緑を守るため、「緑の募金」や植林活動に協力します。 

関連する分野別計画 

久喜市都市計画マスタープラン（平成 25(2013)年度～令和 14(2032)年度） 

久喜市公園施設長寿命化計画（令和２(2020)年度～令和 12(2030)年度） 

第２次久喜市環境基本計画（令和５(2023)年度～令和 14(2032)年度） 

久喜市緑の基本計画（平成 27(2015)年度～令和６(2024)年度） 

17.17 

1 ユニバーサルデザイン遊具：障がいの有無に関わらず、誰もが利用できるようにデザインされた遊具のこと。 
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４－４．安全・安心な水道水の供給と衛生的な生活環境をつくる 

 ５年後のまちの姿 

計画的な水道施設の更新・耐震化及び効率的な事業運営が図られ、水道水が安定的に供給

されています。 

また、公共下水道の計画的な整備、農業集落排水処理施設の適切な維持管理及び合併処理

浄化槽の普及により、衛生的で快適なまちが実現しています。 

◇関連する SDGsの主なゴールとターゲット 

ゴール 

  

 

ターゲット 
6.1  6.2 

6.3 6.4 

14.1 14.3 

14.5 14.c 
16.6 

 

 現状と課題 

 上水道・下水道は、人々の暮らしを支える社会基盤ですが、施設の老朽化が進んでおり、
その更新が課題となっています。また、地震等の災害に強い上水道・下水道の整備や、よ

り効率的な事業運営も求められています。 

 市民に安全・安心な水道水を安定的に供給するため、「久喜市水道ビジョン(経営戦略)」

に基づく、経年劣化した施設の更新や配水池・配水管の耐震化と効率的な事業運営の推進

が必要です。 

 衛生的で快適なまちづくりを実現するため、「久喜市下水道事業中期経営計画(経営戦略)」

に基づく、公共下水道事業計画区域内の未整備地域の整備や合流式下水道*1 の改善が必

要です。また、施設の適切な維持管理と効率的な事業運営の推進が必要です。 

 公共下水道事業計画区域外では、農業集落排水処理施設や浄化槽（合併・単独）によって、
生活排水等を処理しています。今後も、農業集落排水処理施設の適切な維持管理と単独処

理浄化槽等から合併処理浄化槽への転換の促進が必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

関連図表や写真等 

 

 

 

関連図表や写真等 

出典：水道施設課資料 八甫浄水場 1号配水池の更新工事 
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 施策の方向性 

 

 

 

 

 

（１）水道水を安定的に供給します 

将来にわたり安全・安心な水道水の安定供給を図るため、老朽化した施設の更新や配水

池・配水管等の耐震化を進めます。また、人口減少等により料金収入の増加が見込めない傾

向にあるため、水需要の動向にあわせた水道施設の適正化を図るなど、効率的な水道事業運

営に努めます。 

 

（２）公共下水道施設の整備を推進します 

公衆衛生の向上や都市の健全な発達に寄与するため、公共下水道事業計画区域内の未整

備地域の整備、浸水対策や合流式下水道の改善を進めます。また、管渠等の施設の適切な維

持管理、公共下水道への接続促進、使用料の適正化等、効率的な公共下水道事業運営に努め

ます。 

 

（３）農業集落排水処理施設の適切な維持管理と合併処理浄化槽への転換を進めます 

公共用水域や農業用水の水質保全に資するため、農業集落排水処理施設の機能強化や適

切な維持管理に努めるとともに、公共下水道への接続を推進、使用料の適正化等、効率的な

農業集落排水事業運営に努めます。また、浄化槽処理促進区域においては、単独処理浄化槽

等から合併処理浄化槽への転換を促進します。 

 

重要業績評価指標（KPI） 
現状値

（R3(2021)） 

目標値

（R9(2027)） 

水道管の耐震化率 39.8％ 43.5％ 

下水道普及率 76.6％ 78.8％ 

 

 

  

協働・共創のまちづくり指針 

 貴重な資源である水に関心を持ち、水を大切に使います。 

 水環境に高い関心を持ち、台所で油等を流さないように心掛けます。 

関連する分野別計画 

久喜市水道ビジョン(経営戦略)（令和５(2023)年度～令和 14(2032)年度まで） 

久喜市下水道事業中期経営計画(経営戦略)（平成 30(2018)年度～令和９(2027)年度まで） 

久喜市下水道ストックマネジメント計画（平成 31(2019)年度～令和５(2023)年度まで）  

久喜市合流式下水道改善基本計画（令和３(2021)年度策定） 

農業集落排水最適整備構想（令和２(2020)年度策定） 

久喜市一般廃棄物(生活排水)処理基本計画（令和３(2021)年度～令和７(2025)年度まで）  

久喜市 宮代町地域 久喜市循環型社会形成推進地域計画（平成 29(2017)年度～令和５(2023)年度まで） 

17.17 

1 合流式下水道：汚水と雨水を同じ下水道管で排水する下水道のこと。 
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＜基本目標５＞ 

産業が元気で魅力と活力にあふれ働きがいの

あるまちをつくる 
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５－１．自然の恵みを生かし豊かで持続可能な農業を守り育てる 

 ５年後のまちの姿 

 農業生産基盤の強化、優良農地の保全により、多様な担い手の確保・育成が促進され、地

域の特色を生かした農業が守り育てられています。 

また、安全・安心で付加価値の高い農業や、観光との連携、地産地消の推進が図られ、久

喜市産農産物の知名度が向上するとともに、農業への関心が高まっています。 

さらに、農業分野における脱炭素に向けた取組みが進んでいます。 

◇関連する SDGsの主なゴールとターゲット 

ゴール 

     

ターゲット 
2.3 2.4 

2.5 
4.4 

8.2  8.3 

8.5  8.9 

9.1  9.2 

9.4 

12.1 

12.3 
 

 現状と課題 

 農業の担い手不足を背景に、遊休農地*1が増加傾向にあり、多様な担い手の確保が急務と

なっています。一方、ブランド化を通じた付加価値の高い農産物や、AIを活用したスマー

ト農業*2への新規参入者の増加等、新たな潮流も生まれてきています。 

 本市では都市近郊の農業が営まれており、稲作のほか、梨・いちご等が栽培されています。
しかし、従事者の減少と高齢化が進み、持続可能な農業を守り育てることが必要です。 

 農業経営の確立には、生産性の向上が必要であり、道路や水路、圃場の整備、農地の集積
等が課題です。また、農業の収益は、地球温暖化や自然災害等の影響を受けやすく、農業

者の収入の安定化を図ることが重要です。 

 農業を担う多様な主体を育成するため、企業参入や農業法人の設立促進、後継者や新規就
農者の育成が必要です。また、都市近郊農業の特長を生かし、市民の農業への関心を高め、

中長期的に農業に関わる人を増やすことが重要です。 

 消費者の消費動向に応じた良質な農産物の生産の促進が必要です。また、農産物の知名度
の向上や、生産・加工・流通を一体的に行う農業の６次産業化を図り、高付加価値化を目

指すとともに、市内での地産地消を進めることが重要です。 

 技術革新を踏まえたスマート農業の導入が進められており、今後はこの潮流を拡大する
とともに、地球に優しい環境保全型農業*3の推進が必要です。また、農業や観光の拠点機

能の充実が必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

関連図表や写真等 

スマート農業によるトマト栽培 

・久喜市の特産  

梨、いちご 

・久喜産 PRシール 
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 施策の方向性 

 

 

 

 

 

 

（１）農業生産基盤の強化と優良農地の保全を進めます 

生産性向上や経営安定化に向けて農地の集積・集約化を進めるとともに、農業用水路等の

農業生産基盤の維持管理や整備を行います。また、農業振興地域制度や農地制度の適正な運

用を図り、優良農地の保全や遊休農地の解消に努めます。 

 

（２）多様な農業の担い手を確保し、育てます 

持続可能で自立した農業経営に向けた支援を行い、農業者の法人化や市内外の企業参入

を推進します。また、後継者や新規就農者の育成、障がい者が農業分野で活躍できる農福連

携の取組み等、多様な人材の活躍を促進します。 

さらに、市民の農業への関心と理解を深めるため、市民農園を活用した講座等の開催、農

園利用者による自主事業を促進します。 

 

（３）付加価値の高い農業、地産地消を促進します 

 安全・安心な農産物や付加価値の高い農産物への消費者ニーズに対応するため、農業の６

次産業化や有機栽培、減農薬・減化学肥料栽培等の環境保全型農業等を促進します。また、

久喜市産農産物の地産地消や販路拡大を図るため、農産物直売所の充実を促進するととも

に、学校給食への農産物の供給量の増加に努めます。 

 

（４）スマート農業の支援とゼロカーボン技術を促進します 

 農作業の効率化と最適化を図るため、スマート農業の導入を支援します。また、燃料や資

材の削減を実現するため、脱炭素技術の導入を促進します。 

 さらに、これらの技術を導入して生産された農産物の新たなブランド化を図ります。 

 

（５）農業振興拠点（道の駅）の整備を進めます 

地域資源を生かした農業や観光の拠点として、防災機能を併せ持つ農業振興拠点(道の

駅)を整備し、産業振興や交流人口の増加を図ります。 

 

重要業績評価指標（KPI） 
現状値

（R3(2021)） 

目標値

（R9(2027)） 

遊休農地面積 83.0ha 77.0ha 

農業法人数 9法人 12法人 

 

協働・共創のまちづくり指針 

 地域の農業資源の保全や環境維持に努めます。 

 市内農産物を積極的に購入し、地産地消を進めます。 

 SNS等を通じ、市内の特産品を市内外に広くアピールします。 

17.17 
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関連する分野別計画 

久喜市農業振興地域整備計画（平成 26(2014)年策定） 

久喜市農業経営基盤の強化の促進に関する基本的な構想（平成 26(2014)年策定） 

第２次久喜市農業農村基本計画（令和５(2023)年度～令和 14(2032)年度） 

1 遊休農地：かつて農地であったが、現在は農地として利用されておらず、将来も利用の見込みがない土地のこと。 
2スマート農業：ロボット技術や ICTを活用して、省力化・精密化、高品質生産の実現等を推進している新たな農業

のこと。 
3 環境保全型農業：農薬や化学肥料の使用量減少、有機栽培の実施等による、環境に配慮した持続可能な農業のこと。 
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５－２．まちの賑わいを支える商工業を振興し経済の活性化を図る 

 ５年後のまちの姿 

 中心市街地の活性化が図られ、消費活動は安定し、まちの賑わいと活力が維持・創出され

ています。 

また、地域経済を支える中小企業の経営基盤が強化されるとともに、交通利便性を生かし

た新たな産業基盤が整備され、環境に配慮した優良企業の誘致と立地が進んでいます。 

◇関連する SDGsの主なゴールとターゲット 

ゴール 

    

ターゲット 4.4 
8.1  8.2 

8.3 8.9 

9.1 9.2 

9.3 9.4 
12.1 

 

 現状と課題 

 人口減少による国内市場の縮小、経済のグローバル化の進展、インターネットショッピン
グの普及、自然災害や感染症による影響等、我が国の地域経済をめぐる環境は著しく変化

している中、本市の地域商工業は、少子高齢化の進行により、後継者不足や人材不足が経

営上の課題となっています。 

 市内には、幹線道路沿いに大規模商業施設が立地しているだけでなく、地域に密着した特
色ある商店街もあります。消費者のニーズに応えながら、それぞれの特性を生かし、地域

経済の活性化に向けた取組みを進めることが重要です。また、観光資源を生かした地域特

産品の開発等、商業の新たな魅力づくりも必要です。 

 本市には、東北道の久喜インターチェンジや圏央道の白岡菖蒲インターチェンジ等があ
り、広域的な交通利便性が高いことから、企業の立地に関する相談が多く寄せられていま

す。しかし、既存の工業団地用地が限られていることから、新たな産業基盤の整備が求め

られています。 

 今後は、地域特性を生かした企業誘致・産業集積の推進に加え、企業のカーボンニュート
ラル*1に向けた取組みの促進が求められています。また、市内の既存企業の経営安定化や

時代の要請・需要を捉えた起業・創業による地域経済の活性化が必要です。 

  

 

 

 

関連図表や写真等 

 

 

 

関連図表や写真等 

出典：経済産業省「商業統計調査」、総務省・経済産業省「経済センサス-活動調査」  清久工業団地航空写真 
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 施策の方向性 

 

 

 

 

 

（１）賑わいと活力あふれる地域経済の活性化を推進します 

市内の商店街が取り組む各種事業への支援により、賑わいと魅力のある商店街づくりを

進めるとともに、大型商業施設と商店・商店街との連携により、魅力的で利便性の高い商業

拠点の形成を図ります。また、商工業と観光業との連携により、新商品の開発や付加価値の

高い商品づくり等を支援するとともに、イベント等を通じた市内外への PR を強化します。 

さらに、魅力ある技術や商品について、ふるさと納税制度*2等を活用して PRするなど、

積極的に情報発信します。 

（２）市内事業者の経営安定化と起業促進の環境を整備します 

商工会との連携のもと、経営相談や経営セミナー等の開催により、経営改善を支援し市内

事業者の経営安定化を図るとともに、商店街のキャッシュレス化を推進し、利用客の利便性

の向上を図ります。また、空き店舗の活用やビジネスグランプリ*3の充実等により、起業・

創業のための支援を進めるとともに、民間事業者が行う創業支援の施設整備に対して支援

を行い、当該事業者と連携することで起業しやすい環境づくりの充実を図ります。 

（３）新たな工業用地の確保と企業誘致を推進します 

インターチェンジ周辺や主要な幹線道路の沿道等において、高い交通利便性を生かした

産業基盤の整備を促進し、工業用地の創出に努めます。また、環境に配慮した取組み等、市

の施策の推進に寄与する優良企業の誘致を進めるため、新たな企業の立地や移転に関する

優遇助成制度の充実を図ります。 

 

重要業績評価指標（KPI） 
現状値

（R3(2021)） 

目標値

（R9(2027)） 

ふるさと納税寄附金の寄附者数 1,555人 2,800人 

市内商店街のキャッシュレス化率 35.5% 40.0% 

新たな流通・工業系用地面積 0.0ha 80.0ha 

 

 

 

 

 

関連する分野別計画 

久喜市中小企業・小規模企業振興基本計画（令和元(2019)年度～令和５(2023)年度） 

協働・共創のまちづくり指針 

 本市の生産品を市内の商店で購入し、地域経済を盛り上げます。 

 本市ならではの特産品開発により、商工業等の魅力向上を目指します。 

17.17 

1 カーボンニュートラル：二酸化炭素をはじめとする温室効果ガスの「排出量」から、植林、森林管理等による「吸

収量」を差し引いて、合計を実質的にゼロにすること。 
2ふるさと納税制度：生まれ故郷や応援したい市町村等を自分で選択し、その自治体に寄附（ふるさと納税）ができ

る制度のこと。 
3 ビジネスグランプリ：これから創業する方やビジネスプランを持つ中小企業者等を発掘するとともに、新たな取組

みにチャレンジする人を支援するなど、市内をビジネス拠点とする事業者の創出を目的に、ビジネスプランを全国か

ら募集する取組みのこと。 
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５－３．誰もが働きがいを感じられる雇用と働きやすい環境をつくる 

 ５年後のまちの姿 

 雇用機会が確保され、市内の事業所ではライフスタイルに応じた柔軟な働き方が推進さ

れています。 

また、若者や女性、障がい者、高齢者の就業が進み、市民が身近な地域で希望する働き方

を選択でき、働きがいを感じることのできる就労環境が実現しています。 

◇関連する SDGsの主なゴールとターゲット 

ゴール 

     

ターゲット 1.2 
4.3 4.4 

4.5 

8.5  8.6 

8.7 8.8 
9.2 

10.2 

10.3 

 

 現状と課題 

 不安定な雇用情勢に加え、急激な産業構造の変化により生じる、求職と求人のミスマッチ
の解消等が求められています。また、長時間労働やハラスメントの解消等、誰もが働きや

すい環境の整備が求められています。 

 人生 100 年時代と言われる中、社会人の学ぶ意欲とキャリアアップ等のニーズの高まり

や、オンラインによる学習環境の整備等を受けて、誰もがいつでも自由に学び直しができ

るリカレント教育*1 を推進し、社会構造の変化に対応できるような人材の育成が求めら

れています。 

 本市では、ハローワーク春日部と連携し、久喜市ふるさとハローワークにおいて求職者を
支援しています。今後も、関係機関との連携による市内での雇用の安定と雇用機会の拡充

が必要です。また、若者や女性、障がい者、高齢者等の多様な人材を生かすための働き方

や雇用機会の充実も必要です。 

 近年では、子育てや介護との両立等、柔軟な働き方を可能とする環境の重要性が増してい
ます。働き方改革を促進し、誰もが自分らしく働ける職場環境の整備が求められています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

関連図表や写真等 

 

 

 

関連図表や写真等 

出典：久喜市ふるさとハローワーク利用状況実績 
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 施策の方向性 

 

 

 

 

 

（１）雇用機会の拡大と就労支援の充実を図ります 

地元での雇用機会の拡大を図るため、ハローワーク等との連携により、市内事業所の求人

や内職募集等の情報収集を行い、求人情報を発信します。また、デジタル技術をはじめとす

る高い専門性や技術を持った人材の育成に繋がる実践的な学びを推進するため、埼玉県等

と連携し、IT関連や介護・福祉分野で役立つ技術を学べる各種セミナー等を開催します。 

さらに、若者や女性、障がい者、高齢者等の雇用機会を増やすために、埼玉県との連携に

より、合同就職面接会の開催や各種制度の普及・啓発を行います。 

 

（２）誰もが働きやすい環境をつくります 

誰もが自分らしく働ける、多様な働き方に対応した環境やワーク・ライフ・バランスの観

点を持った働きがいのある職場をつくるため、「多様な働き方実践企業」認定制度*2の普及

に努めます。また、勤労者の健康増進や余暇活動の促進を図ります。 

 

（３）新たな雇用機会を創出します 

産業基盤の整備により優良企業を誘致し、良好な労働環境が整った新たな雇用機会の創

出に努めます。また、こうした取組みを積極的に市内外に PRし、幅広い世代の移住・定住

を促進します。 

 

重要業績評価指標（KPI） 
現状値

（R3(2021)） 

目標値

（R9(2027)） 

就労支援セミナー参加者数 44人 70人 

多様な働き方実践企業認定企業数 60社 72社 

 

 

  

協働・共創のまちづくり指針 

 ワーク・ライフ・バランスを意識した、働きやすい職場をつくります。 

 若者や女性、障がい者、高齢者等の雇用機会を積極的に確保します。 

関連する分野別計画 

久喜市中小企業・小規模企業振興基本計画（令和元(2019)年度～令和５(2023)年度） 

17.17 

2「多様な働き方実践企業」認定制度：仕事と家庭の両立を支援するため、テレワークや短時間勤務等、多様な働き
方を実践している企業等を埼玉県が認定する制度のこと。 

1 リカレント教育：学校教育からいったん離れたあとも、それぞれのタイミングで学び直し、仕事で求められる能

力を磨き続けていくために社会人が行う学びのこと。 
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＜基本目標６＞ 

水や緑と共生しやすらぎが生まれ地球環境に

やさしいまちをつくる 
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特定外来生物 

①アライグマ 

②オオキンケイギク 

③クビアカツヤカミキリ 

 

６－１．生物多様性の保全と快適な自然環境の創造により自然との共生社会をつくる 

 ５年後のまちの姿 

自然の保全と創造が図られ、市民が自然環境の大切さを実感することを通じて、本市の豊

かな水辺や緑が守られています。 

また、市民・事業者・各種団体・行政が協働して、環境美化や公害防止対策に取り組むこ

とにより、自然と共生する快適な生活環境が実現しています。 

◇関連する SDGsの主なゴールとターゲット 

ゴール 

     

ターゲット 
3.9 

3.a 
11.6 

12.4 12.5 

12.8 

14.1 14.2 

14.3 14.c 

15.1 15.8 

15.9 

 

 現状と課題 

 令和３(2021)年 10月の生物多様性条約第 15回締約国会議(COP15)で、生物多様性の確保

に向けた「昆明宣言」が採択されました。このような国際情勢の中、国は「自然と共生す

る世界」を引き続き長期目標として掲げ、環境保全に向けた取組みを推進しています。 

 本市では、「久喜市環境基本計画」等に基づき、環境の保全・創造に関する取組みを計画
的に推進しています。 

 自然環境の保全をめぐる問題は複雑化かつ多様化し、分野を越えた様々な連携が必要で
す。今後は、多様な主体の参画と連携による環境教育・学習や、環境に配慮した活動の促

進等がより一層重要です。 

 生態系への影響を防ぐため、特定外来生物*1 等に関する啓発や防除を行っていますが、

人々の生活に身近なところでも、生物多様性の損失といった環境問題が顕在化していま

す。 

 人と動物との共生に配慮した生活環境の保全を図るため、終生飼養の責務、動物の虐待の
防止及び動物の適正な飼育に関して、正しい知識や理解を持つことが必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

関連図表や写真等 

樹木観察会（鷲宮神社） 

①  

②  ③ 
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 施策の方向性 

 

 

 

 

 

 

 

（１）自然環境と共生し生物多様性の保全を図ります 

自然環境への理解を深めるため、各種観察会や目で見る環境講座等、環境学習の機会の充

実を図るほか、良好な自然環境の保全に努めるとともに、特定外来生物の防除を行い、生態

系を保護します。 

 

（２）快適な生活環境を創造します 

安全で快適な生活環境を維持するため、ポイ捨てや路上喫煙等の防止、ゴミゼロ・クリー

ン久喜市民運動を推進するとともに、不法投棄対策として、地域住民や事業者、県、警察等

と連携した取組みを進めます。また、各種団体や事業者等と連携し、河川水質の調査や大気

汚染の監視、土壌汚染対策等を推進するとともに、騒音や振動、悪臭等の事案に対しては、

原因を調査し、原因者への適切な指導に努めます。 

 

（３）動物愛護と適正飼育を推進します 

 あらゆる動物の生命を大切にするという考えのもと、人と動物が共に幸せに暮らせる社

会を目指し、広報紙やホームページ等での啓発や犬のしつけ方教室等を実施することによ

り、動物愛護と適正飼育に関する意識の向上を図ります。 

 

重要業績評価指標（KPI） 
現状値

（R3(2021)） 

目標値

（R9(2027)） 

市内における温室効果ガスの排出量 
774千 t 

(R元年度) 

555千 t 

ゴミゼロ・クリーン久喜市民運動への市民参加人数 

0人(中止) 

※コロナ影響 

25,428人 

(R元年度) 

25,700人 

 

 

  

関連する分野別計画 

第２次久喜市環境基本計画（令和５(2023)年度～令和 14(2032)年度） 

協働・共創のまちづくり指針 

 身近な環境をより良くするため、ごみ拾い等の環境保全活動に積極的に参加します。 

 豊かな自然を守るため、本市の自然について学びます。 

 事業者として、環境に配慮した製品の開発や環境保全活動に主体的に取り組みます。 

 事業者として、多くの人が利用する施設の環境美化対策を進めます。 

17.17 

1 特定外来生物：外来生物（海外起源の外来種）であって、生態系、人の生命・身体、農林水産業へ被害を及ぼすも
の、又は及ぼすおそれがあるものの中から指定された生物のこと。 
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６－２．廃棄物の適正処理と効果的な資源循環を推進する 

 ５年後のまちの姿 

新たなごみ処理施設の稼働や、し尿処理施設の集約化により、衛生的で効率的なごみ処

理・し尿処理が実現しています。 

また、環境学習等の啓発活動を通じて、市民や事業者・団体と協力したごみの減量化と効

果的な資源化が進められています。 

さらに、ごみ焼却時に発生する熱や電気を市内の公共施設で活用することにより、エネル

ギーの有効利用が図られ、地域循環社会が実現しています。 

◇関連する SDGsの主なゴールとターゲット 

ゴール 

    

ターゲット 4.7 7.2 11.6 
12.3  12.4 

12.5  12.8 

 

 現状と課題 

 地球規模の環境問題は、住民生活にも大きな影響を及ぼします。持続可能な地球環境づく
りに向け、行政や事業者だけでなく、一人ひとりが環境負荷の少ない循環型社会を目指し

て日頃から取り組むことが必要です。 

 本市のごみ排出量は、平成 25(2013)年度では１人１日当たり 675ｇ(家庭系ごみ＋家庭系

資源)であったのに対し、令和２(2020)年度には 660ｇまで減少しています。近年は感染

症等の影響と考えられる増加傾向となっていますが、長期的にみますと、ごみの減量化や

分別等に関して周知を図ったことにより、ごみ排出量は減少傾向にあります。 

 生活様式や経済状況等の変化を見据え、より一層のごみの減量化や、効果的な資源化の推
進、ごみの発生抑制に向けた取組みが必要です。 

 ごみ処理施設やし尿処理施設は、老朽化に対応しつつ適正に管理運営するとともに、衛生
的で効率的な処理のため、新たなごみ処理施設の整備や、し尿処理施設の集約化等の取組

みが必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

関連図表や写真等 

 

 

 

関連図表や写真等 

出典：埼玉県環境部資源循環推進課資料 出典：埼玉県環境部資源循環推進課資料 
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 施策の方向性 

 

 

 

 

 

（１）ごみの減量化と適正処理を図ります 

ごみの減量や適正処理をより一層徹底するため、エシカル消費の普及を含め、ホームペー

ジやアプリ等を活用した積極的な情報発信や意識啓発を図ります。また、社会情勢によるご

みの質や量の変化に対応するため、国の動向を注視するとともに、最新技術等を研究します。 

 

（２）ごみ・し尿処理体制の充実を図ります 

ごみ処理施設の適正な管理運営のため、老朽化した施設の適切な維持管理に取り組みま

す。また、衛生的で効率的なごみ処理やし尿処理のため、エネルギーの有効利用に配慮した

新たなごみ処理施設の整備や、し尿処理施設の集約化を進めます。 

さらに、久喜宮代衛生組合の今後のあり方について検討します。 

 

重要業績評価指標（KPI） 
現状値

（R3(2021)） 

目標値

（R9(2027)） 

市民１人１日あたりのごみ排出量 

660ｇ 

(R4発表値 

＜R2実績＞) 

607ｇ 

最終処分量 

585ｔ 

(R4発表値 

＜R2実績＞) 

※八甫清掃センター修

繕により、減少した値 

666ｔ 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

協働・共創のまちづくり指針 

 日々の行動を点検し、ごみの発生を抑制するライフスタイルを目指します。 

 日々の生活で発生するごみを適正処理し、資源の有効活用に協力します。 

関連する分野別計画 

第２次久喜市環境基本計画（令和５(2023)年度～令和 14(2032)年度） 

久喜市一般廃棄物(ごみ)処理基本計画（平成 29(2017)年度～令和 13(2031)年度） 

17.17 
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関連図表や写真等 

６－３．地球環境問題に対応したゼロカーボンシティを目指す 

 ５年後のまちの姿 

再生可能エネルギー*1や省エネルギー等の普及に向けた取組みを市民・事業者・団体・行

政が一体となり市全体で展開し、地域新電力事業*2 等の地球環境問題に対応したゼロカー

ボンシティ実現に向けた取組みを力強く推進しています。 

◇関連する SDGsの主なゴールとターゲット 

ゴール 

     

ターゲット 4.7 
7.1  7.2 

7.3  7.a 
11.6 

12.2  12.4 

12.8 

13.2 

13.3 

 

 現状と課題 

 我が国は、令和２(2020)年に「2050 年までに温室効果ガスの排出を全体としてゼロにす

る、2050 年カーボンニュートラル、脱炭素社会の実現を目指す」ことを宣言し、国を挙

げて脱炭素社会の実現に取り組むことを示しています。 

 本市では、令和３(2021)年に「ゼロカーボンシティ」を宣言し、2050 年までに温室効果

ガスの排出量実質ゼロを目指して、市民・事業者・団体・行政が一体となって取組みを進

めています。 

 温室効果ガスの排出が一因である地球温暖化は、本市の環境や市民生活に深刻な影響を
もたらすおそれがあることから、市民・事業者・団体・行政の連携のもと、脱炭素社会の

実現に向けたそれぞれの役割と責任を着実に果たしていくことが必要です。 

 今後は、2050 年のゼロカーボンシティ実現に向けて、地球環境問題に対する市民の意識

向上を図るとともに、緑豊かなまちづくりを進め、再生可能エネルギーの活用や省エネル

ギーを積極的に推進するなどの取組みが重要です。 

 温室効果ガス削減や地域内経済循環のため、市内で生み出された再生可能エネルギーを
市内で消費する「エネルギーの地産地消」への取組みが重要です。 

 

  

 

 

 

関連図表や写真等 

出典：環境課資料 先進設備を採用した住宅街のイメージ図 
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 施策の方向性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）脱炭素型ライフスタイルへの転換を促進します 

地球温暖化対策の普及啓発を通じ、市民・事業者・団体、行政の各主体の積極的かつ自主

的な行動変容を促し、脱炭素社会にふさわしいライフスタイル・ビジネスモデルへの転換を

促進します。 

（２）再生可能エネルギー・省エネルギーを積極的に推進します 

一般家庭における住宅用エネルギーシステムの設置を支援し、再生可能エネルギーや省

エネルギー機器の普及を促進します。また、PPAモデル*3
 (第三者所有型)等を活用し、太陽

光発電の公共施設への積極的な導入を進めるとともに、省エネ住宅の整備やスマート技術

の導入等により、脱炭素化を推進する脱炭素先行地域を創出します。 

（３）地域新電力事業を推進します 

エネルギーの地産地消を促進するため、地域新電力会社を設立し、再生可能エネルギーを

活用した電力を市内に供給する地域新電力事業に取り組みます。 

（４）次世代自動車の普及を促進します 

電気自動車をはじめとする次世代自動車の購入を支援し、脱炭素に繋がる多様な移動手

段の普及を促進するとともに、公用車における電気自動車の導入を進めます。また、電気自

動車・プラグインハイブリット車の普及状況に応じた充電設備の適切な整備を行います。 
 

重要業績評価指標（KPI） 
現状値

（R3(2021)） 

目標値

（R9(2027)） 

市内における温室効果ガスの排出量【再掲】 
774千 t 

(R元年度) 

555千 t 

再生可能エネルギー導入容量 
49,952kw 

(R2年度) 

92,875kw 

 

 

 

 

関連する分野別計画 

第２次久喜市環境基本計画（令和５(2023)年度～令和 14(2032)年度） 

第３次久喜市環境保全率先実行計画（令和５(2023)年度～令和 14(2032)年度） 

協働・共創のまちづくり指針 

 再生可能エネルギー・省エネルギー機器等を積極的に導入し、温室効果ガス排出量
の削減に取り組みます。 

 省エネルギー型の製品への買い替え等、脱炭素社会の実現に向けたライフスタイル
を選択します。 

 事業者として、温室効果ガス排出量の削減や再生可能エネルギーの活用に、積極的
に取り組みます。 

17.17 
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1 再生可能エネルギー：有限な資源の石油・石炭等の化石燃料や原子力に対して、自然環境の中で繰り返し起こる現

象から取り出すエネルギーの総称のこと。具体的には、太陽光や太陽熱、水力、風力、バイオマス、地熱等を利用し

た自然エネルギーを指す。 
2地域新電力事業：地方自治体の戦略的な参画・関与の下で小売電気事業を営み、得られる収益等を活用して地域の

課題解決に取り組む事業のこと。 
3 PPAモデル：Power Purchase Agreementの略語。企業・自治体が保有する施設の屋根や遊休地を事業者が借り、無

償で発電設備を設置し、発電した電気を企業・自治体が施設で使うことで、電気料金と CO2排出の削減ができる。 
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＜基本目標７＞ 

市民一人ひとりが主役！絆を大切にし協働・ 

共創のまちをつくる 
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７－１．地域コミュニティと協働のまちづくりを推進し絆を深める 

 ５年後のまちの姿 

町内会や自治会、地区コミュニティ協議会、NPOやボランティア団体等によるまちづくり

活動が活発で、地域課題の解決に向けた取組みが市民主体で進んでいます。 

また、様々な事業や計画策定過程等への市民参加が行われ、市民・事業者・関係団体・行

政等による協働・共創のまちづくりが実現しています。 

◇関連する SDGsの主なゴールとターゲット 

ゴール 

 

ターゲット 
16.6 16.7 

16.10 

 

 現状と課題 

 市民ニーズの多様化や生活環境の変化等によって地域社会が大きく変遷する中、人と人
との絆の大切さが見直され、町内会や自治会等の地域コミュニティ、文化・スポーツ活動、

ボランティア等のコミュニティの重要性が高まっています。 

 本市では、コミュニティ施設を活動拠点とし、情報発信等を通じたコミュニティ意識の高
揚、地区コミュニティ協議会の設立支援等に努めるほか、コミュニティ施設の管理運営を

行っています。 

 地区コミュニティ協議会の活動支援等を通じて、地域課題の解決に向けた市民主体の取
組みを促進するなど、市民によるまちづくり活動の活性化が必要です。 

 本市は、久喜市自治基本条例に基づき、市民参加の推進を積極的に図っています。今後も、
様々な機会を捉えて事業や計画策定過程等への市民参加を促し、市民・事業者・関係団体・

行政等による協働のまちづくりをより一層進めることが必要です。 

 

 

 

 

0 

 

 

 

 

  
 

 

 

 

関連図表や写真等 

 

 

 

関連図表や写真等 

出典：市民生活課資料 

市民参加の様子（久喜市総合振興計画審議会） 
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 施策の方向性 

 

 

 

 

 

（１）地域課題の解決に向けた市民主体の取組みを応援します 

情報発信等を通じてコミュニティ意識の高揚を図るとともに、地区コミュニティ協議会

の活動支援を行い、あらゆる世代が参加しやすい仕組みを作るなど、市民による主体的なま

ちづくり活動の活性化を図ります。また、活動拠点となるコミュニティ施設の管理運営や、

施設機能の充実に努めます。 

 

（２）市民団体・ボランティア団体の活動を支援します 

団体への情報提供や補助金の交付等を行うことで、市民団体・ボランティア団体の創意工

夫による、発展性のある新たなまちづくり活動を支援します。また、地域活動に関するあら

ゆる関係者・関係団体との連携を強化し、活動の充実を図るとともに、市民団体からの相談

や補助金申請に対し適切な支援を行います。 

 

（３）幅広く市民参加の機会を確保し、協働のまちづくりを進めます 

協働のまちづくりの機運を高めるため、引き続き、市民参加と協働への理解促進に努めま

す。また、様々な機会を捉え、事業や計画策定過程等への市民参加を促し、市民・事業者・

関係団体・行政等による協働のまちづくりを進めるとともに、デジタル技術等の活用により、

市民、特に次代を担う若い世代の市政に対する興味・関心が高まるような、新たな手法を取

り入れた市民参加の仕組みづくりを進めます。 

 

重要業績評価指標（KPI） 
現状値

（R3(2021)） 

目標値

（R9(2027)） 

附属機関委員のうち 10～30歳代の委員の数 32人 43人 

新たなまちづくり活動(地域提案型活動事業*1
)に関する

申請数 

4件 10件 

 

 

 

 

 

  

関連する分野別計画 

市民参加計画（毎年度策定） 

協働・共創のまちづくり指針 

 自分が住んでいる地域に関心を持ち、様々な地域活動に参加します。 

 市民意見提出制度(パブリック・コメント)等に参加します。 

17.17 

1 地域提案型活動事業：市民が主役となり、魅力あふれる地域づくりを進めるため、市民団体が自ら企画、提案及び

実施する活動を支援する市独自の取組み。 
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７－２．地域間や国外との幅広い交流を促し出会いを大切にする 

 ５年後のまちの姿 

友好都市や姉妹都市をはじめ、国内外の地域との交流が活発に行われています。 

また、異なる文化や価値観、産物等に触れることにより、市民の心の豊かさが養われると

ともに、多文化共生のまちづくりが進んでいます。 

◇関連する SDGsの主なゴールとターゲット 

ゴール 

    

ターゲット 4.7 
10.2 

10.7 
11.a 17.16 

 

 現状と課題 

 国際化や情報社会の進展を背景に、国内外の地域はより身近なものとなっています。異な
る文化や価値観、産物等に触れることにより、多様性への理解が進むだけでなく、多文化

共生をはじめとする新たな視点からのまちづくりの促進が期待されます。 

 本市では、友好都市の提携を結ぶ青森県野辺地町と産業交流を行っていますが、新たな分
野における交流の促進が必要です。 

 本市では、アメリカ合衆国オレゴン州ローズバーグ市と姉妹都市の提携を結び、成人及び
中学生の親善交流(受入・派遣)事業が行われています。今後は、「久喜市・ローズバーグ

協会」の活動を支援し、事業の継続的な展開が必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

関連図表や写真等 

 

 

 

関連図表や写真等 

ローズバーグ市との中学生親善交流の模様 菖蒲産業祭にて青森県野辺地町、長野県青木村による出店 
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 施策の方向性 

 

 

 

 

 

 

（１）多様な国内の地域との地域間交流を進めます 

関係団体の活動を支援するなど、様々なまちの良さに触れることのできる地域間交流事

業の充実を図るとともに、文化・スポーツ等の様々な分野における交流を推進します。 

 

（２）多様な国外の地域との国際交流を進めます 

関係団体の活動を支援するなど、市民の親善交流事業の充実を図るとともに、国外の文化

に触れることで、これからの社会に求められる国際感覚あふれる視点を持った人材育成を

推進します。 

 

（３）市民・団体・事業者等による地域間交流・国際交流を支援します 

市民が多様な文化や価値観に触れる機会を作るとともに、様々な角度から地域活性化を

図るため、文化・スポーツ等を含めた幅広い交流を進め、教育・学習や観光・産業だけでな

く、市民・団体・事業者等による新たな地域間交流・国際交流活動を支援します。 

 

重要業績評価指標（KPI） 
現状値

（R3(2021)） 

目標値

（R9(2027)） 

国際交流事業参加者数 

3人 

※コロナ影響 

52人 

(R元年度) 

52人 

地域間交流事業参加者数 

0人 

※コロナ影響 

52人 

(R元年度) 

52人 

 

 

 

 

 

  

協働・共創のまちづくり指針 

 新たな価値観や文化等を学び、SDGs等の国際的な動きを踏まえた活動に取り組みま

す。 

 国内外の他の地域に暮らす人々と、観光やスポーツイベント等で交流します。 

関連する分野別計画 

無し 

17.17 
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７－３．多種多様なステークホルダーと連携する 

 ５年後のまちの姿 

高等教育機関や事業者、関係団体等の多種多様なステークホルダー*1
(関係者)と本市が効

果的に連携・協力することで、複雑化かつ多様化する課題へ共に対応し地域活性化に取り組

む、絆を大切にした協働・共創のまちづくりが実現しています。 

◇関連する SDGsの主なゴールとターゲット 

ゴール 

   

ターゲット 4.7 10.2 17.16 

 

 現状と課題 

 社会経済情勢の著しい変化を背景に、解決すべき地域課題は複雑化かつ多様化していま
す。この課題解決に向け、行政だけでなく、高等教育機関や事業者、関係団体等の多種多

様なステークホルダーが主体的に連携する、地域共治(ローカル・ガバナンス)のまちづく

りが進められています。 

 本市では、大学等の高等教育機関と連携協定を締結し、各種イベントやボランティア等に
連携協定先の教員や学生が参画するなど、まちづくりの様々な分野で、地域活性化に向け

た協働の取組みを推進しています。更なる地域活性化に向けて、今後も高等教育機関との

連携の強化が必要です。 

 本市では、事業者や関係団体と連携協定を締結し、本市の更なる活性化や市民サービスの
向上等に向けた取組みを幅広く進めています。行政の有する資源に限りのある中、地域課

題の解決に向け、今後も連携を強化しながら、事業者等が有するノウハウ等をまちづくり

へ活用するとともに、PPP/PFIの手法等を活用した更なる官民連携によるまちづくりの推

進が重要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

関連図表や写真等 

 

 

 

関連図表や写真等 

高等教育機関との連携の模様 

出典：企画政策課資料 
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 施策の方向性 

 

 

 

 

 

 

 

（１）高等教育機関との連携によるまちづくりを進めます 

誰一人取り残さない社会の実現といった SDGsの視点を踏まえた地域課題の解決に向けて、

高等教育機関が持つ知見や専門知識等を活用し、様々な分野において連携を図り、協働・共

創のまちづくりを進めます。また、連携によるイベント等の開催により、市民や学生間の交

流による関係人口を増やします。 

さらに、新たな時代潮流や地域課題を見据え、他の高等教育機関との新たな連携を推進し

ます。 

 

（２）民間事業者等との連携によるまちづくりを進めます 

事業者や団体の持つノウハウ等を活用し、幅広い分野において共に協力し合い、誰一人取

り残さない社会の実現といった SDGsの視点を踏まえた地域課題の解決に取り組みます。ま

た、産官学連携を視野に入れるなど、更なる相乗効果をもたらす連携を推進します。 

さらに、新たな時代潮流や地域課題を見据え、研究機関や金融機関といった様々な業種と

の新たな連携を推進します。 

 

（３）民間活力を生かした行政サービスの向上を図ります 

財源や人材等の行政資源に限りがある中において、PPP/PFIの手法等を活用した事業の展

開を進めます。また、民間活用によるサービスの向上等を図るため、公共施設における指定

管理者制度の適切な運用を推進します。 

 

重要業績評価指標（KPI） 
現状値

（R3(2021)） 

目標値

（R9(2027)） 

高等教育機関や民間事業者等との連携交流事業数 59件 83件 

イベントにおける高等教育機関・民間事業者等関係参加

者数 

9人 

※コロナ影響 

33人 

(H30年度) 

70人 

 

 

  

協働・共創のまちづくり指針 

 高等教育機関の学生等と交流を深めるため、連携事業に関心を持ち、イベントや学
習等に参加します。 

 市と連携するステークホルダーとして、有するノウハウ等を生かし、市民の学びや
健康づくり等に協力します。 

関連する分野別計画 

無し 

17.17 

1 ステークホルダー：直接的・間接的な利害関係者のこと。企業、事業者、団体、行政機関（官公庁）、教育機関、地

域社会等を含む。 
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７－４．広く久喜を PRして賑わいを創出しまちの魅力を高める 

 ５年後のまちの姿 

多様な媒体を通じた戦略的なシティプロモーションが展開され、久喜の魅力が広く浸透・

認知され、市民の地元への誇りや愛着も高まっています。 

また、各種イベントや祭りのほか、交通利便性や自然環境等の本市の多様な魅力について

効果的かつ戦略的なシティプロモーションを図ることで、企業立地や交流人口・関係人口が

増加し、移住・定住が促進され、まちの賑わいが創出されています。 

◇関連する SDGsの主なゴールとターゲット 

ゴール 

     

ターゲット 8.9 11.a 12.b 
15.1 15.3 

15.b 

16.6  16.7 

16.10 

 

 現状と課題 

 地域の魅力の醸成は、移住・定住の促進や産業振興のためにも重要であり、地域資源の発
掘やブランド化、戦略的なシティプロモーションに取り組む自治体が増えています。 

 本市は、様々な機会を捉えて久喜の魅力を市内外に発信し、シティプロモーションを推進
しています。今後も、シティプロモーションが交流人口・関係人口の増加だけでなく移住・

定住等にも繋がるような戦略的な取組みが必要です。 

 本市は、豊かな自然や、久喜提燈祭り等の催し、コスモスやラベンダー等の花、梨やいち
ご等の特産品、静御前の墓や鷲宮神社、アニメ、クッキーダンス等の豊富な地域資源・観

光資源を有しており、多様な魅力があります。今後も、このような魅力を市民等との協働

のもとで更に発掘し、活用を図っていくことが重要です。 

 広報紙やホームページのほか、メール配信サービスや公式 SNS、公式動画チャンネル等を

通じて、正確で分かりやすい市政情報の提供に努めています。今後も、様々な情報発信媒

体の特性を生かし、市の魅力やイベント情報等を継続して効果的に配信することが必要

です。 

 我が国初の林学博士であり、「日本の公園の父」とも称される郷土の偉人・本多静六博士
の『天然更新の森』という考え方は、現代の SDGsの理念を先取りしていると考えられま

す。その功績を改めて顕彰するとともに、博士の教えを積極的に広めることにより、市民

の地元への誇りや愛着の醸成を図ることが重要です。 

  
 史 

 

 

  

 

 

 

関連図表や写真等 

 

 

 

関連図表や写真等 

「日本の公園の父」郷土の偉人・本多静六博士 久喜市オリジナルダンス「クッキーダンス」 
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 施策の方向性 

 

 

 

 

 

 

（１）戦略的なシティプロモーションを推進します 

交流人口・関係人口の増加を図るとともに、市民の地元への誇りや愛着を醸成するため、

広報紙やホームページのほか、メール配信サービスや公式 SNS、公式動画チャンネル等の

様々な情報発信媒体、フィルムコミッション*1等の機会を活用して、久喜の魅力を市内外に

向け戦略的に発信し、市の知名度やイメージの向上に努めます。また、久喜の魅力を活用し、

移住・定住や企業立地の促進等を図る取組みを推進します。 

 

（２）久喜の魅力を発掘し活用します 

水辺や田園風景、季節の花、先人が育んできた歴史・文化、優れた交通利便性や子育て環

境、特産品等、本市が有する多様な魅力を多角的に発掘します。また、本市の魅力を次世代

に引き継げるよう、関係団体やボランティア等を支援します。 

さらに、祭りやイベント・文化財等の観光資源としての価値を高め、久喜の強みとして活

用するとともに、本市の交通利便性や立地条件を生かした観光を推進します。 

 

（３）本多静六博士の功績を生かしたまちづくりを進めます 

郷土の偉人である本多静六博士の功績を顕彰するとともに、博士と関連付けた SDGsの推

進や「(仮称)本多静六記念 市民の森・緑の公園」の整備等、本多静六博士の教えを踏まえ

た取組みを進めます。 

 

重要業績評価指標（KPI） 
現状値

（R3(2021)） 

目標値

（R9(2027)） 

人口推移における社会動態*2の増加数 
△25人 

(速報値) 

140人 

年間観光入込客数 

1,362,206人 

※コロナ影響 

2,391,118人 

(R元年) 

2,400,000人 

ふるさと納税寄附金の寄附者数【再掲】 1,555人 2,800人 

 

 

 

 

関連する分野別計画 

久喜市シティプロモーション推進指針（平成 25(2013)年度策定） 

久喜市(仮称)本多静六記念 市民の森・緑の公園基本計画（平成 29(2017)年度策定） 

協働・共創のまちづくり指針 

 久喜の魅力を発掘し、SNS等を通じて市内外に情報を広く発信します。 

 広報紙やホームページ等からまちの情報を積極的に入手し活動します。 

 行政との協働により、久喜に関心を持つ人々を増やします。 

17.17 
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1 フィルムコミッション：映像作品を通じて知名度の向上や観光振興及び地域の活性化を図るため、映画や TV ドラ

マ等、様々な撮影の誘致・支援を行うこと。 
2 人口推移における社会動態：転入・転出に伴う人口の増減のこと。 
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＜基本目標８＞ 

持続可能でスマートな行政を運営し市民生活

を支えるまちをつくる 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第２部 基本計画 

132 

８－１．時代に順応した行政改革を推進する 

 ５年後のまちの姿 

社会経済情勢の著しい変化や複雑化かつ多様化する課題に的確に対応した、効率的で効

果的な行政運営、継続的な行政改革を実行しています。 

また、市が保有する施設について、アセットマネジメントの観点から配置の適正化や、長

寿命化を進めています。 

◇関連する SDGsの主なゴールとターゲット 

ゴール 

    

ターゲット 
10.2 

10.3 
12.7 

16.5 16.6 

16.7 

17.14 

17.15 

 

 現状と課題 

 少子高齢化と人口減少が全国的に進む中、住民にとって最も身近な行政機関である市町
村には、社会経済情勢の著しい変化や、複雑化かつ多様化する地域課題への的確な対応が

求められています。また、財源や人材等の行政資源に限りがある中、持続可能な行政運営

の重要性がこれまで以上に高まっています。 

 本市では、「行政改革大綱」及び「第２次行政改革大綱」を策定し、行政改革を推進して
きました。また、行政運営においては、社会情勢の変化や新たな市民ニーズに柔軟に対応

できる組織機構の構築や、「久喜市人材育成基本方針」を踏まえた『求められる職員像』

*1の実現に向けた職員一人ひとりの意識や能力の向上が必要です。 

 公共施設の老朽化が進み、今後、改修や建替に多額の費用が必要になると見込んでいます。
このため、公共施設の配置の適正化や、長寿命化等による公共施設アセットマネジメント

の推進が必要です。 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

関連図表や写真等 

 

 

 

関連図表や写真等 

職員研修の様子 

8,037.21

101,551.70

127,939.89

80,327.19
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公共施設の築年代別の延べ床面積（㎡）

出典：久喜市公共施設個別施設計画 
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 施策の方向性 

 

 

 

 

（１）効率的・効果的で柔軟な行政運営を推進します 

行政改革を推進し、組織機構改革や事務の効率化・高度化を図ります。また、行政評価シ

ステムを有効に活用し、事業等のスクラップ・アンド・ビルドや官民連携の更なる推進に努

めます。 

さらに、広域的な行政課題に対応するため、近隣市町等と連携し、地域活性化に向けた PR

活動や公共施設の相互利用等を推進します。 

 

（２）市民とともに考え判断し責任を持って行動する職員を育成します 

本市のまちづくりを担い、市民の期待に応える行政サービスを提供できる人材を育成す

るため、職員研修の充実、適正な人事評価の推進、定年引上げに伴う働き方の変化への対応

や意識改革等を進めます。 

 

（３）公共施設の配置の適正化・長寿命化等と未利用地の活用を図ります 

次世代へ安全・安心かつ魅力的な公共施設を引き継ぐため、公共施設の配置の適正化や長

寿命化等による公共施設アセットマネジメントを推進します。また、本市が保有する未利用

地の貸付や処分を図ります。 

 

重要業績評価指標（KPI） 
現状値

（R3(2021)） 

目標値

（R9(2027)） 

重要業績評価指標（KPI）の年度毎の目標値に対する達成率 － 100.0％ 

 

 

  

関連する分野別計画 

久喜市定員適正化計画（令和２(2020)年度～令和６(2024)年度） 

久喜市人材育成基本方針（平成 23(2011)年度～） 

久喜市公共施設等総合管理計画（平成 28(2016)年度～令和 37(2055)年度） 

久喜市公共施設個別施設計画（令和３(2021)年度～令和 37(2055)年度） 

協働・共創のまちづくり指針 

 市の行政改革や行政課題に関心を持ち、持続的な行政運営に協力します。 

17.17 

1 『求められる職員像』：市民の期待に応える行政を推進する人材の育成を進めるため、本市職員が目指すべき職員

像で、『想いを実現へ「気づき、考え、動く」』と規定されている。 
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８－２．ＤＸによる行政のデジタル化を推進し市民の利便性を高める 

 ５年後のまちの姿 

自治体 DX(デジタル・トランスフォーメーション)
*1による行政のデジタル化が実現し、

業務の効率化を図ることできめ細かなサービスを提供しているほか、行政手続きのオンラ

イン化により市民の利便性が大きく向上しています。また、デジタル化を通じ、市民・事

業者・各種団体・行政等の多様な主体との連携が進み、最先端技術等を活用した新たなま

ちづくりが展開され、「誰一人取り残さない、人に優しいデジタル化」が着実に進んでい

ます。 

◇関連する SDGsの主なゴールとターゲット 

ゴール 

  

ターゲット 
16.9 

16.10 

17.8  17.18 

17.19 
 

 現状と課題 

 国は、「自治体 DX推進計画」を策定し、地方自治体にデジタル技術を活用した市民の利便

性向上や業務の効率化を図るとともに、デジタル化によって、多様なニーズに合ったサー

ビスを選択できるなど、デジタル社会の構築に向けた取組みを期待しています。 

 令和３(2021)年９月に、デジタル庁が設置され、国や地方自治体のデジタル化や社会全体

の DX推進に向けた動きが加速しています。 

 国の「自治体 DX推進計画」を踏まえ、本市の DX推進に向けた全庁的なマネジメント体制

の構築、基幹システム*2 の標準化・共通化、行政手続きのオンライン化、AI の利用等を

通じ、自治体 DXを着実に進めていくことが重要です。 

 本市では、総合窓口化やコンビニ交付サービス等を推進しています。今後は、ICTを活用

したオンラインサービスの更なる拡充等により、行政手続きにおける市民の利便性向上

を図ることが必要です。 

 本市では、電子申請・届出サービス*3の充実、公共施設への Wi-Fi整備、キャッシュレス

決済の導入等により、行政サービスの向上を推進しているほか、統合型地理情報システム、

AI を活用した音声・文字認識システム等による行政事務の効率化を図っています。同時

に、個人情報の保護や外部からの脅威等に対する情報セキュリティ対策の徹底にも取り

組んでいます。 

 

 

 

 

 

 

 

出典：市民課（総合窓口）資料 電子申請・届出サービスシステム 

 

 

 

関連図表や写真等 

 

 

 

関連図表や写真等 

出典：市民課（総合窓口）資料 出典：情報推進課資料 
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 施策の方向性 

 

 

 

 

 

 

（１）デジタル化による行政(窓口)サービスの向上と行政運営の効率化を図ります 

窓口における行政手続きの簡素化や迅速化、オンライン化を推進するため、総合窓口エリ

アにおける業務の更なる ICT化のほか、マイナンバーカードの普及を促進し、コンビニ交付

サービスやマイナポータル*5、電子申請・届出サービスの利用拡大を図るとともに、情報機

器の操作に不慣れな方に対する支援を進めます。また、テレワークや AIを活用した音声・

文字認識システム、庶務事務システム等の利活用を進め、業務フローを見直すことで業務改

善を進めます。 

 

（２）最先端技術等を活用したまちづくりを進めます 

デジタル技術を有効に活用し、自動配送ロボットの実証実験等をはじめとした最先端技

術を日常生活に取り入れるなど、産官学の連携による新たなまちづくりを進めます。 

 

（３）自治体 DX推進に向けた体制を確立します 

行政のデジタル化や AI をはじめとした最先端技術の活用に向け、自治体 DX 推進の原動

力となる職員の情報リテラシー*6の向上に努め、人材の育成を進めます。また、国の「自治

体 DX推進計画」を踏まえ、令和７(2025)年度までに基幹システムの標準化・共通化に対応

するとともに、外部の脅威等から情報資産を保護するため、情報システムの適正な運用や情

報セキュリティポリシーの徹底を図ります。 

さらに、災害時等における業務継続性を確保するため、遠隔地へのデータの保管や情報シ

ステムのクラウド化*7を推進します。 

 

重要業績評価指標（KPI） 
現状値

（R3(2021)） 

目標値

（R9(2027)） 

各種証明書のコンビニ交付の割合 10.4％ 50.0％ 

電子申請・届出サービスの利用件数 3,621件 7,500件 

 

 

 

関連する分野別計画 

第３次久喜市情報化推進計画（令和５(2023)年度～令和９(2027)年度） 

協働・共創のまちづくり指針 

 コンビニ交付等の便利なサービスを活用します。 

 行政手続きにおいて、マイナポータルや電子申請・届出システムを活用します。 

 オープンデータ*4をまちづくり活動やビジネスに活用します。 

17.17 
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1 自治体 DX（デジタル・トランスフォーメーション）：自治体の行政サービスについて、デジタル技術やデータを活

用して、住民の利便性を向上させること、及びデジタル技術や AI等の活用により業務効率化を図り、人的資源を行

政サービスの更なる向上に繋げていく取組みのこと。 
2 基幹システム：住民記録システム等の全ての自治体で共通して使用している基本的な行政システムのこと。国が

推進する基幹システムの標準化・共通化により、手続きの簡素化、迅速化、行政の効率化が期待される。 
3 電子申請・届出サービス：インターネットを利用して、自宅のパソコン等から、原則 24時間、いつでも、どこか

らでも申請・届出等の行政手続きが行えるサービスのこと。 
4 オープンデータ：国や地方自治体等が保有する情報を、利活用できるように機械判読に適した形で、二次利用可

能なルールの下で公開されたデータのこと。 
5 マイナポータル：マイナンバーカードを活用し、行政手続きや自身の情報・お知らせを確認できるなど、様々な

サービスをいつでもどこでも安全に利用することができるオンラインサービスのこと。 
6 情報リテラシー：情報を取り扱う上での理解や、情報及び情報手段を主体的に選択し、適切に活用するための能

力のこと。 
7 情報システムのクラウド化：情報の管理・運営を、自組織内の機器を使用したものから、ネットワークを通じ

て、外部の事業者のサービスの利用に移行させること。 
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８－３．持続可能で健全な財政運営と透明性の高い行政運営を確立する 

 ５年後のまちの姿 

 自主財源の安定的な確保や、事業の選択と集中による財源の有効活用により、持続可能で

健全な財政運営を確保しています。 

また、情報公開や広聴制度等を通じて透明性の高い行政運営を推進し、市民との間に信頼

関係が築かれています。 

◇関連する SDGsの主なゴールとターゲット 

ゴール 

    

ターゲット 10.4 12.7 
16.6 16.7 

16.10 

17.1 17.14 

17.15 17.18 

 

 現状と課題 

 地方自治体は、健康・福祉や教育、消防・救急、道路や下水道の整備等、人々の日常生活
を支える上で大きな役割を果たしていますが、地方自治体が対応すべき課題は複雑化か

つ多様化し、地方財政は厳しい状況にあります。 

 今後の本市の財政状況は、新型コロナウイルス感染症感染拡大による経済の落ち込みか
らの回復等に伴い、市税は微増傾向にありますが、社会保障費及び公共施設の整備・改修

費の増等により、引き続き厳しい状況が見込まれています。 

 限られた財源の中で、社会情勢の変化や新たな課題等に対応し、持続可能で健全な財政運
営を図るためには、財源の確保と有効活用に向けた取組みが必要です。 

 透明性が高く市民から信頼される行政運営を目指すため、情報公開条例に基づく情報公
開の推進が必要です。また、市政に対する市民ニーズを的確に把握し、市政に反映してい

くことが求められています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

関連図表や写真等 

出典：地方財政状況調査 

 

 

 

関連図表や写真等 

出典：市政情報課資料 

92.4 93.0 93.1

89.5

83.6

7.0

6.5

6.1

5.7

5.1
5

6

7

8

82

84

86

88

90

92

94

H29

(2017)

H30

(2018)

R1

(2019)

R2

(2020)

R3

(2021)

経常収支比率・実質公債費比率
経常収支比率

実質公債費比率

（%） （%）

（年度）

66.1

77.5

69.5

82.6

68.9

50

60

70

80

90

100

H29

(2017)

H30

(2018)

R1

(2019)

R2

(2020)

R3

(2021)

陳情・要望等の処理状況
（%）

（年度）



基本目標８ 持続可能でスマートな行政を運営し市民生活を支えるまちをつくる 

139 

 施策の方向性 

 

 

 

 

 

（１）健全な財政運営に取り組みます 

健全な財政基盤を確保するため、市税の安定的な確保や、新たな自主財源の確保、受益者

負担の適正化、事業のスクラップ・アンド・ビルド等を推進するとともに、一定程度の財政

調整基金*1を確保します。また、世代間の負担の公平を図るため、地方債の適切な活用を図

ります。 

 

（２）効率的・効果的な財政運営を推進します 

限られた財源を有効に活用するため、予算編成方法を見直すとともに、予算編成過程・財

政状況を分かりやすく公表します。 

 

（３）透明性の高い行政運営を推進し市民との信頼関係を築きます 

開かれた市政の実現に向け、個人情報の保護を徹底した上で、久喜市情報公開条例に基づ

いた市政情報の公開を推進します。また、様々な事業や計画策定過程等への市民参加や広聴

制度等を通じて、市民からの意見や提案を市政に反映します。 

 

重要業績評価指標（KPI） 
現状値

（R3(2021)） 

目標値

（R9(2027)） 

実質公債費比率*2
 

5.1％ 5.1％以下

※現状値の 

比率以下 

陳情・要望等の処理状況(要望等総件数に対する対応済の割合) 68.9％ 85.0％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

関連する分野別計画 

久喜市中期財政計画（令和４(2022)年度～令和８(2026)年度） 

協働・共創のまちづくり指針 

 納税義務を果たし、市の財政運営に関心を持ちます。 

 市政に関心を持ち、市が公開する情報を積極的に活用します。 

17.17 

1 財政調整基金：市の貯金のようなもので、年度間の財源の不均衡を調整するために積み立てておく資金のこと。 
2 実質公債費比率：市の標準的な財政規模に対する元利償還等の比率で、元利償還金による財政負担の度合いを示

す指標のこと。 
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